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1．計画地域の概要 

1-1．計画地域の概要 

（1）計画地域

の概要 

中播磨地域（市川

流域圏）（以下、「計

画地域」という）は、

天川流域、西浜川流

域、八家川流域、市

川流域、野田川流域、

船場川流域、夢前川

流域、汐入川流域、

大津茂川流域等で

構成され、主に姫路

市、高砂市、朝来市、

市川町、福崎町、太

子町、神河町の３市

４町にまたがる地

域であり、総人口約

59.5 万人（平成 22

年 10 月現在）、面積

は、約 907km2で県土

全体の 10.8%を占め

ている。 

計画対象河川一覧 
対象河川 法河川 

延長 
（km） 

流域面積
(km2) 
※1 

関係市町 

※2 
水系 河 川 

天川 
天川（あまかわ）

18．720 

50.3 

姫路市 
高砂市 

(加古川市) 

(加西市) 
思出川（おもいでがわ）

3.233 

西浜川 西浜川（にしはまがわ） 1.941 4.7 
姫路市 
高砂市 

八家川 八家川（やかがわ） 4.480 12.8 姫路市 

市川 

市川（いちかわ） 77.554 

506 

姫路市 
福崎町 
市川町 
神河町 
朝来市 

神谷川（こたにがわ） 5.295 
須加院川（すかいんがわ） 5.160 
恒屋川（つねやがわ） 9.190 

恒屋川放水路（つねやがわほうすいろ） 0.533 
矢田部川（やたべがわ） 3.690 
平田川（ひらたがわ） 7.840 
西谷川（にしたにがわ） 2.900 
七種川（なぐさがわ） 6.682 
雲津川（くもずがわ） 3.020 
岡部川（おかべがわ） 11.235 
小畑川（おばたがわ） 5.045 
尾市川（おいちがわ） 1.875 
振古川（ふりこがわ） 4.355 

振古川放水路（ふりこがわほうすいろ） 0.173 
甲良川（こうらがわ） 1.590 
越知川（おちがわ） 22.460 

東山川（ひがしやまがわ） 2.090 
猪篠川（いざさがわ） 8.082 
追上川（おいあげがわ） 2.650 
小田原川（おだわらがわ） 12.100 
太田川（おおたがわ） 5.315 
犬見川（いぬみがわ） 6.921 
栃原川（とちはらがわ） 5.709 
倉谷川（くらたにがわ） 1.487 
白口川（しらくちがわ） 3.695 
油谷川（あぶらたにがわ） 1.386 

野田川 野田川（のだがわ） 3.635 
7.1 姫路市 

外堀川（そとぼりがわ） 2.663 
船場川 船場川（せんばがわ） 11.572 

18.2 姫路市 
大野川（おおのがわ） 3.948 

夢前川 夢前川（ゆめさきがわ） 39.667 

202 姫路市 

水尾川（みずおがわ） 8.850 
大井川（おおいがわ） 4.000 
菅生川（すごうがわ） 24.738 
坪川（つぼかわ） 5.180 

護持川（ごじがわ） 3.258 
明神川（みょうじんがわ） 3.483 
西山川（にしやまがわ） 2.443 

寺河内川（てらこうちがわ） 3.796 
汐入川 汐入川（しおいりがわ） 3.380 6.4 姫路市 
大津茂

川 
大津茂川（おおつもがわ） 18.608 

54.3 
姫路市 
太子町 

(たつの市) 

西汐入川放水路 
（にししおいりがわほうすいろ） 0.323 

西汐入川（にししおいりがわ） 5.118 
網干川（あぼしがわ） 1.566 

※１：100km2以上は、整数止め、100km2未満は小数第１位で表示 

計画地域には、河川流域以外に、海への直接流域が含まれる 

※２：法定河川区間が含まれている市町 

（ ）書きは、流域のみで法定河川は含まれていない市    
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（2）土地利用・地形 

計画地域は、山地が大部分を占めている一方で、南部の臨海部は播磨工業地帯

を形成する等、市街地があり、美しい自然やたくましい産業活動にあふれる色彩

豊かな地域となっている。 

計画地域内には、国道 2号、中国自動車道、山陽自動車道等の幹線道路や、JR

山陽新幹線、JR山陽本線、山陽電鉄等の鉄道が東西に延びているほか、播但連絡

道、JR 播但線が南北を結んでいる。また、河口部の姫路港は国際拠点港湾に指定

されており、海運交通の要衝となっている。 

計画地域内の土地利用別面積 

市町名 
計画地域内の土地利用別面積（km2) 

水田 畑地 山地 市街地 水域 その他 合計 

朝来市 1.2 0.0 96.0 1.6 2.1 2.3 103.2 
神河町 11.4 0.8 168.0 4.7 3.3 4.5 192.7 
市川町 11.9 0.1 63.5 4.4 1.6 1.1 82.7 
福崎町 10.4 0.1 25.6 6.8 1.6 1.7 46.1 

（加西市） 0.3 0.0 3.8 0.0 0.0 0.1 4.3 
姫路市 49.1 2.1 250.5 104.6 13.9 29.0 449.3 
高砂市 0.5 0.1 1.6 2.2 0.2 0.4 5.0 
太子町 3.2 0.2 7.3 4.2 0.3 0.6 15.7 

（たつの市） 0.3 0.0 1.0 0.4 0.0 0.0 1.7 
（加古川市） 0.1 0.0 5.8 0.1 0.1 0.3 6.4 

合計 88.4 3.4 623.2 129.1 23.0 40.1 907.1 

※（ ）書きは、流域のみで法定河川は含まれていない市 

土地利用割合（平成 21年） 
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出典：平成21年 国土数値情報 土地利用データ 

土地利用分布図  

S=1：1,250,000
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交通網図 
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出典：平成22年国勢調査 世界測地系500mメッシュ 

人口分布図 

S=1：1,250,000
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【計画地域：北部（朝来市、神河町）】 

地形は、標高 800m～1,000m 級の山地が連な

る急峻な山岳地形からなり、川沿いに狭い谷

底平野が見られる。 

地質は、主に中世代白亜紀後期の火山活動

により造られた堅硬な流紋岩類（生野層群）

により形成される。 

【計画地域：中部（市川町、福崎町、姫路市北部 2）、加西市＊）】 

地形は、標高 200m～500m 程度の小起伏山地

及び丘陵地形と礫岩・砂岩等が堆積した谷底

平野からなる。 

地質は、主に中・古生代に堆積したものが

固結した堆積岩類（丹波帯）により形成され

る。 

【計画地域：南部（姫路市南部 3）、高砂市、太子町、たつの市＊、加古川市＊）】 

地形は、市川や夢前川等の河川から運搬さ

れた土砂が堆積した扇状地と河口部のデルタ

地形で、地形の一部に大起伏丘陵地が見られ

る。 

地質は、主に扇状地では砂礫、デルタ地形

では砂、粘土等で形成され、大起伏丘陵地で

は相生層群により形成される。海沿いの河口

部は、埋立地となっているが、姫路市大塩町

～網干間にあった古い海岸砂州の名残(現在

の国道 250 号付近)も見られる。 

2） 姫路市北部：山陽自動車道より北に位置するエリア 

3） 姫路市南部：山陽自動車道より南に位置するエリア 

＊  流域のみで法定河川は含まれていない市 

神崎郡神河町栗付近

姫路市豊富町豊富付近 

姫路市花田町高木付近

市川

市川

市川
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出典：20万分の1土地分類基本調査 地形分類図（国土交通省 国土政策局 国土情報課HP） 
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S=1:250,000
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出典：20万分の1土地分類基本調査 表層地質図（国土交通省 国土政策局 国土情報課HP） 

地質図 

S=1:250,000
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（3）気候 

気候は、北部山間地の内陸気候地域と、中・南部の瀬戸内海気候地域に大きく

二分される。 

年平均気温は、計画地域北部の生野観測所で約 13.1℃（1981 年～2010 年の平

年値）、計画地域中部の福崎観測所で約 14.8℃（1981 年～2010 年の平年値）、計

画地域南部の姫路観測所で約 15.2℃（1981 年～2010 年の平年値）と、計画地域

中・南部は計画地域北部に比べてやや高く温暖である。 

年間降水量は、計画地域北部の生野観測所で約 2,000mm（1981 年～2010 年の平

年値）、計画地域中部の福崎観測所で約 1,400mm（1981 年～2010 年の平年値）、計

画地域南部の姫路観測所で約 1,200mm（1981 年～2010 年の平年値）と、計画地域

中・南部は北部に比べて少なく、全国平均の約 1,700mm を下回っている。 

【計画地域：北部（朝来市、神河町）】 

計画地域北部の生野観測所に

おいて、年平均気温は約 13.1℃

（1981 年～2010 年の平年値）、年

間降水量が約 2,000mm（1981 年～

2010 年の平年値）と全国平均の約

1,700mm を上回っている。 

【計画地域：中部（市川町、福崎町、

姫路市北部、加西市＊）】 

計画地域中部の福崎観測所に

おいて、年平均気温は約 14.8℃

（1981 年～2010 年の平年値）、年

間降水量は約 1,400mm（1981 年～

2010 年の平年値）と全国平均の約

1,700mm を下回っている。 

【計画地域：南部（姫路市南部、 

高砂市、太子町、たつの市＊、 

加古川市＊）】 

計画地域南部の姫路観測所に

おいて、年平均気温は約 15.2℃

（1981 年～2010 年の平年値）、年

間降水量は約 1,200mm（1981 年～

2010 年の平年値）と全国平均の約

1,700mm を下回っている。 

流域のみで法定河川は含まれていない市

出典：気象庁HP 

年間降水量・平均気温 

姫路観測所

福崎観測所

生野観測所
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（4）自然環境 

計画地域では、特に山地部や丘陵部に良好な自然環境が残されており、貴重な

生態系が保全されている。 

【計画地域：北部（朝来市、神河町）】 

植生は、山地には主にスギ・ヒノキ植林地、コナラ群落が広がる。また、雪彦

峰山県立自然公園にはクヌギ、ナラ等の広葉樹が広がり、河畔にはエノキ－ムク

ノキ群集等の夏緑林、スギ・ヒノキ植林地がみられ、河道にはツルヨシ群集が広

い範囲にみられる。 

魚類については、自然の河床形態が残り、流れは急で、アマゴ※、アユ、ウグ

イ等、清水を好む魚類の生息域となっている。 

底生動物については、渓流域では、カゲロウ類やトビケラ類が生息する。 

鳥類については、林地や林縁部を生息場とするヤマガラや水辺を利用するカワ

セミ※がみられる。また、市川流域の一部が仁寿山鳥獣保護区に指定されており、

オオタカ※、チョウゲンボウ等の猛禽類やキジが生息している。また、水辺を利

用するイワツバメ、ヤマセミ※、カワガラスがみられる。 

【計画地域：中部（市川町、福崎町、姫路市北部、加西市＊）】 

植生は、河畔には竹林、ササ類が広がる箇所もみることができる。河道内の砂

州上では広い範囲でツルヨシ群集が形成されている。また、カワヂシャ、ミゾコ

ウジュ※が確認されている。水際にはミゾソバ群落、河岸にはカナムグラ－アキ

ノノゲシ群落やクズ群落がみられる。夢前川流域の特徴として、高水敷が整備さ

れ、芝が張られている。市川流域では、出水による攪乱で成立した「丸石河原」

と呼ばれる礫河原にカワラハハコ※等が生育している。 

魚類については、瀬と淵のほか、堰による湛水域があり、瀬ではアユやカワヨ

シノボリが生息し、また淵や堰の湛水域にはシマドジョウ、コイ、フナ類が、生

息する。また、夢前川流域の特徴として、瀬と淵が連続し、アカザ※やカジカ※が

生息する。 

底生動物については、砂礫底にはホンサナエ※等のヤゴが生息し、水際植物帯

にはゲンジボタルの幼虫等が生息する。また、市川流域では、モクズガニ等が生

息し、中流から下流のワンド・たまり等の止水域では二枚貝類等がみられる。 

鳥類については、モズ、ホオジロ等が草地を採餌場として利用するほか、砂州

の裸地はチドリ類が営巣場としている。また、サギ類が流水部で採餌したり、カ

モ類が水面で休息するなどの姿がみられる。夢前川流域の林地や林縁部を生息場

とするヤマガラや水辺を利用するカワセミ※がみられる。また猛禽類ではミサゴ※、

ハイタカ※が確認されている。 

※ 貴重種：「改定：兵庫県の貴重な自然－兵庫県版レッドデータブック 2003」 

「兵庫県の貴重な自然－兵庫県版レッドデータブック 2010(植物･植物群落）」 

「兵庫県の貴重な自然-兵庫県版レッドデータブック 2012(昆虫類) 

「兵庫県の貴重な自然-兵庫県版レッドデータブック 2013(鳥類)」 

＊ 流域のみで法定河川は含まれていない市 
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【計画地域：南部（姫路市南部、高砂市、太子町、たつの市＊、加古川市＊）】 

植生は、河道内の砂州や河岸には、ツルヨシ、オギの群落がみられる。また夢

前川流域では、カワヂジャ※、ミゾコウジュ※が確認されている。下流域では、ネ

ズミムギ、セイタカアワダチソウ等の外来種が広い範囲で生育している。河口に

は塩性湿地に特徴的なヨシ、シオクグや、アイシン※の群落がみられる。また、

西浜川流域の山沿いの一部に貴重種であるノジギクが自生している。八家川流域

も同様に自然海岸の小赤壁には、ウバメガシの自然林やノジギクの自生地等の貴

重な自然がある。市川流域の下流には中洲が発達し、ヤナギ林や外来種であるセ

イタカアワダチソウがみられる。三角州でも、セイタカアワダチソウがみられる。

船場川流域では、計画地域全体に外来種であるセイタカアワダチソウがみられる。

大津茂川流域では、ツルヨシや外来種であるセイタカアワダチソウ等の高茎植物

は下流域から継続的にみられる。 

魚類については、瀬や淵のほかに堰の湛水域があり、瀬にはアユやオイカワ、

カワヨシノボリ、シマヨシノボリ等がみられる。また、八家川流域では、メダカ
※も確認されている。夢前川流域では、堰の湛水域では、イチモンジタナゴ※等が

みられる。大津茂川水系では、緩やかな流れを好むコイ類、フナ類等が生息して

おり、湛水区間が多い大津茂川の状況が生息に適していると考えられるが、瀬や

淵では、オイカワやヌマムツ等の生息も確認されている。また、オオクチバスや

ブルーギル、タイリクバラタナゴ、カムルチー等の外来種も確認されている。 

底生動物については、中流域で見られるホンサナエ※等のヤゴが生息し、水際

植物帯にはゲンジボタルの幼虫等が生息する。 

鳥類については、カワウ、ヒヨドリ、ドバト、スズメ等がみられ、河道内には、

コガモ、カルガモ、マガモ、サギ類等が多くみられる。また、船場川流域ではカ

ワセミ※の飛翔も確認されている。 

その他の動物としては、イシガメ、クサガメ、外来種のアカミミガメが広範囲

で生息しているとともに、船場川流域では、スッポン※も確認されている。また、

市川流域の河口に外来種である小動物のヌートリア、両生類のウシガエルがみら

れる。夢前川流域の下流から中流にかけてもヌートリアがみられる。 

※ 貴重種：「改定：兵庫県の貴重な自然－兵庫県版レッドデータブック 2003」 

「兵庫県の貴重な自然－兵庫県版レッドデータブック 2010（植物・植物群落）」 

「兵庫県の貴重な自然-兵庫県版レッドデータブック 2012(昆虫類) 

「兵庫県の貴重な自然-兵庫県版レッドデータブック 2013(鳥類)」 

＊ 流域のみで法定河川は含まれていない市  
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（5）歴史・文化 

【計画地域：北部（朝来市、神河町）】 

市川流域の谷筋は、山陽・山陰をつなぐ交通路で、古くから但馬街道として利

用されてきた。山陰との接点には、平安時代初期に開坑したと伝えられ、幕府が

直轄で管理していた生野銀山が史跡として残っている。明治初頭には、生野銀山

から飾磨港に至る市川沿いに、日本初の高速産業道路「銀の馬車道」が建設され、

今日の南北物流の基盤を造った。また、朝来市生野町口銀谷地区の市川沿いには、

かつての生野銀山の鉱石が運搬されたトロッコ道跡が残っている。また、神河町

新野地区には、昭和 30 年代まで稼働していた水車が現存している。 

【計画地域：中部（市川町、福崎町、姫路市北部、加西市＊）】 

夢前川流域に書写に円教寺がある。円教寺は、康保 3 年(966 年)に性空上人に

よって開かれ、多くの信仰を集めて参詣や僧侶の修行の道場として栄え、西の比

叡山とも呼ばれる。現在も全国からの参詣者が多く、国指定重要文化財の建造物

8 棟、仏像 8 体が所有されている。また流域では、縄文、弥生、古墳時代等の遺

跡が見つかっており、流域内には古くから人が暮らしていた様子が伺える。 

【計画地域：南部（姫路市南部、高砂市、太子町、たつの市＊、加古川市＊）】 

西浜川流域、八家川流域の河口の干拓地、埋立地は、播磨で最初に製塩が行わ

れたと伝えられている。江戸時代には入浜式塩田が広がり、昭和の時代まで続い

たが、昭和 46 年に塩田はすべて廃田となった。大塩町は、昭和 34 年に、姫路市

に合併されるまで印南郡大塩町（昭和初期大塩町）であったが、浜街道が大塩町

を横断しており、道しるべもあったことから、浜街道における重要な一地点であ

ったものと思われる。 

夢前川流域では 1656 年に姫路城藩主だった榊原忠次が夢前川の堤防工事を行

った。それまで御立地先より今宿地先を経て英賀地先へ流れていた夢前川を、横

関から青山に流す堤防工事を行い、それまで下流で起きていた災害を防止した。 

船場川流域では、弥生時代から古墳時代にかけての遺跡が多数発掘され、2,000

年ほど昔から船場川の流れを利用したコメ作りが行われてきたことが知られて

いる。また船場川の流れをらせん状の濠として利用することで、姫路城の守りを

固めていた。江戸時代の船運の名残として、材木町に高瀬舟の避難場所でもあっ

た船入川や、八代本町に船着き場跡が残っているほか、周辺には、船運の目標と

なった千代田公園の灯篭（常夜灯）や、高瀬舟を繋いだという龍野町の船繋ぎ石

も残っている。 

野田川流域には、播磨国総社、正法寺、正明寺、亀山本徳寺等の神社仏閣があ

り、流域近隣には国宝、国指定文化財、かつ世界文化遺産にも指定されている姫

路城が存在する。 

＊ 流域のみで法定河川は含まれていない市  
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1-2．洪水被害の発生状況 

計画地域では、昭和 38 年 6 月、昭和 40 年 9 月、昭和 51 年 9 月、平成 2 年 9

月、平成 16 年 8 月、平成 16 年 10 月等、これまで何度も大きな洪水が発生して

きた。姫路市では、昭和 40 年 9 月の台風 24 号により、浸水面積 4,000ha、床上

浸水 1,424 戸、床下浸水 15,063 戸、昭和 51 年 9 月の台風 17 号により、浸水面

積 3,253ha、床上浸水 6,891 戸、床下浸水 22,412 戸、平成 2 年 9 月の台風 19

号により、浸水面積 944ha、床上浸水 1,146 戸、床下浸水 7,677 戸の被害が発生

した。 

近年でも毎年続けて浸水被害が発生している。特に、平成 23 年 9 月の台風 12

号においては、浸水面積約 876.8ha、床上浸水 454 戸、床下浸水 1,379 戸の被害

が発生した。また、姫路市において、市川の水位上昇に伴い、3日 18時に、市内

の約 4万 2千世帯、計約 10万人に避難勧告が発令された。 

平成 24 年 6 月に発生した台風 4 号においても、夢前川や船場川で浸水が生じ

ている。また、平成 25 年 9 月の集中豪雨においては、神河町（上越知）で時間

雨量85mm を記録し、市川の福崎観測所においては避難判断水位5.20mを超過し、

最高水位 5.40m を記録した。この豪雨で、福崎町では避難準備情報発令し避難所

を開設した。計画地域では、河川、砂防施設、道路等 35 件の災害が発生した。 

平成 23 年 9 月 台風 12 号浸水状況写真 

平成 24 年 6 月 台風 4号浸水状況写真 

平成 25 年 9 月 集中豪雨浸水状況写真 

天川流域（高砂市曽根町付近） 天川流域（左岸：高砂市 山陽電車南側）

船場川流域（姫路市 生矢橋下流左岸）

船場川

夢前川流域（姫路市 山富地区）

市川流域 越知川（神河町） 市川流域 越知川（神河町）
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近年の洪水による被害発生状況（平成 17 年～平成 23 年） 

出典：水害統計 

宅地その他 農地 計 床下浸水 床上浸水 半壊 全壊流失 計

0 0 0 0 0 0 0 0 0

内水 夢前川 広畑配水路1号 4,800 0 4,800 17 0 0 0 17 15,101

4,800 0 4,800 17 0 0 0 17 15,101

内水 市川 犬見川 112 0 112 1 0 0 0 1 1,305

内水 八家川 八家川 1,000 0 1,000 5 0 0 0 5 2,380

1,112 0 1,112 6 0 0 0 6 3,685

5,912 0 5,912 23 0 0 0 23 18,786

内水 船場川 岡町川 96 0 96 1 0 0 0 1 902

内水 野田川 細江川 768 0 768 8 0 0 0 8 7,218

864 0 864 9 0 0 0 9 8,120

864 0 864 9 0 0 0 9 8,120

内水 市川 西御着川 192 0 192 2 0 0 0 2 2,082

合計 192 0 192 2 0 0 0 2 2,082

内水 市川 振古川 2,120 0 2,120 22 0 0 0 4 26,588

2,120 0 2,120 22 0 0 0 4 26,588

2,312 0 2,312 24 0 0 0 6 28,670

内水 市川 北条川 480 0 480 5 0 0 0 5 5,725

無堤部溢水 八家川 西御着川 96 0 96 1 0 0 0 1 966

内水 野田川 清水川 480 0 480 2 3 0 0 5 18,083

1,056 0 1,056 8 3 0 0 11 24,774

内水 市川 北条川 480 0 480 4 1 0 0 5 7,794

無堤部溢水 八家川 西御着川 480 0 480 4 1 0 0 5 7,794

無堤部溢水 八家川 八家川 768 0 768 8 0 0 0 8 9,514

1,728 0 1,728 16 2 0 0 18 25,102

無堤部溢水 市川 小田原川 91 0 91 1 0 0 0 1 498

91 0 91 1 0 0 0 1 498

2,875 0 2,875 25 5 0 0 30 50,374

内水 市川 恒屋川 192 0 192 2 0 0 0 2 1,880

内水 船場川 船場川 192 0 192 2 0 0 0 2 5,193

内水 船場川 岡町川 288 0 288 3 0 0 0 3 2,393

内水 大津茂川 高田川 96 0 96 1 0 0 0 1 510

内水 大津茂川 西脇東川 96 0 96 1 0 0 0 1 940

内水 八家川 西御着川 288 0 288 3 0 0 0 3 15,257

内水 夢前川 辻井川 1,344 0 1,344 14 0 0 0 14 13,191

内水 夢前川 青山出屋敷川 384 0 384 4 0 0 0 4 3,768

内水 夢前川 青山川 1,440 0 1,440 13 1 0 0 14 31,214

4,320 0 4,320 43 1 0 0 44 74,346

4,320 0 4,320 43 1 0 0 44 74,346

内水 市川 市川 22,410 0 22,410 98 27 5 0 130 214,776

無堤部溢水 市川 岡部川 18,140 159,650 177,790 15 15 0 0 30 31,276,161

無堤部溢水

有堤部浸水

その他

市川 越智川 22,832 17,700 40,532 23 3 0 0 26 279,746

内水 市川 阿保川・西阿保川 5,664 0 5,664 46 5 0 0 51 77,363

無堤部浸水

内水 市川 神谷川 1,204 0
1,204

5 2 0 0
7

13,597

無堤部浸水 市川 河内川 830 9,870 10,700 1 0 0 0 1 1,925,959

内水 市川 兼田川 1,824 0 1,824 15 4 0 0 19 21,843

無堤部浸水 市川 御舟川 850 0 850 1 3 0 0 4 11,762

内水 市川 中島東 1,344 0 1,344 13 0 0 0 13 13,416

無堤部浸水 市川 日原川 1,340 0 1,340 3 1 0 0 4 10,234

内水 市川 平田川 1,440 0 1,440 7 8 0 0 15 20,089

無堤部浸水 市川 無名河川 14,480 0 14,480 27 15 0 0 42 131,991

その他 市川 犬見川 23 0 23 0 1 0 0 1 528

その他 市川 小田原川 309 0 309 1 0 0 0 1 2,465

内水 西浜川 西浜川 15,256 0 15,256 2 1 0 0 3 7,670

内水 船場川 船場川 576 0 576 4 2 0 0 6 6,510

内水 〃 新在家南川・岡野川 3,072 0 3,072 25 7 0 0 32 47,065

内水 天川 天川 8,415,942 0 8,415,942 699 189 0 0 888 2,832,808

内水 〃 小原南川 384 0 384 2 2 0 0 4 7,016

内水 〃 大釜川 1,824 0 1,824 6 13 0 0 19 42,687

内水 〃 北山川 1,536 0 1,536 8 8 0 0 16 21,016

内水 〃 北宿川 5,472 0 5,472 35 22 0 0 57 98,205

内水 〃 北野川 672 0 672 7 0 0 0 7 6,464

内水 八家川 八家川 13,632 0 13,632 108 34 0 0 142 180,190

内水 〃 八家川・西御着川 1,152 0 1,152 5 7 0 0 12 21,539

内水 夢前川 夢前川 480 0 480 5 0 0 0 5 4,613

内水 〃 御立川 288 0 288 1 2 0 0 3 3,741

内水 〃 今在家排水路 9,888 0 9,888 79 24 0 0 103 122,834

内水 〃 今在家排水路1号 384 0 384 4 0 0 0 4 3,691

内水 〃 水尾川 576 0 576 4 2 0 0 6 6,078

内水 〃 大井川 9,312 0 9,312 65 32 0 0 97 114,555

内水 〃 辻井川 6,720 0 6,720 47 23 0 0 70 89,506

内水 野田川 細江川 1,820 0 1,820 18 2 0 0 20 24,149

8,581,676 187,220 8,768,896 1,379 454 5 0 1,838 37,640,267

内水 市川 阿成川 384 0 384 4 0 0 0 4 3,692

内水 市川 阿保川 1,824 0 1,824 6 6 0 0 12 39,850

内水 市川 妻鹿川 1,536 0 1,536 3 5 0 0 8 37,489

内水 八家川 八家川 2,016 0 2,016 10 4 0 0 14 43,026

内水 八家川 宇佐崎排水路6号 576 0 576 5 1 0 0 6 6,026

内水 八家川 八家川・西御着川 1,440 0 1,440 4 7 0 0 11 28,122

7,776 0 7,776 32 23 0 0 55 158,205

8,589,452 187,220 8,776,672 1,411 477 5 0 1,893 37,798,472

梅雨前線豪雨6.30-7.25

－

H18

台風12号及び豪雨8.30-9.7

合計

合計

台風15号及び豪雨9.15-23

H21

一般資産被害額

（千円）
発生年月

被害家屋棟数（棟）
年度 異常気象名 水害原因 主な被災河川

水害区域面積（㎡）
水系

H18年  合 計

H17年  合 計

その他の異常気象
合計

合計

H23

合計

合計

H19

H20

－

－

その他の異常気象

その他の異常気象

H19年  合 計

合計

豪雨

梅雨前線豪雨

9.2-9.5

7.17-30

H20

H23年  合 計

H20年  合 計

H21年  合 計

合計

豪雨

台風９号

豪雨

7.31-8.3

8.8-11

5.22-25

H21

H21

H22

H22年  合 計

合計

合計

15 

出典：兵庫県HP 

近年の洪水被害による実績浸水区域図  

S=1：1,250,000 
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【天川水系】 

昭和 51 年 9 月の台風 17 号では、天川左岸 2

カ所の決壊、天川へ流れ込む境目川の氾濫、中

池の決壊等によって膨大な量の水が天川の左岸

沿いに南下し、曽根駅の周辺や曽根町や伊保町

等で大きな被害が発生した。 

近年では、平成23年9月の台風12号により、

高砂市の天川流域に係る市街地で床上浸水家屋

218 棟、床下浸水家屋 1,173 棟という、大きな

被害が発生した。これは、台風による集中豪雨

と満潮が重なった影響による。 

【西浜川水系】 

西浜川では、昭和 51 年 9 月洪水で流域の大部分が浸水した。近年では、平成

23 年 9月の台風 12 号により、浸水面積 1.5ha、浸水家屋 3棟の被害が発生した。 

主要洪水の被害概要 

洪水年月日 異常気象名 
浸水面積（m2） 浸水家屋（棟） 

備考 宅地 
その他 

農地 合計 床下 
浸水 

床上 
浸水 

合計 

H23.8.30～9.7 台風 12 号及び豪雨 15,256 0 15,256 2 1 3  

家屋 

全壊 

家屋 

半壊 

家屋 

床上 

浸水 

家屋 

床下 

浸水 

合計 

高砂町 0 1 8 97 379

荒井町 0 0 1 137 500

伊保町 0 0 140 704 3,078

曽根町 1 0 916 580 5,785

米田町 0 0 1 22 81

阿弥陀町 0 0 349 155 1,813 

北浜町 0 1 169 329 1,893

計 1 2 1,584 2,024 13,529

地区名※

家屋 

床上 

浸水 

家屋 

床下 

浸水 

合計 

阿弥陀地区 100 485 641

北浜地区 0 2 2

中筋地区 22 133 186

曽根地区 96 553 716

合計 218 1,173 1,391

昭和 51 年 9 月の台風 17号の 

浸水による被災地域 

出典：高砂市市政だより 災害特集号

昭和 51 年 9 月の台風 17 号の被害状況 

出典：高砂市市政だより 災害特集号

平成 23 年 9 月の台風 12号の被害状況 

出典：平成23年台風12号による災害対応検証報告書

(高砂市平成23年台風12号災害対応検証委員会)

※天川流域に係る地区のみを抽出
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【八家川水系】 

八家川流域では、埋め立てられた低平地を中心に地形上、高潮や洪水による被

害が発生しやすい。 

昭和 40 年 9 月の洪水では、床上浸水 70 戸、床下浸水 200 戸、浸水面積 101ha

の被害が発生した。また、平成 2年 9月の洪水では床上浸水 92 戸、床下浸水 296

戸、浸水面積 140ha の被害が発生した。 

近年では、平成 16 年 8 月の台風 16 号により、床上浸水 32 戸、床下浸水 169

戸、浸水面積 12.7ha の被害が発生した。その他、平成 16 年 9 月の台風 18 号に

より、床上浸水 1戸、床下浸水 28戸、台風 21号により床下浸水 3戸の被害が発

生した。 

主要洪水の被害概要 

年月日 異常気象名 
浸水面積 
(ha) 

浸水家屋(棟) 
備考 

床上浸水 床下浸水 計 

S40.9.10～15 台風 23 号 101.0 70 200 270  
H2.9.17～20 台風 19 号 140.0 92 296 388  
H16.8.30～31 台風 16 号 12.7 32 169 201  

H16.9.7 台風 18 号 2.5 1 28 29  
H16.9.28～30 台風 21 号 － 0 3 3  

出典：八家川水系河川整備基本方針 

平成 16 年 8 月台風 16 号 浸水状況写真 

出典：姫路土木事務所 河川砂防課               

平成 16 年 9 月台風 18 号 浸水状況写真 

出典：姫路土木事務所 河川砂防課                 

東山地区：糸引橋西側
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出典：姫路市     

実績浸水区域図 

東山橋 

糸引橋 
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【市川水系】 

市川水系で大きな被害を起こした洪水は、昭和 13年 7月洪水、昭和 38年 6月

洪水、昭和 40 年 9 月洪水、平成 2年 9洪水である。 

阪神大水害を起こした昭和 13 年 7 月では、市川の濁流によって山陽電鉄妻鹿

鉄橋が水没・湾曲した。昭和 38 年 6 月洪水では、市川の堤防が決壊し、浸水面

積 3,020ha、浸水家屋 2,179 棟の被害が発生した。 

主要洪水の被害概要 

年月日 異常気象名 
浸水面積 
(ha) 

浸水家屋(棟) 
備考 

床上浸水 床下浸水 計 

S13.7 集中豪雨 － － － － 
山陽電鉄妻鹿鉄橋が市
川の濁流によって水
没・湾曲 

S38.6 梅雨前線 3,020 841 1,338 2,179 
市川堤防決壊、 
山陽電鉄軌道敷水没 

S39.9 台風 20 号 10 － － 38  
S40.9 台風 23,24 号 535 － － 896  
S51.9 台風 17 号 － － － 402  
H2.9 台風 19 号 40 100 1,074 1,174  
H16.8 台風 19 号 0.18 － － 0  
H16.10 台風 23 号 0.05 － － 2  

注）浸水面積、浸水家屋数、『水害統計』（国土交通省河川局）による。 

出典：市川水系河川整備計画 

昭和 38 年 6 月の浸水状況【姫路市妻鹿地区】 

出典：昭和のあゆみ 妻鹿            
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【野田川水系】 

野田川水系周辺は、平坦な地形に加え、特に、下流部では地盤が低いため、水

はけが悪く、洪水や高潮による被害を受けやすい。昭和 20 年代、30 年代には毎

年のように浸水被害を受けたが、近年では、大きな洪水被害が発生していない。 

主要洪水の被害概要 

年月日 異常気象名 
浸水
面積 
(ha) 

浸水家屋(棟) 
備考 

床上浸水 床下浸水 計 

S26.7.2 ケイト台風 1,502 17 2,491 2,508 
家屋全壊 5戸、田畑流出
99ha、小舟流出 5隻 

S26.10.15 ルース台風 － － － － 
負傷者 1名、家屋全壊 17 戸、
家屋半壊 26 戸、橋の被害 2
件 

S27.7.2 梅雨 － － 1,087 1,087 
堤防決壊 11 件、道路崩落 3
件、山崩れ崖崩れ 3件 

S29.6.7 台風 2号 762.1 16 2,391 2,407 
堤防決壊 8件、橋の流出3件、
小舟流出 5隻 

S29.9.26 台風 15 号 470 69 167 236 
死者 1名、負傷者 5名、家屋
全壊 16 戸、堤防決壊 24 件 

S34.9.26 伊勢湾台風 － 6 － 6 
家屋全壊 4戸、家屋半壊 16
戸、家屋浸水 20 戸（非住家）

S35.8.29 台風 16 号 － 6 370 376 
家屋全壊 4戸、家屋半壊 26
戸、道路決壊 2カ所、堤防決
壊 9カ所 

S36.9.16 
第二室戸台
風 

203 82 1,793 1,875 
堤防決壊 5カ所、溢水9カ所、
崖崩れ 2カ所 

S38.6.4 梅雨 － 400 1,115 1,515 
家屋倒壊 1戸、家屋半壊3戸、
土砂流入 3戸 

S40.9.10 台風 23 号 520 729 1,969 2,698 

死者 6名、重傷者 14 名、家
屋全壊29戸、家屋半壊 99戸、
堤防決壊 36 カ所、道路損壊
17 カ所、橋の流出 2件 

S40.9.13～ 
 9.17 

台風 24 号 4000 1,424 15,063 16,487 

死者 2名、行方不明者 1名、
家屋全壊流出 11 戸、家屋半
壊 28 戸、ため池決壊 7カ所、
崖崩れ 30 カ所、河川欠損 19
カ所 

S49.7.7 台風 8号 700 53 1,269 1,322 
橋流出1件、堤防決壊1カ所、
山・崖崩れ 6カ所 

S51.9.8～ 
 9.13 

台風 17 号 3,253 6,891 22,412 29,303 

死者 6名、負傷者 4名、家屋
全壊 7戸、家屋半壊 63 戸、
橋流出 12 件、道路決壊 128
カ所、山・崖崩れ 241 カ所 

S57.8.8 台風 10 号 － 408 2,337 2,745 
崖崩れ 6カ所、堤防溢水 2カ
所 

S58.9.27 台風 10 号 － － 207 207 
山崩れ 1カ所、堤防溢水 1カ
所 

S62.10.17 台風 19 号 700 53 1,259 1,312 
橋流出1件、堤防決壊1カ所、
山・崖崩れ 6カ所 

H2.9.12～ 
 9.20 

梅雨前線・ 
台風 19 号 

944 1,146 7,667 8,813 

死者 1名、家屋半壊 3戸、橋
流出等 3件、堤防浸食等 30
カ所、山・崖崩れ 46 カ所、
道路決壊 115 カ所 

H3.9.27 台風 19 号 － － 14 14 
家屋破壊 21 戸、停電戸数
36,000 戸、電話不通 5,000
戸 

注）：浸水面積、浸水家屋は姫路市全域での値を記載 
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【船場川水系】 

船場川流域は、市川の氾濫原であり、地形上、高潮や洪水による被害が発生し

やすく、昭和 51 年 9 月の台風 17 号、平成 2 年 9 月の台風 19 号等では浸水被害

が発生した。近年では平成 16 年 10 月の台風 23 号により浸水面積約 30ha、浸水

家屋 179 戸の被害が発生した。 

主要洪水の被害概要 

年月日 異常気象名 
浸水面積 
(ha) 

浸水家屋(棟) 
備考 

床上浸水 床下浸水 計 

S38.6.4 梅雨前線 － 400 1,115 1,515 

S40.9.9 台風 23 号 520 729 1,969 2,698 

S40.9.14 台風 24 号 4,000 1,424 15,063 16,487 

S51.9.10 台風 17 号 3,253 6,891 22,412 29,303 

S62.10.18 台風 19 号 700 53 1,269 1,322 

H2.9.19 台風 19 号 944 1,146 7,667 8,813 

H16.10.19*） 台風 23 号 30 12 167 179 

注）：浸水戸数・面積は姫路市全域での値を記載 

* ）：船場川流域のみ浸水が発生したため、浸水戸数、面積は船場川流域のみの値である 

出典：船場川水系河川整備計画   

出典：自治会提供資料 

平成 24 年屈曲部からの越水状況 

伊伝居橋から下流を望む 左岸下流から伊伝居橋を望む
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出典：船場川水系河川整備計画 

平成 16 年 10 月台風 23号による実績浸水区域図 

伊伝居橋 
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【夢前川水系】 

夢前川流域で大きな被害を起こした洪水は昭和 40年洪水、昭和 51 年洪水であ

る。 

夢前川の流域は、昭和 40 年 9 月の台風 24 号では浸水面積 1,823ha、浸水家屋

6,346 戸、昭和 51 年 9 月の台風 17 号では、浸水面積 720ha、浸水家屋 6,575 戸

の被害が発生した。また、平成に入ってからは、平成 2 年 9 月の台風 19 号によ

る出水で、浸水面積 121ha、浸水家屋 2,454 戸の被害が発生した。 

主要洪水の被害概要 

年月日 異常気象名 
浸水面積(ha) 浸水家屋(棟) 

備考 
農地 

宅地 
その他 

計 
床下 
浸水 

床上 
浸水 

計 

S39.8.24 台風 14 号 20  20 53 2 55  

S40.9.14～15 台風 24 号 1,503 320 1,823 5114 1,232 6,346  

S51.9.7～14 台風 17 号 312 408 720 5,734 841 6,575  

S55.8.28 豪雨 0 8 8 301 12 313  

S62.10.15～18 台風 19 号 0 4 4 173 13 186  

H2.9.11～20 台風 19 号 73 48.1 121.1 2,355 99 2,454  

H4.8.17～20 台風 11 号 4 0.6 4.6 30 0 30  

H9.7.25～29 台風 9 号 0 178 178 37 2 39  

H16.10.18～22 台風 23 号 0 66 66 34 2 36  

出典：水害統計 

【汐入川水系】 

汐入川流域では、近年大きな洪水被害が発生していない。 

【大津茂川水系】 

大津茂川水系で被害の大きかった洪水被害は、昭和 49 年 7 月の台風 8 号、昭

和 51 年 9 月の台風 17号の 2洪水である。 

上記洪水を契機に進められてきた河川改修の効果により、最近では目立った被

害はほとんど見られない。 

主要洪水の被害概要 

年月日 異常気象名 
浸水面積(ha) 浸水家屋(棟) 

備考 
田 畑 床上浸水 床下浸水 計 

S46.8.30 台風 23 号 170 141 10 100 559 659 

S47.9.6 熱帯低気圧 379 305 15 450 1,513 1,963 

S49.7.7 台風 8号 250 227 6 271 2,030 2,301 

S51.9.10 台風 17 号 350 147 8 1,055 1,565 2,620 

出典：大津茂川激甚災害対策特別緊急事業全体計画調書 
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※当時の宮田地点、丁
よろ

地点は不明であるため、宮田橋と丁
よろ

大橋を示した。 

出典：大津茂川水系大津茂川浸水想定区域図作成業務報告書（平成17年度） 

昭和 51 年 9 月洪水による実績浸水区域図 
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1-3．河川・下水道の整備状況と課題 

（1）流域の河川 

① 河川の整備状況 

既往の治水事業  
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【天川水系】 

天川では、昭和 43 年度より、高潮対策事業や小規模河川改良事業、河川激甚

災害対策特別緊急事業、災害復旧助成事業、災害復旧関連事業を実施した。 

思出川では、昭和 51 年度より災害復旧関連事業を実施した。 

治水事業一覧 

河川名 事業名 事業期間 主な事業内容等 

天川 

①播磨高潮対策事業 S43～完 区間：河口～住吉橋 
②河川激甚災害対策 
 特別緊急整備事業 

S51～完 区間：住吉橋～上田原川合流点 

③災害復旧助成事業 S51～完 区間：上田原川合流点～新川橋 
④小規模河川改良事業 S56～完 区間：市境地先～上田原川合流点 
⑤災害復旧関連事業 S62～完 区間：新川橋～市境(加西市)地先 

思出川 ⑥災害復旧関連事業 S51～完 区間：天川合流点～思出橋 

出典：姫路土木事務所提供資料       

天川水系 治水事業位置図 

①

② 

③

⑤

⑥
④ 
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【西浜川水系】 

西浜川では、昭和 51 年の洪水で、流域の大部分が浸水したことから、昭和 51

年度から昭和55年度にかけて河川激甚災害対策緊急整備事業を実施した。また、

昭和 52 年度より播磨高潮対策事業を実施した。 

治水事業一覧 

河川名 事業名 事業期間 主な事業内容等 

西浜川 

①河川激甚災害対策 
 特別緊急整備事業 

S51～S55 
区間：山陽電鉄～北浜橋 
延長：L=695m 
内容：堤防、護岸、掘削 

②播磨高潮対策事業 S52～H15 
区間：河口～北浜橋 
延長：L=2,180m 
内容：防潮水門、排水機場、護岸、掘削 

出典：西浜川水系河川整備基本方針       

西浜川水系 治水事業位置図 
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【八家川水系】 

八家川では、昭和 31 年度から昭和 42年にかけて局部改良事業を実施した。ま

た、昭和 43 年度より播磨高潮対策事業を実施しており、平成 29 年度より中流域

において、洪水調節施設の整備を進める。 

治水事業一覧 

河川名 事業名 事業期間 主な事業内容等 

八家川 

①局部改良事業 S31～S43 
区間：河口付近～法河川上流端 
延長：L=3,700m 
内容：築堤、掘削、護岸 

②播磨高潮対策事業 S43～ 
区間：河口付近から 910m の区間 
延長：L=910m 
内容：防潮堤、三ツ橋改築 

③調節池等整備事業 H29～ 洪水調節池 

出典：八家川水系河川整備計画    

八家川水系 治水事業位置図  
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【市川水系】 

市川では、昭和 25 年度より都市基幹河川改修事業（旧中小河川改修事業）に

より姫路市飾磨区妻鹿地先から姫路市砥堀地先の区間を対象として、築堤、掘削

等の一時改修を実施した。 

その後、昭和 56 年度から平成 9年度にかけて、河川局部改良事業を実施した。

また、昭和 41 年度より生野ダムの建設に着手して昭和 47年度に完成した。 

一次改修に引き続き同区間において治水安全度を向上させるため改修に着手

した。平成 13 年度には河積阻害となっていた旧大庄屋井堰（固定堰）を撤去し、

現在の潮止堰（ゴム堰）を完成させ、引き続き「阿成工区」「JR 橋梁工区」等に

おいて、鋭意改修を進めている。 

治水事業一覧 

河川名 事業名 事業期間 主な事業内容等 

市川 

①都市基幹河川改修事業 
（中小河川改修事業） 

S25～ 
区間：妻鹿地先～砥堀地先 
延長：L=11,020ｍ 
内容：築堤、掘削 

②生野総合開発事業 S41～S47 
治水容量：3.2 百万ｍ3

利水容量：14.6 百万ｍ3

③河川局部改良事業 S56～H9 延長：L=593ｍ 
神谷川 ④河川災害復旧助成事業 H2～H5 延長：L=1,760ｍ 

矢田部川 ⑤河川局部改良事業 S52～S63 
延長：右岸 L=755ｍ 
左岸 L=770ｍ 

平田川 ⑥河川局部改良事業 S49～H10 延長：L=1,530ｍ 

恒屋川 
⑦河川激甚災害対策特別緊急事業 H2～H6 延長：L=1,710ｍ 
⑧小規模河川改良事業 H3～H9 延長：L=2,050ｍ 

七種川 ⑨小規模河川改良事業 S41～S55 
延長：右岸 L=1,035ｍ 
左岸 L=900ｍ 

雲津川 
⑩河川局部改良事業 S45～S54 延長：L=380ｍ 
⑪小規模河川改良事業 S58～H9 延長：L=480ｍ 
⑫小規模河川改良事業 S62～H10 延長：L=910ｍ 

小畑川 ⑬小規模河川改良事業 S47～H3 
延長：右岸 L=2,003ｍ 
左岸 L=970ｍ 

⑭小規模河川改良事業 H1～完了 
延長：右岸 L=1,770ｍ 
左岸 L=1110ｍ 

振古川 

⑮河川局部改良事業 S42～S48 延長： L=600ｍ 
⑯河川局部改良事業 S48～S59 延長： L=400ｍ 

⑰総合流域防災事業 H19～ 
延長：下流 L=900ｍ 
上流 L=1,100ｍ 

出典：市川水系河川整備基本方針      
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市川水系 治水事業位置図 
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【野田川水系】 

野田川では、昭和 40 年 9 月（台風 23 号）の高潮被害を契機に、昭和 48 年度

より播磨高潮対策事業として、三ノ切橋下流の本格的な河川改修が進めてきた。

平成 12 年度に野田川排水機場が完成し、ポンプは計画 3 台のうち 2 台が設置さ

れている。 

三ノ切橋上流の外堀川でも、同時期に都市小河川改修事業で改修が進めてきた

が、昭和 51 年 9 月（台風 17 号）平成 2 年 9 月（台風 19 号）等の洪水では大き

な被害を受けた。また、平成 9 年度から平成 17 年度にかけて、三国橋上流を対

象に都市基盤改修事業を実施した。 

飾磨防潮水門下流は、おおむね整備が完了している。 

治水事業一覧 

河川名 事業名 事業期間 主な事業内容等 

野田川 ①播磨高潮対策事業 S48～ 区間：三ノ切橋下流 

外堀川 
②都市小河川改修事業 S47～S62 区間：三ノ切橋上流 
③都市基盤河川改修事業 H9～H17 区間：三国橋上流 

野田川水系 治水事業位置図 

①

②

③
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【船場川水系】 

船場川では、昭和 43 年度から平成 4 年度にわたり、河口から構南橋の約 2.6

㎞の区間で高潮対策事業を実施した。このうち、山陽電鉄橋梁を含む 0.4 ㎞の区

間では、昭和 51 年度から昭和 56 年度にわたり激甚災害対策特別緊急事態を実施

した。また昭和 58 年度より構南橋から生矢橋の約 1.5 ㎞の区間では広域一般河

川改修事業を実施している。近年ではあわせて上流域において、洪水調整施設の

整備を進めている。 

治水事業一覧 

河川名 事業名 事業期間 主な事業内容等 

船場川 

①高潮対策事業 S43～H4 
区間：河口から構南橋 
延長：L=2,570ｍ 

②激甚災害対策特別緊急事業 S51～S56 
区間：山陽電鉄橋梁 
延長：L=400ｍ 

③都市一般河川改修事業 S58～ 
区間：構南橋から生矢橋 
延長：L=1,535ｍ 

出典：船場川水系河川整備計画    

船場川水系 治水事業位置図  

①
②

③
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【夢前川水系】 

夢前川では、京見橋から書写橋までの約 8.8km の区間で、昭和 35 年度から昭

和 61 年度にわたり夢前川整備事業を実施した。平成元年度からは、夢前町置本

地先から宮置橋までの約 2.2km の区間で総合流域防災事業を実施している。 

菅生川では、夢前川合流点から宮前橋までの約 1.2km の区間で、昭和 35 年度

から昭和 61 年度にわたり夢前川整備事業を実施した。また、六角橋から新在家

橋の約 3.0km 区間で、平成 2年から平成 5年にわたり、災害復旧助成事業を実施

した。 

水尾川では、夢前川合流点から玉手橋までの 3.2km の区間で、昭和 43 年度か

ら播磨高潮対策事業を実施している。昭和 57 年度から平成 9 年にわたり、上流

の JR 姫新線大井川橋梁上流までの 2.7km の区間で、小規模河川改修事業を実施

した。さらに上流区間については、昭和 55 年度から平成 21年度にわたり、姫路

市による都市基盤河川改修事業を実施した。 

大井川では、水尾川合流点から山陽本線までの 1.4km の区間で、昭和 43 年度

から播磨高潮対策事業を実施している。さらに上流区間については、昭和 47 年

度より、姫路市による都市基盤河川改修事業を実施し、現在も継続中である。 

治水事業一覧 

河川名 事業名 事業期間 主な事業内容等 

夢前川 

①夢前川整備事業 S35～S61 
区間：京見橋から書写橋 
延長：L=8,800ｍ 

②総合流域防災事業 H1～ 
区間：置本地先から宮置橋 
延長：L=2,220ｍ 

③播磨高潮対策事業 H3～H4 延長：L=1,458ｍ 

菅生川 

④夢前川整備事業 S35～S61 
区間：夢前川合流点から宮前橋 
延長：L=1,080ｍ 

⑤菅生治水ダム建設事業 S44～S53 

⑥河川災害復旧助成事業 H2～H5 
区間：六角橋から新在家橋 
延長：L=2,940ｍ 

⑦菅生ダム堰堤改良事業 H19～H22 

明神川 ⑧河川局部改良事業 S44～H12 延長：L=960ｍ 

水尾川 

⑨播磨高潮対策事業 S43～ 
区間：水尾川合流点から玉手橋 
延長：L=3,160ｍ 

⑩都市基盤河川改修事業 S55～H23 延長：L=1,234ｍ 

⑪小規模河川改良事業 S57～H9 
区間：JR 姫新線大井川橋梁上流まで 
延長：L=2,680ｍ 

大井川 
⑫播磨高潮対策事業 S43～ 

区間：水尾川合流点から山陽本線 
延長：L=1,390ｍ 

⑬都市基盤河川改修事業 S47～ 延長：L=2,656ｍ 

出典：夢前川水系河川整備計画検討委員会資料   
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夢前川水系 治水事業位置図 
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【汐入川水系】 

汐入川では、昭和 44 年度より播磨高潮対策事業を実施した。 

治水事業一覧 

河川名 事業名 事業期間 主な事業内容等 

汐入川 ①播磨高潮対策事業 S44～完 

区間：河口から大津区新町 2 丁目 
延長：L=3,350ｍ 
内容：築堤、掘削、護岸、排水機
場 

汐入川水系 治水事業位置図 
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【大津茂川水系】 

大津茂川では、河口から向西橋までの約 2.3km の区間で、昭和 40 年度から昭

和 60 年度にわたり、播磨高潮対策事業を実施した。また、向西橋から上太田橋

までの約 4.7km の区間で、昭和 49 年度から昭和 55 年度にわたり、河川激甚災害

対策特別緊急事業を、昭和 55 年度から昭和 58年度にわたり、河川局部改良事業

を実施した。さらに、上太田橋から長林橋までの約 10.5km の区間で、昭和 49年

度から昭和 52 年度にわたり災害復旧助成事業を実施した。 

西汐入川では、昭和 40 年度から昭和 60年度にわたり、河口から宮長橋までの

約 2.9km の区間で、播磨高潮対策事業を実施した。また、昭和 55 年度から平成

21 年度にわたり、宮長橋から下太田川合流点までの約 1.4km の区間で、姫路市に

よる都市小河川改修事業を実施した。 

西汐入川放水路では、昭和 49年度から昭和 55 年度にわたり、河口から法定河

川上流端までの約 0.8km の区間で、河川激甚災害対策特別緊急事業を実施した。 

治水事業一覧 

河川名 事業名 事業期間 主な事業内容等 

大津茂川 

①播磨高潮対策事業 S40～S60 
区間：河口から向西橋 
延長：L=2,280m 

②災害復旧助成事業 S49～S52 
区間：上太田橋から長林橋 
延長：L=10,500m 

③激湛災害対策 

特別緊急事業 
S49～S55 

区間：向西橋から上太田橋 
延長：L=4,680m 

④河川局部改良事業 S55～S58 
区間：向西橋から上太田橋 
延長：L=4,680m 

西汐入川 
⑤播磨高潮対策事業 S40～S60 

区間：河口から宮長橋 
延長：L=2,935m 

⑥都市小河川改修事業 S55～H21 
区間：宮長橋から下太田川合流点 
延長：L=1,360m 

西汐入川 
放水路 

⑦激湛災害対策 

特別緊急事業 
S49～S55 

区間：河口から法定河川上流端 
延長：L=780m 

出典：大津茂川水系河川整備基本方針（案）    
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大津茂川水系 治水事業位置図 
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② 洪水調節施設の整備状況 

計画地域には、洪水調節施設として、生野ダム（市川）、菅生ダム（夢前川）、

船場川調節施設（整備中）、辻井川(準用河川)雨水貯留施設がある。 

【生野ダム】 

生野ダムは、昭和 30 年以来、姫路市を中心とする急激な人口増加と播磨工業

整備特別地域の指定に伴う都市用水の需要に対応するとともに、市川沿いの地域

を洪水から守ることを目的とした多目的ダムとして昭和 47 年度に完成した。 

位 置 朝来市生野町 

型 式 重力式コンクリートダム 

事業期間 1963 年～1972 年 

堤 高 56.5ｍ 湛水面積 90ha 

堤頂長 220ｍ 総貯水容量 18000 千ｍ3

堤体積 150 千ｍ２ 有効貯水容量 17000 千ｍ3

流域面積 49kｍ２ 着手/竣工 1963/1972 

出典：ダム便覧                               出典：兵庫県HP     

【菅生ダム】 

菅生ダムは、播磨工業地帯の背後地として急速に宅地化が進んだ菅生川沿川の

洪水対策と菅生川の既得水利に対する水の補給等を目的に治水ダムとして、昭和

53 年度に完成した。また、ダム管理の省力化と洪水調節の確実性を向上させるた

め、ゲートレス化工事を行い、平成 23 年 1 月より自然調節ダムに改良した。 

位 置 姫路市夢前町莇野 

型 式 重力式コンクリートダム 

事業期間 1970 年～1978 年 

堤 高 55.7ｍ 湛水面積 13ha 

堤頂長 157ｍ 総貯水容量 1950 千ｍ3

堤体積 99 千ｍ２ 有効貯水容量 1700 千ｍ3

流域面積 8.7kｍ２ 着手/竣工 
※堰堤改良事業 

1970/1978 
※2005/2010 

出典：ダム便覧                               出典：兵庫県HP     
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【船場川調節施設】 

船場川調節施設は、平成 16 年 10 月の

台風23号により船場川が溢水し被害が発

生したため、河川氾濫の防止を目的とし

て計画した。洪水時には、河道沿いの横

越流堰（分水堰）から河川水を分水し、

導水路を介して競馬場内の調節池にて一

時的に貯留することにより、分水地点下

流域の洪水時流量を軽減する。 

調節池 貯留量 120,000m3

調節池水深 7.3m 
導水路 導水路径 3,500mm 
分水堰 分水量 16m3/s 

分水方式 横越流方式 

【辻井川雨水貯留施設】 

準用河川の辻井川における辻井川雨水貯留施設は、宅地化の進行に伴って増加

する浸水被害の軽減を目的として建設された。平成 15 年 4 月に供用を開始し、

平成 23 年度から貯留量を増強する第 2 期工事に着手

し、平成 25年度に完成した。 

貯留 
容量 

V=27,400m3

（第 1期工事 V=13,700m3

第 2期工事 V=13,700m3） 

寸法 
平面 86.25m×77.37m×内空高 5.00m 
（第 1期工事 43.125m × 77.37m × 5.00m 
 第 2 期工事 43.125m × 77.37m × 5.00m） 

③ 河川の課題 

計画地域では、昭和 38 年 6 月、昭和 40 年 9 月、昭和 51 年 9 月、平成 2 年 9

月平成 16 年 8 月、平成 16 年 10 月等、度重なる被害を受けており、計画的に河

川の整備、維持に取り組んでいる。しかし、河川改修事業は、物理的・社会的・

財政的な視点から見て長期間を要する。このような状況を踏まえ、整備途上段階

での施設能力を超える洪水の発生や、計画規模 4)を上回る洪水の発生にも備えて

おく必要がある。 

4） 計画規模：洪水を防ぐための計画を作成するとき、被害を発生させずに安全に流すことので

きる洪水の大きさ(対策の目標となる洪水の規模)のこと。一般的にその洪水が発生する確率

で表現する。例えば、年超過確率 1/10 の規模の降雨で発生する洪水が、10 年間に 1 回以上

発生する確率は 65.1％となる。  

出典：船場川調節施設等整備事業パンフレット

出典：姫路市HP 

流入口付近 
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（2）流域の下水道 

① 下水道（雨水）の整備状況 

計画地域では、福崎町、姫路市、高砂市、太子町の公共下水道・特定環境保全

公共下水道の整備を計画しており、浸水被害の軽減に向け整備を実施している。 

下水道（雨水）事業の整備率 

市町 下水道の種別 
雨水排水 
区域面積

(ha) 

雨水整備 
済み面積 

(ha) 
整備率 

福崎町※2 福崎町公共下水道 149 23 15％ 

姫路市※1 姫路市公共下水道 
9,927 3,632 37％

特定環境保全公共下水道 
高砂市※2 高砂市公共下水道 824 24 3％ 
太子町※2 太子町公共下水道 780 246 32％ 

※1：姫路市は、平成28年度末時点における姫路市全域での値を記載                 

※2：福崎町、高砂市、太子町は、平成25年現在における計画地域に係る雨水排水区域の値を記載    

② 下水道の課題 

下水道整備は、それぞれの

下水道計画に基づき、進めて

いるが、年超過確率1/5～1/10

で発生する規模の降雨（42.6

～49.5mm/hr 程度）に対する

整備には、膨大な事業費と期

間を要する。また、計画規模

を上回るような集中豪雨には

対応できないため、下水道対

策だけで浸水被害を軽減する

ことは限界がある。 

下水道（雨水）区域位置図 
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（3）総合治水の必要性 

こうした現状や課題を踏まえ、これまでの河川下水道対策『ながす』に加え、

雨水の一時的な貯留や地下への浸透等の流域対策『ためる』や、浸水が発生した

場合にも被害の軽減を図る減災対策『そなえる』を効果的に組み合わせて実施す

る総合治水を、地域の特性や課題に応じ、計画地域全体で取り組む必要性が高ま

っている。 

総合治水の概念 

総合治水のイメージ図 
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2．総合治水の基本的な目標 

2-1．計画地域 

計画の地域は、姫路市、高砂市、朝来市、市川町、福崎町、太子町、神河町に

またがる天川流域、西浜川流域、八家川流域、市川流域、野田川流域、船場川流

域、夢前川流域、汐入川流域、大津茂川流域及びその他海域への直接放流域とす

る。 

2-2．計画期間 

計画の期間は、平成 25 年度から概ね 10年間とする。 

総合治水は、浸水被害軽減を目指して、多様な主体が連携して、多岐にわたる

取り組みを継続するものであることから、概ね 10 年後を見据えて、共通の認識

を持って取り組むこととする。 

なお、本計画に位置付ける取り組みは、策定（見直し）時点で関係者間の調整

が整っているなど記述可能なものに限られており、総合治水を推進していくため

には、各主体が計画期間に推進する取り組みを充実させる必要がある。 

このため、本計画については、取り組みの進捗状況や災害の発生状況、社会情

勢の変化等を勘案して、適宜見直すこととする。 

2-3．基本目標 

計画地域では、人的被害の回避又は軽減並びに県民生活及び社会経済活動への

深刻なダメージを回避するため、下記の対策を組み合わせた「総合治水」を推進

する。 

■ ながす：河川下水道対策 

県及び市町は、策定から概ね 30 年の計画期間の河川整備計画 5）に位置付けら

れた計画に対して、本計画の計画期間で実施し得る整備を着実に進めることを目

標として、河道改修や洪水調節施設の整備を行うとともに、適切な維持管理とし

て、緊急的な対策や修繕工事を適宜実施する。 

市町は、それぞれの下水道計画に基づき、本計画の計画期間で実施し得る整備

を着実に進めることを目標として、下水道整備を行うとともに、適切な維持管理

を行う。 

5） 河川整備計画：河川の整備が河川整備基本方針に沿って計画的に行われることとなる河川の

区間について、地方公共団体や地域住民の意見を反映し、概ね 20～30年の間に実施する河川

工事、河川の維持の両面にわたり河川整備の全体像を定めるもの。  
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■ ためる：雨水を一時的に貯留・地下に浸透させる流域対策 

県、市町及び県民は、河川、下水道や水路等への雨水の流出を抑制し、溢水等

による浸水被害を軽減することを目標として、浸水被害が頻発している地域を中

心に、計画地域内のそれぞれの地域に応じた流域対策を実施する。 

また、計画地域では、すでに校庭貯留等の整備を実施していることから、今後

はこうした先導的な取り組み事例をトップランナーとして各地区への取り組み

を拡大していく。 

実施にあたっては、各地区において、効果的な取り組みとなるよう連携を図る

とともに、様々な土地・施設の所有者・管理者それぞれが実施可能な対策を積み

上げていくよう継続した対策の推進を図る。 

■ そなえる：浸水した場合の被害を軽減する減災対策 

河川下水道対策と流域対策を講じても計画規模を上回る洪水や整備途上での

施設能力を上回る洪水により、甚大な浸水被害が発生することも想定される。こ

のため、人的被害の回避を最優先とし、県民生活や社会経済活動への深刻なダメ

ージを回避・軽減することを目標として、避難対策に重点的に取り組むとともに、

建物の耐水化など被害を小さくする取り組みや、被災しても県民生活等が早期に

再建する取り組みを進める。 
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3．総合治水の推進に関する基本的な方針 

3-1．全般 

県及び市町は、河川下水道対策を実施することはもちろんであるが、互いに連

携して県民に啓発しながら、県民と協力して河川下水道対策、流域対策、減災対

策を推進する。 

○ 県の責務       総合治水に関する総合的・計画的な施策の策定・実施。 

○ 市・町の責務   各地域の特性を生かした施策の策定・実施。 

○ 県民の責務     雨水の流出抑制と浸水発生への備え。 

行政が実施する総合治水に関する施策への協力。 

3-2．河川・下水道対策 

市川や夢前川をはじめとした二級河川を管理する県と、内水対策を所管する市

町が連携し、適切な役割分担のもと、具体的な整備スケジュール等の調整を十分

図り、効果的で効率的な河川下水道対策に取り組む。 

河川下水道対策の実施内容 

河
川
下
水
道
対
策

河川の整備及び維持

下水道の整備及び維持

２ 洪水調節施設 

１ 河道対策 （第 8条・第53条）

（第 9条・第54条）

総合治水条例 
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（1）河川対策 

県は、「市川水系河川整備計画」、「船場川水系河川整備計画」、「八家川水系河

川整備計画」、「野田川水系河川整備計画」「夢前川水系河川整備計画」に基づき、

河川の整備及び維持を行う。 

河川整備は、これまでの洪水被害等の各河川の特性を踏まえ、計画規模の洪水

を安全に流下させることを目標として、下表に示す築堤、河床掘削等の整備内容

のうち、本計画期間内で実施し得る整備を着実に実施する。また、局所的なボト

ルネック箇所についても上下流バランスに配慮しながら、適切な対策に努める。 

県は、河道や河川管理施設の維持管理、許可工作物や河川占用への対応、水量・

水質の保全について、河川の特性、整備の段階を考慮し、洪水等による災害の防

止・軽減、河川の適正な利用及び河川環境の整備と保全といった治水・利水・環

境の視点から調和がとれ、その機能が十分に発揮できるよう、関係機関と調整を

図り、適切な維持管理を行う。また、市町が管理する河川等についても、同様に

適切な維持管理を行う。 

河川整備計画に位置付けられた今後の河川対策 

水系名 策定年月 整備期間 河川名 内容 
延長 

(m) 

八家川 

水系 
平成 24年 7月 概ね 30 年 八家川 

築堤、護岸整備、河床掘削、橋

梁架替（6橋） 
3,200  

防潮水門、ポンプ場の整備、洪

水調整施設の整備 
― 

市川 

水系 
平成 22年 3月 

概ね 30 年 市川 
築堤、護岸整備、河床掘削、JR

橋梁基礎補強、堰改築（2基） 
5,100 

概ね 30 年 振古川 築堤、河道拡幅、河床掘削 2,000 

野田川 

水系 
平成 17年 6月 概ね 30 年 野田川 排水機場ポンプ増設（1台） ― 

船場川 

水系 
平成 22年 2月 概ね 30 年 船場川 

築堤、護岸、河床掘削、橋梁架

替（9橋）、堰改築（2基） 
2,080  

洪水調節施設の整備 ― 

夢前川 

水系 

平成 26年度中 

（予定） 

概ね 30 年 夢前川 
河床掘削、護岸、橋梁架替、 

堰改築 等 
5,300 

概ね 30 年 菅生川 
河床掘削、河道拡幅、護岸、 

堰改築 
4,300 

概ね 30 年 水尾川 河床掘削、護岸、捷水路 等 3,500 

概ね 30 年 大井川 河床掘削、河道拡幅、護岸 等 1,200 

注：夢前川水系については、今後、夢前川水系河川整備計画を策定を予定しており、内容については変更の可能性

があります 
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（2）下水道対策 

市町は、それぞれの下水道計画に基づき、年超過確率 1/5～1/10 の規模の降雨

に対して浸水が発生しないように計画的な整備を行う。 

また、その機能が十分に発揮できるよう、維持管理を行う。 

下水道（雨水）事業の概要 

県・市 下水道の種別 計画降雨 

姫路市 姫路市公共下水道 
49.5mm/hr 

（年超過確率 1/10） 

福崎町 福崎町公共下水道 
46.0mm/hr 

（年超過確率 1/7） 

高砂市 高砂市公共下水道 
42.6mm/hr 

（年超過確率 1/7） 

太子町 太子町公共下水道 
42.8mm/hr 

（年超過確率 1/5） 

注：朝来市、神河町、市川町には、下水道（雨水）事業は計画されていない。 
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3-3．流域対策 

計画地域は、山地が大部分を占めている一方で、計画地域南部では臨海部が播

磨工業地帯を形成する等、市街地となっている。 

このため、流出抑制機能の高い森林や農地の保全を図るとともに、各地域の特

性に応じ、ため池や水田、学校や公園等の地域資源の有効活用を検討し、新たに

雨水貯留を実施することにより、地先での浸水被害の軽減や、河川や下水道等へ

の雨水の流出を抑制する。 

市街地が広がる計画地域南部では、特に、官公庁、大規模公共施設等の駐車場

や学校の校庭等において、貯留機能の確保に努めるとともに、浸透機能の向上を

図るため、道路や駐車場等における透水性舗装や浸透側溝の整備等の浸透対策を

推進する。 

水田が広がる計画地域中部では、特に、ため池での洪水吐や取水施設の改良や

事前放流、水田への雨水貯留用せき板設置等により、雨水貯留浸透機能の向上を

図る。 

山地が大半を占める計画地域北部では、特に、緊急防災林整備、里山防災林整

備、針葉樹と広葉樹の混交林整備を継続し、土砂流出の抑制や水源涵養機能等、

山地での保水機能の向上を図る。 

流域対策の実施内容  

流
域
対
策

調整池の設置及び保全

３ ため池 

１ 校庭・公園・駐

車場その他広い土

地

土地等の雨水貯留浸透機能 

貯水施設の雨水貯留容量の確保 

ポンプ施設との調整

遊水機能の維持

４ 水田 

５ 住宅、店舗その

他の小規模な建物

又は工作物 
森林の整備及び保全

第 1節（第 10条～第 20条）

第 2節（第 21条～第 25条）

第 3節（第 26条～第 30条）

第 4節（第 31条～第 35条）

第 5節（第 36条）

第 6節（第 37条）

総合治水条例 

２ 庁舎・病院・体

育館その他大規模

な建物又は工作物
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（1）地区に応じた対策 

流域対策は、様々な土地・施設の所有者・管理者それぞれが実施可能な対策を

実施したり保全することで、雨水の流出を抑制するものである。 

特に、浸水常襲地域では取り組みを強化することが重要であるが、その取り組

みの効果は、浸水地域周辺や上流に存在する施設の分布、浸水原因等により、地

区毎に異なる。このため、各地区において、効果的な取り組みとなるよう県・市

町・県民が連携を図り、適切な役割分担のもと、対策を行うことが重要である。 

（2）対策の積み上げ 

流域対策は、対策施設毎の規模や効果は小さくても、これら施設を積み上げて

いくことで、その総量として、地先の浸水被害の軽減等に効果を発揮することか

ら、様々な土地・施設の所有者・管理者が協力の上、それぞれが実施可能な対策

を、規模の大小にかかわらず早期に実施していくことが望まれる。 

このため、県及び市町は、様々な流域対策の取り組み事例やその効果等につい

て普及啓発を図り、対策の積み上げを推進していく。 

また、実施環境が整った対策については、推進協議会において報告し、本計画

へ反映することで推進計画の充実を図る。 

流域対策の積み上げ（イメージ） 
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3-4．減災対策 

県、市町及び県民は、平常時から水害リスクを十分認識し、迅速・円滑な情報

伝達・避難体制を整備することが重要である。また、災害時要援護者の避難が円

滑に行える体制づくりが必要である。 

これらを踏まえた上で、人命を守ることを第一に考え、避難対策に重点的に取

り組むことと合わせ、水害が発生した場合でも被害を小さくする対策、被災して

も速やかに再建できる対策について、総合治水条例に掲げる以下の対策を進める。 

減災対策については、地域特性に応じた様々な対策が各市町で取り組まれてお

り、これら取り組みの情報共有を図り、県、各市町や県民の今後の効果的な取り

組みにつながるよう努める。 

なお、避難対策等については、災害対策基本法に基づき各市町が定める地域防

災計画に具体的に記載されるが、本推進計画で記載する内容と整合し、かつ連動

する必要があるため、必要に応じ、地域の防災計画の追記・修正を行う。 

減災対策の実施内容 

減
災
対
策

浸水が想定される区域の指定 

総合治水条例 

（第 38条）

県民の情報の把握 （第 39条）

（第 40条）

（第 41条）

（第 50条）

（第 42条）

（第 43条）

（第44条～第 48条）

（第 49条）

浸水による被害の軽減に関する学習 

浸水による被害の軽減のための体制の整備   

訓練の実施

浸水による被害の発生に係る情報の伝達 

建物等の耐水機能 

集落の浸水による被害の防止 

浸水による被害からの早期の生活の再建
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4．河川下水道対策 

4-1．河川の整備及び維持 

県は、県が管理する河川について、河川整備計画に位置付けられた計画規模の

洪水を安全に流下させることを目標として、河道改修や洪水調節施設の整備を行

う。また、河川整備を実施するとともに、必要に応じた堆積土砂の撤去により洪

水が安全に流下できるようにする等、洪水時に河川管理施設が十分に機能するよ

う適切な維持管理を行う。 

八家川水系においては、計画基準点 糸引橋で 70m3/s を安全に流下させる計画

に基づき、河積拡大の河川改修、洪水調節施設の整備を行うとともに、高潮堤防

の嵩上げ、排水機場の設置により高潮対策を実施する。 

市川水系においては、市川本川で計画基準点 生野橋で 2,300m3/s を、支川振古

川で市川合流点で 70m3/s を、安全に流下させる計画に基づき、河積拡大の河川改

修を進める。 

野田川水系においては、計画基準点 飾磨防潮水門で 110m3/s を安全に流下させ

る計画に基づき、高潮対策を進める。 

船場川水系においては、飯田橋から生矢橋の区間で実施中の都市一般河川改修

事業を継続し、180m3/s を、生矢橋から上流の区間で計画基準点 JR 山陽本線船

場川橋梁地点で 110m3/s を、安全に流下させる計画に基づき、河積拡大の河川改

修に加え、姫路競馬場調節池の設置を行う。 

夢前川水系においては、計画基準点 夢前橋で 1,100m3/s を流下させる計画に基

づき、河積拡大の河川改修を進める。 

また、市町は、それぞれが管理する準用河川や普通河川等の整備及び維持を行

う。 
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河川整備計画に位置付けられた今後の河川対策 

水系名 河川名 計画規模 施工区間 
延長 

(ｍ)
施工の内容 

位置 

番号

八家川 

水系 
八家川 

姫路観測所における観測史上最大の昭和

40年9月台風23号洪水に概ね相当する年

超過確率1/20の規模の洪水を安全に流下

させることを目標とする。 

河口～防潮水門 400 高潮堤防嵩上げ 1 

高水敷下流端 － 防潮水門、ポンプ場の整備 2 

防潮水門～三ツ橋 300 河床掘削 3 

三ツ橋～ 

姫路バイパス 
2,500 

築堤、河床掘削、護岸整備、

橋梁架替（6橋） 
4 

明田川合流点～ 

姫路バイパス 
－ 洪水調節施設の整備 5 

市川 

水系 

市川 

概ね相当する年超過確率1/30の規模の洪

水を安全に流下させることを目標とす

る。 

阿成地区 600 築堤、護岸、河床掘削 6 

JR 橋梁上下流区

間 
－ 河床掘削等 7 

高木橋付近～ 

生野橋付近区間 
3,000 

築堤、河床掘削、 

堰改築(花田堰、飾磨井堰)
8 

江鮒井堰上流 900 築堤 9 

振古川 

平成2年 9月台風19号洪水を踏まえて、

概ね相当する年超過確率1/10の規模の洪

水を安全に流下させることを目標とす

る。 

市川合流点～ 

JR播但線 
900 河床掘削、河道拡幅、築堤 10 

谷地区 1,100 河床掘削、河道拡幅、築堤 11 

野田川 

水系 
野田川 

昭和40年 9月、昭和 51年 9月などの既

往の洪水を考慮して定めた計画高水流量

の洪水を流下させることを目標とする。 

野田川排水機場 ― 
野田川排水機場ポンプ増

設（1台：12.33ｍ3/s） 
12 

船場川 

水系 
船場川

都市河川改修事業を継続していることか

ら、これを踏襲し、年超過確率 1/30 の規

模の洪水を流下させることを目標とす

る。 

飯田橋～生矢橋 800 
築堤、護岸、河床掘削、 

橋梁架替（5橋）等 
13 

平成 16年 10月台風23号洪水を安全に流

下させ、かつ上下流バランスを保つため、

年超過確率1/15の規模の洪水を流下させ

ることを目標とする。 

生矢橋～ 

JR山陽本線 

船場川橋梁 

1,280 

築堤、護岸、河床掘削、 

井堰改築（2基）、 

橋梁架替（4橋）等 

14 

姫路競馬場 － 洪水調節施設の整備 15 

夢前川 

水系 

夢前川 戦後最大洪水である昭和51年 9月洪水に

概ね相当する年超過確率1/30の規模の洪

水を流下させることを目標とする。 

京見橋上流～ 

山陽本線上流 
300 河床掘削 等 16 

夢前大橋上流～ 

山陽新幹線 
800 河床掘削 等 17 

郷内井堰～山富橋 1,100
河床掘削、護岸、 

橋梁架け替え堰改築 等 
18 

山富井堰付近～ 

宮置橋上流付近 
2,500 

河床掘削、護岸、 

堰改築 等 
19 

糸田橋下流 600 河床掘削、護岸、堰改築 等 20 

菅生川 新在家橋～護塚橋 4,300 
河床掘削、河道拡幅、 

護岸、堰改築 等 
21 

水尾川 

夢前川の京見橋より下流では概ね河川整

備基本方針に相当する改修が完了してお

り、河川改修を継続していることから、

これを踏襲し、年超過確率 1/100 の規模

の洪水を流下させることを目標とする。 

夢前川合流点～ 

今在家東大橋 
2,200 河床掘削、護岸 等 22 

下水道雨水排水計画と整合を図り、年超

過確率1/20の規模の洪水を流下させるこ

とを目標とする。 

辻井川合流点～ 

法河川上流端 
1,300 捷水路 等 23 

大井川 

夢前川の京見橋より下流では概ね河川整

備基本方針に相当する改修が完了してお

り、河川改修を継続していることから、

これを踏襲し、年超過確率 1/50の規模の

洪水を流下させることを目標とする。 

山陽新幹線～ 

国道２号 
1,200 

河床掘削、河道拡幅、 

護岸 等 
24 

注：夢前川水系については、今後、夢前川水系河川整備計画を策定を予定しており、内容については変更の可能性

があります 
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河川対策位置図

S=1：1,250,000
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１）河川整備計画等に基づく計画的な取組み 

【市川水系】 

市川流域では、目標流量を安全に流下

させることを目標に、現地の状況に応じ

て築堤、河道拡幅及び河床掘削によって

河積の増大を図る。 

なお、築堤河川となっており、氾濫に

より姫路市中心市街地が浸水すると予

想される河口から生野橋の区間を優先

的に整備して、沿川住民の貴重な生命と

財産を守る。 

【船場川水系】 

船場川流域では、目標流量を安全に流下させるため、河道拡幅及び河床掘削に

よる河積の増大、並びに洪水調節施設の整備により洪水被害の軽減を図る。また、

JR 山陽本線から上流においては、狭窄部の解消に努める。 

船場川整備横断イメージ 

振古川整備横断イメージ 市川整備横断イメージ 
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姫路競馬場調節池全体平面図 

姫路競馬場調節池のイメージパース  

調節池容量 約120,000m3

水　　　深 約7m

調節池の面積 約2.5ha

姫路競馬場調節池諸元 

駐車場 調 節 池 

児童公園
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【八家川水系】 

八家川流域では、目標流量を安全に流下させるため、河道拡幅及び河床掘削に

よる河積の拡大、並びに洪水調節施設の整備により洪水被害の軽減を図る。高潮

時の浸水対策として、高潮堤防の嵩上げ及び防潮水門を整備するとともに水門閉

鎖時においても洪水を安全に流下できるよう強制排水を行うポンプ場を整備す

る。 
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【野田川水系】 

高潮対策として、野田川排水機場においてポンプ（12.33 m3/s）を 1 台増設す

る。 

野田川排水機場 
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【夢前川水系】 

夢前川流域では、目標流量を安全に流下させるため、現地の状況に応じて河床

掘削、河道拡幅等によって河積の増大を図る。 

また、水尾川の上流部では、雨水対策が十分ではなく、河道が狭小であること

から沿川では度々浸水被害が発生しており、この解消に向け、県及び市町の適切

な役割分担のもと、効率的な整備に努める。 

12.7km 地点（夢前川：郷内井堰～山富橋） 

8.9km 地点（菅生川：坪川合流地点～護塚橋） 

0.6km（水尾川：夢前川合流点～今在家東大橋）

水尾川：辻井川合流点～県管理上流端

夢前川水系整備横断イメージ 

現況断面 

整備後断面 

基本方針断面 

横断形は、現地精査等により必要に応じて変更する場合がある。 
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２）中上流部における緊急的な取組み 

近年家屋等への浸水被害が発生している箇所において、緊急的に治水安全度の向上

を図るため、上下流バランスに配慮しながら、局所的な整備を実施する。 

中上流部おける緊急的な取組箇所 

河川名 整備箇所 延長（ｍ） 主な整備内容 

夢前川 姫路市夢前町古知之庄 290 護岸工 

備考）整備の延長や内容については、今後の精査により変動する場合がある。 

中上流部における緊急的な取組箇所（夢前川） 

夢
前
川

護岸工 Ｌ＝290ｍ

中国自動車道 

夢
前SIC
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4-2．下水道の整備及び維持 

下水道対策は各市町の下水道計画等に基づき、以下の方針により整備を進める。 

下水道対策の推進に関する基本的な方針 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

福崎町 

・年超過確率 1/7(46mm/h)の規模の

洪水に対して浸水が生じないこ

とを目標に雨水対策に取り組ん

でいる。 

・集中豪雨の浸水対策として、平

成 17 年より川すそ雨水幹線事

業、川端雨水幹線事業の整備を

順次進めている。 

・年超過確率 1/7(46mm/h)の規模の洪水

に対して浸水が生じないことを目標

に雨水対策に取り組む。 

・川すそ雨水幹線事業及び川端雨水幹

線事業の早期整備等、内水対策を中

心に取り組んでいく。 

姫路市 

・年超過確率 1/5(42.8mm/h)の規模

の洪水に対して浸水が生じない

ことを目標に雨水対策に取り組

んでいる。 

・年超過確率 1/10(49.5mm/h)の規模の

洪水に対して浸水が生じないことを

目標に雨水対策に取り組む。 

高砂市 

・年超過確率 1/7(42.6mm/h)の規模

の洪水に対して浸水が生じない

ことを目標に雨水対策に取り組

んでいる。 

・年超過確率 1/7(42.6mm/h)の規模の洪

水に対して浸水が生じないことを目

標に雨水対策に取り組む。 

太子町 

・年超過確率 1/5(43mm/h)の規模の

洪水に対して浸水が生じないこ

とを目標に雨水対策に取り組ん

でいる。 

・年超過確率 1/5(43mm/h)の規模の洪水

に対して浸水が生じないことを目標

に雨水対策に取り組む。 

・浸水被害の危険性がある地区につい

ては、既存水路の拡幅等対応可能な

範囲で浸水被害の軽減に努める

また、今後 10年間、計画地域では、以下のような整備が行われる。 

対象 今後 10 年間での主な整備内容 

福崎町 
下水道計画に基づき、下水道整備を推進する。 

・H25～H29：川端雨水幹線の整備を推進する。 

・H25～H35：川すそ雨水幹線の整備を推進する。 

姫路市 

下水道計画に基づき、下水道整備を推進する。 

・下水道雨水計画見直しによる施設計画見直しを進める。 

・糸引公園雨水貯留施設、八家川第５・第６ポンプ場の整備 

・天川第一ポンプ場、大塩ポンプ場の増設 

・福泊調整池、北網干調整池の整備 

・汐入川才西川放水路幹線、広畑第一貯留幹線、大津茂川右岸２号幹線、 

垣内川貯留幹線などの整備

高砂市 

下水道計画に基づき、天川水系における下記の整備を推進する。 

・天川ポンプ場 φ1500mm×1 台増設 

・天川第 2ポンプ場 φ1000mm×1 台増設 

・雨水管・面整備 未定 

太子町 下水道計画に基づき、下水道整備を推進する。 
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5．流域対策 

5-1．調整池の設置及び保全 

従来、県では、1ha 以上の開発行為を行う場合、開発による県管理河川への雨

水の流出量の増大を抑制するため、「調整池指導要領及び技術基準｣(兵庫県県土

整備部)に基づき、開発者に対して防災調整池の設置を指導してきた。 

総合治水条例では、「調整池の設置・保全」として 1ha 以上の開発行為を行う

開発者等に対し、技術的基準に適合する「重要調整池」を設置し、雨水の流出抑

制機能を維持するために適切な管理を行うことを義務づけた。（本条項は平成 25

年 4 月 1 日施行） 

■計画地域での分布状況 

現在、計画地域には、調整池 83施設※が存在し、夢前川水系及び市川水系に多

く分布している。 

※83施設は開発に伴う協議を行った数であり、現存している施設数と異なる場合がある。 

防災調整池施設数一覧 

水系名 所在市町名 施設数 

天川水系 

姫路市 6

6
高砂市 0

（加古川市） 0

（加西市） 0

西浜川水系 
姫路市 0

1
高砂市 1

八家川水系 姫路市 0 0

市川水系 

姫路市 7

53

福崎町 25

市川町 11

神河町 6

朝来市 4

野田川水系 姫路市 0 0

船場川水系 姫路市 3 3

夢前川水系 
姫路市 17

17
太子町 0

汐入川水系 姫路市 0 0

大津茂川水系 

姫路市 2

2太子町 0

（たつの市） 0

残流域 姫路市 1 1

合 計 83

※（ ）書きは、流域のみで法定河川は含まれていない市 
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調整池位置図  
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① 調整池の設置 

開発行為を行う者は、その開発行為により浸水を発生させる可能性が高まる場

合には、その可能性を低減するために、雨水を一時的に貯留し、雨水の流出を抑

制する調整池を設置するようにしなければならない。 

県は、1ha 以上の開発に対し、重要調整池の設置を義務付ける。 

調整池の管理者は、その機能維持と適正な管理を行う。 

② 施設の指定 

現在、計画地域において、調整池は 83 箇所設置されており、県は、「調整池指

導要領」に基づく暫定調整池、恒久調整池の区分にかかわらず、重要調整池以外

の調整池であって、雨水の流出を抑制する機能の維持が特に必要と認める調整池

について、所有者の理解を得ながら指定調整池に指定していく。 

指定を受けた調整池の所有者等はその機能維持と適正な管理を行う。 

③ 維持管理 

重要調整池及び指定調整池の所有者等はその機能維持と適正な管理を行わな

ければならない。 

また、重要調整池、指定調整池以外の調整池においても、管理者は、日常点検

や維持管理など適切な管理と機能維持に努めなければならない。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

1ha 以上の開発に対する調整池の設置指導に加え、姫路市では、姫路市開発事

業における手続及び基準等に関する条例により、0.05ha 以上～1ha 未満の開発に

対する雨水浸透施設（雨水浸透ます、透水性舗装等）の設置指導を行っている。 
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調整池設置及び保全に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計
画
地
域
全
体 

県 

・1ha 以上の開発に対する調整池の設置

指導 

・1ha 以上の開発に対する開発者・施設所有

者への設置・管理の義務付け（H25.4.1～） 

・雨水の流出を抑制する機能の維持が特に必

要と認める調整池について、所有者の同意

を得た上で指定調整池として指定し、調整

池の所有者等はその機能維持と適正な管理

を行う。 

市町 
・1ha 以上の開発に対して、県との協議

を指導する。 

・左記を継続して実施 

朝来市 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

神河町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

市川町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

福崎町 

(計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

・町は、福崎工業団地調整池等６箇所

の調整池を所管し（内３池はため池

兼用）、草刈り、管理フェンス、設

置者看板を設置するなどの維持管理

に努め、水害時には巡回による点検

を実施している。 

・左記を継続して実施 

姫路市 

(計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

・姫路市開発事業における手続及び基

準等に関する条例により、0.05ha 以

上～1ha 未満の開発に対する雨水浸

透施設（雨水浸透桝、透水性舗装等）

の設置指導を行っている。 

・左記を継続して実施 

高砂市 

・1ha 未満の開発行為を行う開発者に対

しても、開発指導の場を活用して調

整池や浸透桝の設置等、雨水流出抑

制機能の確保を促している。 

・左記を継続して実施 

太子町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

福崎町－福崎工業団地調整池        調整池イメージ     ・ 
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5-2．土地等の雨水貯留浸透機能 

雨水貯留、地下浸透の取り組みは、実施箇所が多いほど流出抑制効果が高くな

るため、県、市町及び県民自らが、浸水被害軽減の必要性を認識し、できるだけ

多くの箇所で実施することが望ましい。 

このため、県、市町及び県民は、｢雨水貯留浸透機能に係る指針｣(平成 24 年 11

月,兵庫県)を参考として、自然豊かな計画地域の森林・水田・ため池など地域に

備わっている雨水貯留浸透機能を保全、活用するとともに、学校・公園等を活用

し、雨水貯留浸透機能の整備に努める。 
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（1）校庭、公園、駐車場その他広い土地を利用した施設 

校庭、公園、駐車場その他の広い土地は、比較的、人が集まる場所に立地して

いるが、その規模の大きさから、貯留による流出抑制効果が期待できる。 

これら施設は、住民等が利用していることから、計画地域の市町等と連携して、

雨水貯留の必要性や安全性の確保も含めた利用上の影響について、住民の理解と

協力を得て流域対策を推進する。 

■計画地域での分布状況 

現在、計画地域には、学校 171 施設、公園 435施設（0.1ha 以上を対象）、その

他大規模施設が存在し、市街地である姫路市に多く分布している。 

学校・公園施設数・面積等一覧 

※（ ）書きは、流域のみで法定河川は含まれていない市 

施設数 敷地面積 ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ面積 施設数 敷地面積

(箇所) (m2) (m2) (箇所) (m2)
天川 姫路市 8 183,063 71,914 23 58,400

天川 高砂市 3 108,943 47,088 4 5,549

天川 (加西市) 0 0 0 0 0

天川 (加古川市) 0 0 0 0 0

西浜川 姫路市 1 26,553 18,584 6 67,600

西浜川 高砂市 1 17,438 8,438 1 1,196

八家川 姫路市 5 82,503 40,314 26 244,000

市川 姫路市 16 300,733 124,489 72 585,100

市川 朝来市 5 73,850 8,900 0 0

市川 市川町 9 98,723 48,144 0 0

市川 福崎町 8 182,555 75,868 2 35,771

市川 神河町 6 78,926 26,376 0 0

市川 (加西市) 0 0 0 0 0

野田川 姫路市 11 178,108 73,076 57 253,900

船場川 姫路市 31 452,538 178,432 40 1,256,400

夢前川 姫路市 37 747,706 282,474 120 889,600

汐入川 姫路市 3 106,207 29,823 16 107,400

大津茂川 姫路市 10 245,497 153,928 34 307,500

大津茂川 太子町 4 62,841 30,357 4 119,662

大津茂川 (たつの市) 0 0 0 0 0

残流域 姫路市 13 203,910 74,384 28 948,100

合計 姫路市 135 2,526,818 1,047,418 422 4,718,000

高砂市 4 126,381 55,526 5 6,745

朝来市 5 73,850 8,900 0 0

市川町 9 98,723 48,144 0 0

福崎町 8 182,555 75,868 2 35,771

太子町 4 62,841 30,357 4 119,662

神河町 6 78,926 26,376 0 0

(加西市) 0 0 0 0 0

(加古川市) 0 0 0 0 0

(たつの市) 0 0 0 0 0

合計 171 3,150,094 1,292,589 433 4,880,178

流域名
所在
市町名

学校 公園



66 

学校位置図 
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公園位置図 
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① 雨水貯留浸透機能の備え 

校庭、公園、駐車場その他の広い土地の所有者等は、総合治水条例の基本理念

に基づき、流出防止壁の設置又は地盤の掘り下げによる貯留機能の確保や駐車場

等における透水性舗装や浸透側溝の整備等による浸透機能の向上に努める。 

県及び市町は、自らが管理する学校・公園等の公共施設等を利用した貯留施設

の整備に努める。 

また、雨水貯留浸透施設の整備者と施設管理者が異なる場合は、管理協定を締

結する等により適正な管理に努め、将来に渡る維持管理に努める。 

校庭貯留のイメージ 

公園貯留イメージ 

② 施設の指定 

県は、その施設の規模や浸水被害の発生状況、推進協議会の協議内容等から、

雨水貯留浸透機能が特に必要と認める土地を、所有者等の同意を得た上で、指定

雨水貯留浸透施設に指定（条例第 22 条）する。 

公共施設の新築、改築時には、透水性舗装の拡大や地下浸透施設設置に努め、

「指定雨水貯留浸透施設」として指定することを原則とする。 

指定雨水貯留浸透施設の所有者等は、雨水貯留浸透機能を維持する。 

③ 維持管理 

雨水貯留浸透機能を現に有する、または、新たに備えた土地の所有者等は、そ

の雨水貯留浸透機能の維持管理に努める。 
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■計画地域での特徴的な取り組み 

学校や公園等は、計画地域南部の姫路市、高砂市、太子町に多く分布している。 

雨水貯留の施設整備は、現在でも、計画地域の中南部に位置する姫路市、高砂

市、福崎町等で整備が進められている。兵庫県においては、兵庫県立大学姫路環

境人間キャンパス（以下、県立大学姫路新在家キャンパスという）で校庭貯留を

実施し、姫路市においては、平成 24 年度に広嶺中学校運動場に校庭貯留施設を

設置しており、平成 25 年度に増井小学校に設置している。 

雨水浸透の取り組みとしても、県では、平成 16 年より歩道での透水性舗装を

標準仕様として適用、平成 23 年には「浸透側溝設置ガイドライン」を策定して

モデル的に取り組んでいる。また、神河町でも歩道透水性舗装を実施している。

姫路市では、「姫路市開発事業における手続及び基準等に関する条例」により、

1ha 未満の開発に対しても雨水浸透施設（雨水浸透桝、透水性舗装等）の設置指

導を行っており、今後も継続して実施する。 

今後も、県及び市町は、継続して雨水貯留浸透機能の設置に努める。 

 県立大学姫路新在家ｷｬﾝﾊﾟｽ  高砂市立阿弥陀小学校   姫路市立広嶺中学校 

県立大学姫路新在家ｷｬﾝﾊﾟｽの整備断面イメージ図 

雨水を校庭に
一時貯留

校舎

放流孔を絞って流出を抑制

側溝

道路側溝

から河川へ
雨水を校庭に一時貯留

周囲小堤



70 

学校・公園、その他の広い土地を利用した施設での雨水貯留浸透に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計
画
地
域 
全
体 

県 

・流域内では、学校や公園での貯留施設

の整備に取り組んでいる。 

・平成 16 年より県下全域で透水性舗装

を標準仕様として適用 

・平成 23 年度に「浸透側溝設置ガイド

ライン」を策定 

・県立大学姫路新在家キャンパスで校庭

貯留を実施 

・自らが管理する学校・公園等の公共施設等を利用

した貯留施設の整備に努める。 

・当該貯留施設の整備者と施設管理者とが管理協定

を締結する等により適正な管理に努め、将来に渡

る維持管理に努める。 

・雨水貯留浸透機能を備え、または維持することが

特に必要と認める施設について、所有者の同意を

得た上で指定雨水貯留浸透施設として指定する。 

・下記の 2路線で浸透側溝の整備に取り組む予定。 

整備時期 実施箇所 延長 

本年度実施 

予定箇所 

(一)姫路停車場線(姫路市

平野町） 

L=130m 

（予定）

将来計画 

箇所 

(一)広畑青山線〔バイパ

ス〕（姫路市広畑区才～西

蒲田） 

L=2,500m

（予定） 

朝来市 ― ・大規模施設の改修時に検討する。 

神河町 ・歩道透水性舗装を実施している。 ・歩道透水性舗装を実施する。 
市川町 ― ― 

福崎町 

・スポーツ公園にて施設内のゲートボー

ル場に水門が設置されており雨水を

貯留する役割を果たしている 

・校庭に雨水貯留機能を付与し、集中豪雨等におけ

る内水に対応することを検討 

・ゲートボール場の雨水貯留機能を維持するために、

土砂と雨水を分離する構造になるよう、改修を検

討する。 

姫路市 

・平成 24 年度に広嶺中学校運動場に校

庭貯留施設を設置 

・平成 25 年度は増位小学校に設置 

・姫路市開発事業における手続及び基準

等に関する条例により、0.05ha 以上～

1ha 未満の開発に対する雨水浸透施設

（雨水浸透桝、透水性舗装等）の設置

指導を行っている。【再掲】 

・左記を継続して管理し、貯留浸透容量の確保に努

める。 

高砂市 

・公共施設の新築、改築時には貯留施設

や浸透施設の整備を推進している。 

・高砂市阿弥陀小学校で校庭貯留施設を

整備済 

・1ha 未満の開発行為を行う開発者に対

しても、開発指導の場を活用して調整

池や浸透桝の設置等、雨水流出抑制機

能の確保を促している。【再掲】 

・左記を継続して実施し、貯留浸透容量の確保に努

める。 

太子町 ― 

・新庁舎建設に伴い駐車場の透水性舗装や緑化ブロ

ックにより保水性を高める。 

・公共施設の駐車場の緑化ブロック舗装整備を進め

保水性の向上に努める。 

ゲートボール場での雨水貯留（福崎町）  
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（2）庁舎、病院、体育館その他大規模な建物又は工作物 

庁舎、病院、体育館その他の大規模施設は、比較的、人が集まる場所に立地し、

また、その規模の大きさから、貯留による流出抑制効果が期待できる。 

これら施設は、住民等が利用していることから、計画地域内の市町等と連携し

て、雨水貯留浸透機能の必要性や安全性の確保も含めた利用上の影響について、

住民の理解と協力を得て流域対策を推進する。 

■計画地域での分布状況 

現在、計画地域には、大規模なものとして、公立病院 2 施設、官公庁 37 施設

（0.1ha 以上を対象）、大規模店舗 82 施設、大規模公共施設 319 施設が存在し、

市街地である姫路市に多く分布している。 

病院、官公庁、大規模店舗、大規模公共施設と敷地面積一覧 

※（ ）書きは、流域のみで法定河川は含まれていない市 

公立病院 官公庁 大規模 大規模

店舗 公共施設 (千m2)
天川 姫路市 0 0 7 10 58

天川 高砂市 0 0 0 0 0

天川 (加西市) 0 1 0 0 4

天川 (加古川市) 0 0 0 0 0

西浜川 姫路市 0 1 0 1 4

西浜川 高砂市 0 0 0 0 0

八家川 姫路市 0 1 5 16 180

市川 姫路市 0 3 13 48 542

市川 朝来市 0 1 0 10 52

市川 市川町 0 1 2 8 95

市川 福崎町 0 0 4 21 170

市川 神河町 1 5 1 9 121

市川 (加西市) 0 0 0 0 0

野田川 姫路市 0 5 11 32 306

船場川 姫路市 0 3 5 30 675

夢前川 姫路市 1 10 19 82 6,401

汐入川 姫路市 0 0 3 1 47

大津茂川 姫路市 0 2 2 17 163

大津茂川 太子町 0 1 5 9 263

大津茂川 (たつの市) 0 0 0 0 0

残流域 姫路市 0 3 5 25 399

合計 姫路市 1 28 70 262 8,774

高砂市 0 0 0 0 0

朝来市 0 1 0 10 52

市川町 0 1 2 8 95

福崎町 0 0 4 21 170

太子町 0 1 5 9 263

神河町 1 5 1 9 121

(加西市) 0 1 0 0 4

(加古川市) 0 0 0 0 0

(たつの市) 0 0 0 0 0

合計 2 37 82 319 9,480

流域名
所在
市町名

施設数（箇所） 敷地
面積
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病院、官公庁、大規模店舗、大規模公共施設位置図  

S=1：1,250,000 
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① 雨水貯留浸透機能の備え 

庁舎、病院、体育館その他の大規模な建物又は工作物の所有者等は、その敷地

又は地下に雨水を貯留する設備を設置する等により、雨水浸透貯留機能の向上に

努める。 

県及び市町は、自らが管理する庁舎等の公共施設等を利用した貯留施設の整備

に努める。 

また、雨水貯留浸透施設の整備者と施設管理者が異なる場合は、管理協定を締

結する等により適正な管理に努め、将来に渡る維持管理に努める。 

雨水貯留浸透（各種施設の駐車場等） 

② 施設の指定 

県は、その施設の規模や浸水被害の発生状況、推進協議会の協議内容等から、

雨水貯留浸透機能が特に必要と認める土地を、所有者等の同意を得た上で、指定

雨水貯留浸透施設に指定（条例第 22 条）する。 

県及び市町は、公共施設の新築、改築時には、敷地、地下に雨水を貯留する設

備の設置に努め、「指定雨水貯留浸透施設」として指定することを原則とする。 

指定雨水貯留浸透施設の所有者等は、雨水貯留浸透機能を維持する。 

③ 維持管理 

雨水貯留浸透機能を現に有する、または、新たに備えた建物の所有者等は、そ

の雨水貯留浸透機能の維持管理に努める。 

出典：雨水貯留浸透技術協会パンフレット
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■計画地域での特徴的な取り組み 

官公庁や大規模公共施設等は、計画地域南部の姫路市、高砂市、太子町に多く

分布している。 

姫路市では、学校や公民館 100 ヶ所程度に雨水貯留タンクの設置を実施した。 

高砂市では、公共施設の新築、改築時に貯留施設の整備を推進しており、今後

も継続的に実施し、貯留容量の確保に努める。 

太子町では、新庁舎建設に伴い、雨水貯留槽の設置を予定している。 

庁舎、病院、体育館その他大規模な建物又は工作物での雨水貯留浸透に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計
画
地
域 
全
体 

県 
・姫路こども家庭センターに雨水貯

留タンク(200 ×2)を設置 

・自らが管理する庁舎等の公共施設を利用した貯留施

設の整備に努める。 

・当該貯留施設の整備者と施設管理者とが管理協定を

締結する等により適正な管理に努め、将来に渡る維

持管理に努める。 

・雨水貯留浸透機能を備え、または維持することが特

に必要と認める施設について、所有者の同意を得た

上で指定雨水貯留浸透施設として指定する。 

・県営住宅の建替に際して、駐車場での雨水一時貯留

等の雨水流出抑制対策を検討する。 

朝来市 ― ・大規模施設の改修時に検討する。 
神河町 ― ― 
市川町 ― ― 

福崎町 ― ・公共施設への雨水貯留タンクの設置等について検討

姫路市 

・平成 25・26 年度に雨水貯留タン

クを学校や公民館に 100か所程度

設置 

・平成 27 年度より、各戸の雨水貯

留タンク助成制度を実施 

・平成 28 年度より、雨水浸透ます

の整備を実施

・引き続いて各戸の雨水貯留タンク助成制度を実施し

ていく予定である。 

・引き続いて雨水浸透ますの整備を実施していく予定

である。

高砂市 
・公共施設の新築、改築時には貯留

施設の整備を推進している。 
・左記を継続して実施し、貯留容量の確保に努める。

太子町 ― 
・新庁舎建設に伴い雨水貯留槽を別棟地下倉庫に 

設ける予定 

姫路こども家庭センターの 

雨水貯留タンク
姫路市の小学校に設置されている 

雨水貯留タンク
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（3）ため池 

ため池は、農業用水の確保を目的として造られた施設であるが、大雨時にはた

め池流域からの流出量が一時的に抑制されることから、雨水貯留機能も備えてい

る。 

このため、ため池の有する雨水貯留機能を保全することが重要であるとともに、

洪水吐や取水施設の改良等により、雨水貯留機能のさらなる向上が期待される。 

■計画地域での分布状況 

計画地域におけるため池数は下記に示すとおり、744 箇所であり、総貯水量は

約 1400 万 m3である。主に計画地域中部の姫路市や福崎町及び市川町にかけて多

く位置している。 

ため池数一覧 

※（ ）書きは、流域のみで法定河川は含まれていない市 

出典：水土里情報システム（農村環境室）                

施設数 総貯水量 流域面積 満水時面積

(箇所) (千m3) (km2) (ha)

天川 姫路市 71 2,125 53 70

天川 高砂市 4 25 0 2

天川 (加西市) 10 26 0 1

天川 (加古川市) 4 398 1 8

西浜川 姫路市 8 68 1 6

西浜川 高砂市 7 82 0 5

八家川 姫路市 8 41 21 2

市川 姫路市 172 2,876 25 167

市川 朝来市 0 0 0 0

市川 市川町 107 979 23 33

市川 福崎町 101 3,999 25 138

市川 神河町 20 79 1 3

市川 (加西市) 3 51 0 2

野田川 姫路市 0 0 0 0

船場川 姫路市 17 236 1 9

夢前川 姫路市 114 1,952 24 72

汐入川 姫路市 0 0 0 0

大津茂川 姫路市 57 773 16 36

大津茂川 太子町 28 326 7 20

大津茂川 (たつの市) 5 43 1 1

残流域 姫路市 8 32 1 2

合計 姫路市 455 8,103 141 364

高砂市 11 107 0 6

朝来市 0 0 0 0

市川町 107 979 23 33

福崎町 101 3,999 25 138

太子町 28 326 7 20

神河町 20 79 1 3

(加西市) 13 77 0 3

(加古川市) 4 398 1 8

(たつの市) 5 43 1 1

合計 744 14,111 199 575

流域名
所在
市町名

諸元
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ため池位置図 

S=1：1,250,000 
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① ため池の雨水貯留機能の向上 

ため池下流域の土地利用の変化等により、農業上の利水容量に余裕があり、た

め池管理者の同意を得られる場合には、池底の掘削や洪水吐の切り下げ改良等、

ため池の雨水貯留機能の向上に努める。 

また、老朽化したため池は、決壊による災害の発生が懸念されることから、緊

急性の高いものから順次、改修整備を進めているが、改修にあたっては、流出抑

制機能のある洪水吐の整備を行う等、雨水貯留機能の向上に努める。 

県及び市町は、これらため池改良にあたって、雨水貯留機能を備える技術的な

助言・指導を行う。 

① 池底の掘削 

② 農業用水容量の治水転用 

ため池の雨水貯留機能向上の例 

② 施設の指定 

県は、ため池下流域の浸水被害の発生状況やため池の規模、推進協議会の協議

内容等から、雨水貯留浸透機能が特に必要と認めるため池を、所有者等の同意を

得た上で、指定雨水貯留浸透施設として指定（条例第 22 条）する。 

指定雨水貯留浸透施設の所有者等は、雨水貯留浸透機能を維持する。 

③ 維持管理 

ため池は健全に保守管理されることで、有効な貯留機能を有するため、雨水貯

留浸透機能を現に有する、または、新たに備えたため池の管理者は、日常点検や

維持管理など適切なため池の管理に努め、その雨水貯留浸透機能の維持に努める。 

一方、県及び市町はこれに対して技術的な助言・指導を行うとともに、漏水等

により危険な状態にあるため池については、ため池等整備事業等による施設改修

を支援する。 

また、一部地域においては農家の高齢化等によりため池の維持管理が困難とな

っていることから、農家、非農家にかかわらず、県、市町及び県民が一体となっ

て地域ぐるみで保全活動に努める。 

利水容量

利水容量の治水転用

▽現況満水位→洪水調節水位

堤防
治水容量▽変更後満水位

洪水吐の 

切り下げ 

利水容量

池底の掘削

▽現況満水位→洪水調節水位

堤防
治水容量▽変更後満水位

満水位の 

引き下げ 
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ため池排水施設、堤防の点検、維持管理を行う。 

用・排水路の円滑な流下が確保できるよう堆積土砂除去、除草等の日常管

理に努める。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

姫路市では、「雨水貯留機能を高めるため池整備指針」による整備を検討して

おり、今後、県及び市町は今後、ため池等を利用した貯留施設の整備に努める。 

ため池での雨水貯留に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計
画
地
域 
全
体 

県 

・流域内では、ため池管理者に

対する講習会において、ため

池の日常管理に合わせて豪雨

時の貯水事前放流等の指導を

行っている。 

・流域内ではため池の改修に併

せて、一時貯留機能や緊急放

流施設の整備を進めている。 

・ため池貯留について、手法選定も含めて、施設管理

者の理解と協力を得られるよう、市町の協力を得な

がら地元協議に努める。 

・雨水貯留浸透機能を備え、または維持することが特

に必要と認める施設について、所有者の同意を得た

上で指定雨水貯留浸透施設として指定。 

朝来市 ― ・該当ため池なし 

神河町 
・受益者によりため池の適切管

理を依頼している。 

・受益者によりため池の適切管理依頼を継続する。 

市川町 ― 
・ため池改良にあたって、雨水貯留機能を備える技術

的な助言・指導を行う。 

福崎町 

・ため池下流地域での浸水被害

を軽減するため、ため池を活

用した雨水貯留機能の確保

について検討している。 

・ため池を活用した雨水貯留機能の確保に取り組む。

姫路市 ― 

・今後改修するため池について「雨水貯留機能を高め

るため池整備指針(h25.3 県農政環境部)」による整

備を検討 

高砂市 
・ため池管理者に適切な管理を

依頼している。 

・ため池改良にあたって、雨水貯留機能を備える技術

的助言・指導を行う。 

太子町 ― 
・施工中である総合公園内のため池に既存の洪水吐や

底桶の整備を行い、雨水貯留機能を持たせる。 
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（4）水田 

水田は、大雨や台風の時に降った雨を貯めることにより、一度に流れ出るのを

防ぎ、徐々に下流に流すことによって洪水を防止・軽減し、地先の安全度を高め

るとともに、下流への流出も抑制し、都市や農村を守っている。それらの機能を

維持するとともに、さらに高めていくことが期待される。 

計画地域内の水田は、河川沿いに広がっており、その面積も大きいことからそ

の貯留による流出抑制効果は重要と考える。 

■計画地域での分布状況 

水田は、計画地域中部の姫路市や福崎町及び市川町、神河町にかけて多く分布

している。 

水田面積一覧 

市町名 
水田面積 

（ha） 

土地利用割合 

（％） 

朝来市 116.83 1.13 

神河町 1143.07 5.93 

市川町 1188.98 14.38 

福崎町 1037.25 22.48 

（加西市） 34.56 8.10 

姫路市 4906.56 11.44 

高砂市 53.21 10.56 

太子町 315.69 20.06 

（たつの市） 33.42 19.18 

（加古川市） 10.34 1.63 

合計 8839.90 9.75

※（ ）書きは、流域のみで法定河川は含まれていない市 

出典：国土数値情報 土地利用データ平成21年               
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水田位置図 

S=1：1,250,000 
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① 水田貯留による雨水貯留機能の向上 

水田貯留はできる限り多くの水田で取り組むことが効果的であるため、集落毎

に水田貯留についての意見交換等を踏まえ、課題解決に向けた取り組み等の検討

を行い、営農者等の理解と協力を得た上で取り組んでいく。 

県及び市町は、水田からの排水を雨水貯留用せき板によって調節するなど水田

貯留の取り組みを進めるため、多面的機能支払交付金の活動組織等に対して積極

的な普及啓発に努めるとともに、取り組みにあたっての技術的な助言・指導を行

う。 

水田の所有者等は、営農に支障のない範囲で水田貯留に取り組むとともに、雨

水貯留浸透機能の維持を図る。 

水田排水口へ雨水貯留用せき板を設置する。 

水田貯留の例（兵庫県千種川流域「田んぼダム」） 

出典：兵庫県ＨＰ   

② 施設の指定 

県は、水田の下流域の浸水被害の発生状況や水田の規模、推進協議会の協議内

容等から、雨水貯留浸透機能が特に必要と認める水田を、所有者等の同意を得た

上で、指定雨水貯留浸透施設として指定（条例第 22条）する。 

指定雨水貯留浸透施設の所有者等は、雨水貯留浸透機能を維持する。 

③ 維持管理 

雨水貯留浸透機能を現に有する、または、新たに備えた水田の所有者等は、そ

の雨水貯留浸透機能の維持に努める。 

水田排水施設、あぜの点検、維持管理を行う。 

田んぼﾀﾞﾑ雨水貯留用せき板設置ｲﾒｰｼﾞ 赤穂市周世のほ場 



82 

■計画地域での特徴的な取り組み 

姫路市では、現在、集落に指導・助言を行っており、今後も取り組みを継続す

る。 

また、福崎町では、今後、雨水貯留用せき板により水田貯留の調節を図ること

ができるよう、普及啓発を行う。 

各市町において、水田の所有者等に普及啓発をする等の取り組みに努める。 

水田での雨水貯留に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画
地域 
全体 

県 
田んぼダム雨水貯留用セキ板を希望
する市町に対して配布し、水田での雨

水貯留を推進する。 

・雨水貯留浸透機能を備え、または維持する

ことが特に必要と認める施設について、所

有者の同意を得た上で指定雨水貯留浸透施

設として指定する。 

朝来市 

・耕作放棄地調査、遊休農地利用状況

調査を行い地元へ、農地保全の啓発

を行っている。 

・農事部長会での指導を行っている。 

・左記を継続して実施 

・農地の保全を図ることにより雨水貯留浸透

機能の維持を図る。 

神河町 ― 
・夏場は水田で、冬場は畑作地以外での湛水

を検討したい。 

市川町 ― 

・水田からの排水を雨水貯留用せき板によっ

て調節するなど水田貯留の取り組みを進め

るため、営農組合組織や大規模農家等に対

して積極的な普及啓発に努める予定であ

る。 

福崎町 
・雨水貯留用せき板により水田貯留の
調節を図ることができるよう、普及啓

発を行う。 

・左記を継続して実施 

姫路市 

・農地水保全管理支払交付金事業によ

る「水田貯留」を実施する集落につ

いて、助言・指導を行っている。 

・左記を継続して実施 

高砂市 ― 
・地元の理解を得ながら、水田での雨水貯留

に努める。 

太子町 ― 

・水田貯留の取り組みを進めるために、雨水

貯留用せき板の改良や田圃法面保護に努

め、農地・水保全管理支払交付金の活動組

織等に対して積極的な普及啓発を行う。 
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（5）住宅、店舗その他の小規模な建物又は工作物 

各戸貯留は、屋根に降った雨水を貯留タンクに貯留する施設で、個々の施設は

小さいが、地域で取り組めば雨水の流出抑制効果を高める機能を発揮する。 

また、貯留した雨水を、樹木への散水や庭への打ち水等に利用することで、雨

水の有効活用を図り、良好な水循環型社会を創出するものである。治水と利水を

兼ね備えた効果が期待でき、節水による意識啓発が省資源・省エネルギーにも結

び付き、地球温暖化防止にも寄与する。 

① 雨水浸透貯留機能の備え 

県民は、雨水貯留タンク等による各戸貯留や浸透桝等の設置を推進する。あわ

せて、貯留施設については、雨水の流出抑制を図る上で効果的に機能を発現する

よう、大雨の前に雨水貯留タンクを空にする事前放流に努める。 

雨水貯留浸透（各戸） 

その他の雨水貯留浸透の取り組み（左：雨水貯留タンク、右：浸透管・浸透桝） 

敷地内に降った雨を
地下に浸透

※大雨の前に放流することが雨水の流出抑制を 

図る上で有効です。 
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② 県民の取り組みの支援 

雨水貯留の取り組みは、浸水被害軽減にかかる県民の意識を高めるだけでなく、

環境への関心を高め、ひいては地域の結びつきを強め、地域防災力を高めること

から、県及び市町は、県民に対し、雨水貯留についての普及啓発を図るとともに、

県民の取り組みを支援する。 

③ 維持管理 

雨水貯留浸透機能を現に有する、または、新たに備えた施設の所有者等は、そ

の雨水貯留浸透機能を維持管理するよう努める。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

市街地が多く分布する姫路市では、雨水貯留タンクを市内の小学校及び公民館

に設置し各戸貯留の PR を行っている。 

市街地が多く分布する姫路市、高砂市、太子町等では、今後、各戸貯留の補助

について検討する。 

各戸貯留での雨水貯留浸透に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画
地域 
全体 

県 ― 

・雨水貯留浸透機能を備え、または維持する

ことが特に必要と認める施設について、所

有者の同意を得た上で指定雨水貯留浸透

施設として指定する。 

朝来市 ― ・各戸貯留の補助について検討する。 

神河町 ― ― 
市川町 ― ― 

福崎町 ― ・各戸貯留の補助について検討する。 

姫路市 

・平成 27 年度より、各戸の雨水貯留

タンク助成制度を実施している。 

・平成 28 年度より、雨水浸透ますの

整備を実施している。

・今後も各戸の雨水貯留タンク助成制度及び

雨水浸透ますの整備を実施していく予定

である。 

高砂市 ― ・各戸貯留の補助について検討する。 

太子町 ― ・各戸貯留の補助について検討する。 

85 

5-3．貯水施設の雨水貯留容量の確保 

計画地域の利水ダム、ため池は、地域内の複数の利水ダム、ため池で一時貯留

を一体的に取り組むことにより、流出抑制機能が高まることが期待される。 

ダム一覧 

水系 
ダムの 
名称 

河川 位置 目的 形式 
竣工 
年度 

備考 

市川 

水系 

黒川ダム 市川 
朝来市生野町

黒川地先 

工水、水道 

発電 
ロックフィル

昭和48

年度 

多々良木ダムの

上部調整池 

生野ダム 市川 
朝来市生野町

竹原野地先 

洪水調整、工

水、水道、不特

定用水 

重力式コンク

リート 

昭和47

年度 

長谷ダム 犬見川 
神崎郡神河町

板尾地先 
発電 

重力式コンク

リート 

平成7年

度 

大河内発電の下

部調整池 

太田ダム 太田川 
神崎郡神河町

上小田地先 
発電 ロックフィル 

平成7年

度 

大河内発電の上

部調整池 

神谷ダム 神谷川 
姫路市豊富町

神谷地先 
水道 

中央コア 

ロックフィル 

平成11

年度 

夢前川

水系 
菅生ダム 夢前川 

姫路市夢前町

莇野 

洪水調節、不特

定用水、 

重力式コンク

リート 

昭和53

年度 

平成22年度に

改良工事（ゲー

トレス化）を実

施 

注）利水ダムには利水容量（不特定を含む）を有する多目的ダム、治水ダムを含めて記載してい

る。 

出典：ダム便覧HP 

① 施設の活用 

a.操作の実施 

利水ダム、ため池その他の雨水を貯留し、利用する目的で設置された貯水施設

の管理者は、大雨が予想される時は、あらかじめ貯水量を減らしておく等の適切

な措置により、雨水を貯留する容量を確保するようにしなければならない。 

【利水ダム】 

平成 23 年台風 12 号による紀伊半島大水害や平成 24 年九州北部豪雨災害など

頻発する豪雨災害を踏まえ、県・市町が連携して、計画地域にある利水ダムの治

水活用について、施設管理者の協力が得られるよう調整を進める｡ 

【ため池】 

ため池の管理者は、近年の気象予測技術の進歩を踏まえ、あらかじめ洪水が予

測される場合は、稲作など耕作に影響がない範囲で、事前に水位を低下させ、洪

水の一時貯留等の対策を実施するとともに、落水期になれば速やかにため池の水

位を下げ、台風に備える等、できることから取り組む。 

b.操作規則の策定 

貯水施設の機能と効果を最大限に活かしつつ、操作等によって影響を及ぼす関

係者間との調整を行うため、県・市町・管理者等で全体の体系図を作成し、管理

者間の十分な調整・連携を図る。 
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② 施設の指定 

県は、ため池下流域の浸水被害の発生状況やため池の規模、推進協議会の協議

内容等から、貯水量を減じる等の適切な措置を行うことが計画地域における流域

対策に特に必要と認める施設について、管理者の同意を得た上で、指定貯水施設

として指定（条例第 27 条）する。 

指定貯水施設の管理者は、その機能維持と適切な管理を行う。 

③ 維持管理 

貯水施設の管理者は、その雨水貯留容量を確保できるよう適切な管理に努める。 

貯水施設における雨水貯留容量の確保の取り組み事例（生野ダム） 

生野ダムでは、増水期に洪水が予想される場合には、あらかじめ貯水位を低下

させるとともに、特に台風等により比較的規模の大きな洪水が発生する可能性が

高い期間（8月 10 日～10 月 31 日）中は、平常時においても貯水位を低下させて

洪水調節容量を拡大している。 

さらに、平成 23 年台風 12 号による豪雨時に、貯水池が満水になるおそれが生

じ建設後初めて異常洪水時ゲート操作を実施したことを踏まえ、ダムの洪水調節

効果をより発揮させ下流河川の水位上昇を抑制するため、平成 25 年 6 月より、

計画規模を超える洪水が予測される場合には、利水容量を放流することにより、

さらなる洪水調節容量の拡大に取り組んでいる。 

【参考】生野ダムの洪水調節効果（H25.9.15～16 台風 18 号） 

生野ダムでは、平成 25 年 9 月の台風 18号において、計画を超える降雨が予測

されたことから、あらかじめ利水容量を放流することにより貯水位を低下させて

洪水に備える「事前放流」を初めて実施した。これにより、あらかじめ貯水位を

1.1ｍ低下させて洪水調節容量を約 80 万 m3 拡大増加させた上で、ダムにより約

170 万 m3を一時的に貯留して、洪水調節を行い、下流河川の水位を低減させた。 

【洪水時の下流河川の水位低減効果】 

水位 

観測所 

水位の状況 
摘要 ダムがなかった場合 

の想定水位 

実績水位 

（水位低減効果） 

寺前 2.71ｍ 2.56ｍ（15ｃｍ低下） はん濫注意水位（2.70ｍ）を回避

福崎 4.92ｍ 4.81ｍ（11ｃｍ低下）  

砥堀 5.27ｍ 5.21ｍ（ 6ｃｍ低下）  

事前放流のイメージ 
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■計画地域での特徴的な取り組み 

ため池が多く分布している姫路市では、今後改修するため池について、「雨水

貯留機能を高めるため池整備指針(H25.3 県農政環境部)」による整備の検討を行

う。 

ため池が多く分布する福崎町では、現在においても、ため池管理者に貯水位を

下げるよう指示しており、今後、文書を発送する等、さらに啓蒙を行うとともに、

ため池管理者が実施する日常点検や維持管理に対して技術的な助言・指導を行

う。 

貯水施設の雨水貯留容量の確保に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画
地域 
全体 

県 ― 

・計画地域にある利水ダムの治水活用について、

施設管理者の協力が得られるよう調整を進め

る｡ 

・ため池下流域の浸水被害の発生状況やため池の

規模、推進協議会の協議内容等から、貯水量を

減じる等の適切な措置を行うことが計画地域

における流域対策に特に必要と認める施設に

ついて、管理者の同意を得た上で、指定貯水施

設として指定する。 

朝来市 ― ・ため池等該当施設なし 

神河町 
・受益者によりため池の適切管理

を依頼している。 

・左記を継続して実施 

市川町 
・受益者によりため池の適切管理

を依頼している。 

・左記を継続して実施 

福崎町 

・大雨が予想される台風等の接近

前にため池管理者に対してあ

らかじめ貯水位を下げるよう

指示している。 

・ため池管理者が日頃からため池の事前放流につ

いて認識してもらうよう、文書を発送し啓蒙す

る。 

・ため池管理者が実施する日常点検と維持管理に

対して技術的な助言・指導を行う。 

姫路市 

・定期にため池管理者と点検を行

い、維持管理に対して技術的な

助言、指導を行っている。

・左記を継続して実施

高砂市 

・大雨が予想される台風等の接近

前にため池管理者に対してあ

らかじめ水位を下げるように

依頼している。 

・非かんがい期は、水位を下げる

ようため池管理者に依頼して

いる。 

・左記を継続して実施 

太子町 

・定期にため池管理者と点検を行

い、維持管理に対して技術的な

助言、指導を行っている。 

・左記を継続して実施 

・大雨が予想される時は、ため池

管理者に対して事前に貯水位

を下げるよう指示している。 

・左記を継続して実施 
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5-4．ポンプ施設との調整 

築堤河川に隣接した内水区域等では、河川の水位が上昇すると雨水を当該河川

へ自然に排水することができないため、下水道管理者等が人為的に雨水を排水す

るためのポンプ施設を設置して、当該区域の浸水被害を軽減している。 

しかしながら、現状では大部分のポンプ施設は、河川水位が上昇し、堤防が決

壊するおそれがある場合でも、排水が継続されることから、河川の水位上昇を助

長し、堤防が決壊する危険性を高めることが想定される。 

このため、排水する河川の増水状況に応じた適切な操作を行う必要がある。 

排水ポンプの運転調整 

■計画地域での分布状況 

現在、計画地域におけるポンプ施設は 69 箇所あり、その多くが姫路市に位置

している。 

ポンプ施設一覧 

所在地の 
水系名 

管理者 
施設数 

ポンプ能力 

合計 

（箇所） （m3/s） 

天川 姫路市 2 27.7 

高砂市 3 12.4

西浜川 姫路市 2 1.1 

高砂市 1 0.2

八家川 姫路市 5 2.0 

市川 姫路市 5 12.4 

野田川 姫路市 3 1.8 

船場川 姫路市 4 7.1 

夢前川 姫路市 16 31.1 

汐入川 姫路市 1 0.3 

大津茂川 姫路市 6 2.6 

残流域 姫路市 21 38.0 

合計 69 137.3 
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ポンプ施設位置図 

S=1：1,250,000
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① 適切な操作 

ポンプ施設の管理者は、河川が増水し、堤防の決壊等が発生するおそれが生じ

ている場合には、当該河川への排水を停止する等のポンプ施設の適切な操作に努

める。 

② 施設の指定 

県は、ポンプ施設の規模や下流域の土地利用状況、推進協議会の協議内容等か

ら、計画地域における流域対策に特に必要と認めるポンプ施設を、所有者等の同

意を得た上で、指定ポンプ施設に指定（条例第 32 条）する。 

指定ポンプ施設の管理者は、適切な運転操作ができるよう操作規則等の「排水

計画」を策定し、排水計画に従って、適切な運転操作を図るとともに、適切な維

持管理を行う。なお、「排水計画」の策定にあたって、ポンプ施設管理者と河川

管理者が連携・協働して河川増水時における排水ポンプ施設の適切な操作ルール

を定める。 

③ 維持管理 

適切な運転調整が可能なよう、日常からの維持管理に努める。 
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5-5．遊水機能の維持 

現在の大規模な土木工事が行えなかった時代から、先人達は、住宅は高台に建

築したり、河川堤防は、連続堤防ではなく、霞堤 6)等を存置するなどして、河川

沿いの浸水しやすい農地等の土地に一時的に流水を滞留させる遊水機能を持た

せることにより、その地点や下流の洪水被害を軽減してきた。そのような土地に

おいて、盛土等が行われると遊水機能が減少し、住宅等が建築されると洪水時に

甚大な浸水被害が発生するので、連続堤防の整備等河川が整備されるまでの間に

は、遊水機能を維持することが望ましい。 

このため、県、市町及び県民は、規模の小さい山間の農地・荒地の貯留・遊水

機能が発揮されるような地形については、その保全に努める。県及び市町は、河

川改修以外の事業の実施にあたっても、遊水機能が高いと考えられる土地に配慮

するとともに、民間の開発等についても、遊水機能が高いと考えられる土地及び

その機能について開発事業者等に十分な周知を図り、開発抑制を図る。 

霞堤の機能イメージ 

6） 霞堤：堤防のある区間に開口部を設け、上流側の堤防と下流側の堤防が、部分的に重複する

ようにした不連続な堤防のことである。洪水時には開口部から水が逆流して堤内地に湛水し、

下流に流れる洪水の流量を減少させる。洪水が終わると、堤内地に湛水した水を開口部から

排水する。急流河川の治水方策としては、非常に合理的な機能といわれている。 

通常時

洪水時

洪水後
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5-6．森林の整備及び保全 

計画地域の大部分は森林で覆われており、保全の行き届いた森林は、土砂流出

の抑制や斜面崩壊防止に対して有効に機能する。同時に、水源涵養機能、水質浄

化機能や保水機能も有し、治水・利水・環境の面において非常に重要な役割を果

たす。 

一方、高齢化の進行により、森林管理が行き届かなくなるおそれがある。 

■計画地域での分布状況 

森林は、計画地域北中部に位置する朝来市、神河町、市川町、福崎町、姫路市

に多く分布している。 

森林面積一覧 

市町名 
面積 

（ha） 

土地利用割合 

（％） 

朝来市 9,604.74 93.10 

神河町 16,797.18 87.16 

市川町 6,350.41 76.82 

福崎町 2,564.50 55.57 

（加西市） 376.13 88.19 

姫路市 24,002.70 55.97 

高砂市 163.39 32.43 

太子町 726.00 46.14 

（たつの市） 97.57 55.98 

（加古川市） 582.72 91.61 

合 計 61,268.34 68.30

※（ ）書きは、流域のみで法定河川は含まれていない市 

出典：国土数値情報 土地利用データ平成21年              

森林の持つ公益的機能の高度発揮を図るため、公的関与による森林管理の徹底、

多様な担い手による森づくり活動の推進を基本方針として、「新ひょうごの森づ

くり:第 2 期対策(平成 24～33 年度)」を推進し、人工林に関する“森林管理 100%

作戦”では、間伐が必要なスギ・ヒノキ人工林について、市町と連携した公的負

担による間伐及び作業道開設を実施するほか、里山林対策においては、手入れさ

れなくなった里山林の再生を行う。 

また、防災面での機能を高めるため、災害に強い森づくり：第 2期対策（平成

23～29 年度）に取り組み、 

① 緊急防災林整備（流木・土石流災害が発生するおそれのある渓流域の森林機能強化） 

② 里山防災林整備（集落等裏山森林の防災機能強化）

③ 針葉樹林と広葉樹林の混交林整備（高齢人工林の機能強化） 

を推進する。 
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間伐、里山林整備、「災害に強い森づくり」整備実施面積 

項目 

中播磨県民局管内

での整備実施面積 

【H24累計値】 

（ha） 

中播磨県民局管内

での整備目標面積

【H32目標値】 

（ha） 

間伐の実施面積 13,850 20,926

里山林の整備面積 1,494 2,147

「災害に強い森づくり」整備実施面積 3,273 3,901

合計 18,617 26,974

注）中播磨県民局管内と計画地域の範囲は異なる 

     中播磨県民局管内には、朝来市は含まれていない 

出典：姫路農林水産振興事務所提供資料       

「災害に強い森づくり」実施面積一覧（平成 18 年度～平成 23年度） 

整備区分 
実施面積(ha) 合計面積 

(ha) 朝来市 神河町 市川町 福崎町 姫路市 

緊急防災林 1,701 1,298 158 7 1080 4,244

里山防災林 135 63 0 28 13 239 

針葉樹林と 

広葉樹林の混交林 
106 152 33 0 0 291 

合計 1,942 1,513 191 35 1093 4,774

災害に強い森づくりの取り組み事例 

整備区分 概要 

緊急防災

林整備 

(斜面対策) 

急傾斜地等のスギ・ヒノキの人工林を対象に、森

林の防災機能を高めるため、間伐材を利用した土

留工を設置するとともに、スギやヒノキの人工林

が大半を占める危険渓流域内の森林を対象に、間

伐木を利用した土留工を設置する。 

(渓流対策) 

被災した渓流や、スギ・ヒノキ人工林が大半を占め、土石流や流木

災害が発生するおそれのある危険渓流域の森林を対象に、流木災害

の軽減を図るため、危険木の除去や災害緩衝林整備、簡易流木止め

施設の設置等の渓流沿いの整備を実施する。 

里山防災

林整備 

倒木や崩壊の危険性の高い集落裏山の森林を対象

に、山地災害防止機能等を高めるため、危険木伐

採等の森林整備や簡易防災施設の設置等実施す

る。 

針葉樹林

と広葉樹

林の混交

林整備 

樹種・林齢が異なる水土保全能力の高い森林

に誘導するため、大面積に広がる手入れ不足

のスギ・ヒノキの高齢人工林を部分伐採し、

その跡地にコナラ等の広葉樹を植栽する。 



94 

■計画地域での特徴的な取り組み 

森林が多く分布する朝来市、神河町、市川町、福崎町、姫路市では、緊急防災

林整備、里山防災林整備、針葉樹と広葉樹の混交林整備を実施しており、今後も

順次整備を進める予定である。 

森林の保全等に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計
画
地
域 
全
体 

県 

・保全のみではなく森の回復と再生を目指

し、平成 14 年度から 10 ヵ年計画で「新

ひょうごの森づくり」を進めた。現在で

は、平成 24 年度を初年度とする第 2 期計

画（10 ヵ年計画）を推進している。 

・平成 18 年度から導入した県民緑税を活用

し、森林の防災面での機能強化を早期、

確実に進めるため、「災害に強い森づく

り」を推進している。 

・関係機関、森林所有者、地域住民等と連

携し、人工林の間伐等を進める。 

・急傾斜地にある間伐対象人工林の表土侵

食の防止対策や高齢人工林の一部を広

葉樹林へ誘導する。 

・保安林・林地開発許可制度を適切に運用

し、無秩序な伐採・開発行為の規制等に

努める。 

市 ・「災害に強い森づくり」を推進している。 ・左記を継続的に実施 

朝来市 
(計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

・市森林整備計画により整備保全を図る。

神河町 

(計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

・森林保全のため、町独自事業として間伐

の実施を予定している。 

市川町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

福崎町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

姫路市 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

高砂市 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

太子町 
・自然的・社会的要請に配慮しつつ総合的

な森林資源の整備を図る。 

・町森林整備計画基本方針により整備保全

を図る。 

緊急防災林整備（神河町） 
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5-7．（参考）山地防災・土砂災害対策 

平成 21 年 8 月災害では、山腹崩壊等による土石・流木の流出が下流部におけ

る被害を増大させた。一方、治山ダム・砂防えん堤設置箇所では土砂・流木が捕

捉され、治山・砂防施設には被害を大幅に軽減する効果があることが再確認され

た。また、緊急防災林整備では、間伐木土留工等の設置による土砂等の流出抑止

効果があることも確認された。 

このように山地防災・土砂災害対策は、山地や森林を保全することにより、保

水力を維持し、土砂流出による下流河川の流下能力低下を防止する効果もあるた

め、総合治水対策と平行して取り組みを進めていく。 

「山地防災・土砂災害対策緊急５箇年計画」(H21～25)では、治山ダム・砂防

えん堤の重点整備と災害に強い森づくりを総合的に推進してきたが、未対策箇所

が多く残ることから、引き続き土砂災害から人命を守ることを目的に、「第２次

山地防災・土砂災害対策５箇年計画」(H26～30)により事業推進を図る。 
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6．減災対策 

6-1．浸水が想定される区域の指定 

県及び市町は、県管理河川について、大雨によって氾濫した場合に、浸水が想

定される「区域」と「水深」を公表するとともに、県民への周知に努める。また、

現地に浸水深を表示する方法についても検討していく。 

県は、浸水想定区域図を関係市町に通知し、市町はハザードマップの作成・周

知を行う。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

市町は現在、ハザードマップの作成・周知を行っており、今後もハザードマッ

プのさらなる周知に努める。 

高砂市では、ハザードマップのほか、出前講座や広報、ホームページを利用し

て周知を図っており、今後も継続的に実施する。 

神河町では、平成 25 年度にハザードマップの改定と全戸への再配布を行った。 

浸水が想定される区域の指定に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画

地域 

全体 

県 
・浸水想定区域図の作成 

・ＣＧハザードマップによる浸水想定

区域等の公開 

・水位周知河川の想定し得る最大規模の降

雨での浸水想定区域図を順次作成する。

・作成したハザードマップ等のより一層の

利活用を図り、住民が被害にあわないた

めに必要な知識の啓発に努める。 

市町 
・ハザードマップの作成・周知 ・ハザードマップのさらなる周知に努め

る。 

朝来市 
(計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

・浸水深表示板の設置 

神河町 
(計画地域全体の取り組みと同様) 

・H25でハザードマップの改定と全戸

への再配布を行う。 

(計画地域全体の取り組みと同様) 

市川町 (計画地域全体の取り組みと同様) 
(計画地域全体の取り組みと同様) 

・浸水想定区域の見直し 

福崎町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

姫路市 
(計画地域全体の取り組みと同様) 

・姫路市浸水危険箇所連絡会議の設置 
(計画地域全体の取り組みと同様) 

高砂市 

(計画地域全体の取り組みと同様) 

・高砂市治水対策庁内連絡調整会議の

設置 

・出前講座、ハザードマップ、広報、

ホームページ等を利用して周知を

図っている。

(計画地域全体の取り組みと同様) 

・現在の取り組みを今後も継続する。 

太子町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

高砂市出前講座の様子 
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浸水想定区域図の作成 

県は、全ての県管理河川の浸水想定区域図を作成することとしており、すでに

作成済の浸水想定区域図についても、河川整備基本方針の見直しや洪水調節施設

の整備、土地利用の大規模な変更など必要と認められる場合には適宜見直しを行

う。また、水防法改正に伴い、水位周知河川の想定し得る最大規模の降雨での浸

水想定区域図を順次作成するとともに、市町に提供する。 

また、浸水想定区域図を「兵庫県 CG ハザードマップ 7）（地域の風水害対策情

報）」に掲載し、県民への周知に努める。 

兵庫県ホームページによる浸水想定区域図の周知 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 

7） 兵庫県CGハザードマップ：県民の防災意識の向上を図り、災害時に県民がより的確に行動できることを目指

して、風水害（洪水、土砂災害、津波、高潮）の危険度（浸水エリア、危険箇所等）や避難に必要な情報等

を記載した「CG ハザードマップ」を作成し、平成 17年 8月から県のホームページで公開している。

① 

兵庫県のホームページ（トップペー

ジ）の「防災情報内の CG ハザード

マップ」をクリックすると左図が表

示されます。 

左図①をクリックすると 

【CGハザードマップ】が表示 

 身の周りの危険箇所が地図で見

られます。 

兵庫県 HP 内の CG ハザードマップ トップページ 

浸水想定区域図 
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（1）ハザードマップの作成・配布 

市町は、県から提供された「浸水想定区域図」をもとに、これに避難所の位置

等の防災情報を記載した「ハザードマップ」を作成・配布するとともに最新の情

報を反映するよう努める。県は、CG ハザードマップの充実・周知に取り組む。 

ハザードマップの作成年月と更新年月 

水系名 市町名 
ハザードマップ 

作成年月 

ハザードマップ 

更新年月 
掲載先（URL） 

大津茂

川 

姫路市 平成 19 年 3月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

太子町 平成 20 年 5月 平成 24年 7 月 http://www.town.taishi.hyogo.jp/ 
dd.aspx?menuid=1913 

夢前川 姫路市 平成 19 年 3月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

船場川 姫路市 平成 20 年 3月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

市川 朝来市 平成 19 年 5月 ― http://www.city.asago.hyogo.jp/bousai/ 
bousaimap/index.htm 

神河町 平成 18 年 8月 平成 25年度中

に更新予定 

http://www.town.kamikawa.hyogo.jp/ 
forms/info/info.aspx?info_id=7569 

市川町 平成 20 年 3月 平成 23年 3 月 http://www.town.ichikawa.hyogo.jp/ 
forms/info/info.aspx?info_id=21858 

福崎町 平成 20 年 3月 ― http://www.town.fukusaki.hyogo.jp/bousai
-map/ 

姫路市 平成 18 年 3月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

八家川 姫路市 平成 20 年 3月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

西浜川 高砂市 平成 20 年 3月 平成 25年度中

に更新予定 

http://www.city.takasago.hyogo.jp/ 
index.cfm/6,7038,69,597,html 

天川 高砂市 平成 20 年 3月 平成 25年度中

に更新予定 

http://www.city.takasago.hyogo.jp/ 
index.cfm/6,7038,69,597,html 

姫路市 平成 20 年 3月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 
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（2）災害を伝える～まるごと・まちごとハザードマップ 

市町は、過去の災害を忘れないために、実績浸水深を公共施設等に明示するこ

とに努めるとともに、浸水実績がない、あるいは不明の場合には想定浸水深を表

示することに努め、現地において浸水時の状況をイメージするための一助とする。

また、県及び市町は、地先での実績浸水深や避難所の案内表示等についても今後

検討していく。 

出典：国土交通省 近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所  まるごとまちごとハザードマップ HP内 

（URL：http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/marumachi/） 

実績浸水深表示板 S51 災害･赤穂市役所 実績浸水深表示板 H21 災害･佐用町上月庁舎 

実績浸水深表示板 城崎総合地所 避難所案内表示板 小坂小学校前交差点 
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6-2．県民の情報の把握 

行政の｢知らせる努力｣と、地域住民の｢知る努力｣が相乗して、はじめて提供す

る情報が生きることになることから、県民は、県や市町から発信される防災情報

を収集し、水害リスクに対する認識の向上に努める。 

6-3．浸水による被害の発生に係る情報の伝達 

県及び市町は、県民の避難の助けとなる情報を迅速かつ確実に提供できるよう

情報提供に努める。 

市町は、水防計画への反映やフェニックス防災システムの増設等、提供された

情報の効果的・効率的な活用方法を検討する。 

県民は、情報を把握するとともに、他者への伝達により、自らそれぞれの安全

の確保に努める。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

県は現在、洪水時に水位局での 3時間後の水位予測及び氾濫予測を実施し、こ

れを市町や消防・警察へ配信することで的確な避難勧告等の発令や水防活動を支

援（フェニックス防災システム）しており、今後は予測の精度向上に取り組む。 

市町は現在、メール機能、ホームページ、防災無線、広報車等を利用してきめ

細かな情報発信に努めており、今後も的確な避難勧告等の発令に努めていく。 
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浸水による被害の発生に係る情報伝達に関する取り組み一覧 

実施主体 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画
地域 
全体 

県 

・市川水系を洪水予報河川に指定し、神戸地方気象台

と共同して洪水予報を発表し、TV 等のメディアを通

じて早期警戒避難を支援している。 

・水位局での 3時間後の水位予測及び氾濫予測を実施

し、これを市町や消防・警察へ配信することで的確

な避難勧告等の発令や水防活動を支援（フェニック

ス防災システム）している。 

・地上デジタル放送等を利用した水位情報等の配信を

実施している。 

・洪水時の水位予測等を市町へ配

信し、水防活動や避難勧告等の

発令の支援を図る。 

・継続して信頼性を高めていく必

要のある予測であるため、実績

洪水等を踏まえ、予測の精度向

上に取り組む。 

・今後も正確な配信に努める。 

朝来市 

・合併前に整備した旧町単位でのシステム（CATV、防

災無線）を使用し情報の伝達を行っている。 

・基本構想に沿った情報伝達シス

テムを整備する。（防災行政無

線） 

神河町 

・水位計及び消防団からの現地報告。 

・平成 25 年度から、水防本部が設置されて以降の雨

量・水位観測情報をＣＡＴＶで流す取り組みを行っ

ている。 

・町独自で水位計を７箇所、雨量計を８箇所設置し、

町ホームページのリンク先で確認できる。 

・従来に加え、24 年度設置の量水

標の水位報告を消防団より受

け、きめ細かな把握に努める。 

市川町 
・防災無線により情報伝達 ・いちかわ安心ネットの普及に努

める。 

福崎町 

・避難情報の発令基準を明確にしており、基準に達し

た場合の避難伝達手段についても計画の中で定め

ている。 

・防災行政無線を導入しており、併せて当該無線を活

用した「お知らせシステム」の加入推進に努めてい

る。 

・緊急速報メール（エリアメール）の活用 

・継続して、的確な発令に努めて

いく。 

・ふくさき防災ネットの加入促進

に努める。 

姫路市 

・避難勧告等の発令時には災害時情報発信マニュアル

に基づき緊急速報メール・ひめじ防災ネット・防災

行政無線（家島・香寺・夢前・安富）・ホームペー

ジ・FM げんき 79.3MHZ・ケーブルテレビ（WINK）等

により多元的・多重的に情報を発信している。また、

広報車や地元消防団による巡回広報等、きめ細かな

情報発信に努めている。 

・ひめじ防災ネットの普及に努め

る。

高砂市 

・避難情報の発令基準を明確にしており、基準に達し

た場合の情報伝達手段についても計画の中で定め

ている。 

・防災ネットたかさごによる緊急情報等の発信 

・緊急速報メールによる携帯電話への一斉配信 

・防災行政無線放送を補完する災害情報の電話応答サ

ービス（テレドームサービス） 

・広報媒体の多様化を図る。 

太子町 

・避難情報の発令基準を明確にしており、基準に達し

た場合の避難伝達手段について計画の中で定めて

いる。 

・たいし安全安心ネットによる緊急情報等の発信 

・緊急速報メールによる携帯電話への一斉配信 

・水位、気象等、各種データを取

得し迅速に避難伝達情報の発信

に努める。 
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① 雨量・水位情報 

県は、県民が洪水時における避難のタイミングを的確に判断できるよう、雨量

や河川水位のリアルタイム観測情報を県のホームページ「兵庫県 CG ハザードマ

ップ(地域の風水害対策情報)」や、NHK のデータ放送等を活用して発信する。 

兵庫県ホームページによる川の情報（雨量・水位等）の発信 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 

兵庫県のホームページ（トップペー

ジ）の「防災情報内の CG ハザード

マップ」をクリックすると左図が表

示されます。 

左図①をクリックすると 

【川の情報】が表示 

 県内各地の雨量・水位が 

見られます。 

① 

兵庫県 HP内の CG ハザードマップ トップページ 

川の状況（雨量・水位） 
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計画地域内の雨量・水位観測所 

種別 水系名 河川名 観測所名 所在地 

雨量 近畿その他 その他 家島(気象) 兵庫県姫路市家島町真浦字御室寺 

雨量 近畿その他 その他 家島 兵庫県姫路市家島町真浦 

雨量 近畿その他 その他 坊勢 兵庫県姫路市家島町坊勢 

雨量 市川 市川 姫路 兵庫県姫路市北条町 1丁目 

雨量 市川 市川 砥堀 兵庫県姫路市砥堀 

雨量 市川 市川 神崎 兵庫県神崎郡神河町東柏尾 

雨量 市川 市川 福崎 兵庫県神崎郡福崎町西田原 

雨量 市川 市川 小室 兵庫県神崎郡市川町小室 

雨量 市川 岡部川 下牛尾 兵庫県神崎郡市川町下牛尾 

雨量 市川 越知川 越知 兵庫県神崎郡神河町越知 

雨量 市川 越知川 上越知 兵庫県神崎郡神河町越知 

雨量 市川 小田原川 大河内 兵庫県神崎郡神河町上小田 

雨量 市川 犬見川 足尾 兵庫県神崎郡神河町長谷 

雨量 市川 その他 福崎(気象) 兵庫県神崎郡福崎町福崎新 

雨量 市川 市川 黒川 兵庫県朝来市生野町黒川 

雨量 市川 市川 生野ダム 兵庫県朝来市生野町竹原野 

雨量 市川 栃原川 栃原 兵庫県朝来市生野町栃原 

雨量 市川 その他 生野(気象) 兵庫県朝来市生野町口銀谷 

雨量 大津茂川 大津茂川 伊勢 兵庫県姫路市林田町下伊勢 

雨量 大津茂川 大津茂川 勝原 兵庫県姫路市勝原区下太田 

雨量 夢前川 夢前川 夢前 兵庫県姫路市夢前町前之庄 

雨量 夢前川 夢前川 下手野 兵庫県姫路市東夢前台３丁目 

雨量 夢前川 夢前川 坂根 兵庫県姫路市夢前町山之内 

雨量 夢前川 菅生川 菅生ダム 兵庫県姫路市夢前町莇野前山 

雨量 夢前川 菅生川 菅生澗 兵庫県姫路市夢前町菅生澗 

雨量 夢前川 菅生川 莇野 兵庫県姫路市夢前町莇野 

雨量 夢前川 その他 姫路(気象) 兵庫県姫路市神子岡前 

雨量 天川 天川 天川水門 兵庫県高砂市春日野町 

水位 市川 市川 砥堀 兵庫県姫路市豊富町御陰 

水位 市川 市川 植木 兵庫県姫路市飾磨区阿成植木 

水位 市川 市川 寺前 兵庫県神崎郡神河町鍛冶 

水位 市川 市川 福崎 兵庫県神崎郡福崎町福崎新 

水位 市川 市川 長谷(県) 兵庫県神崎郡神河町長谷 

水位 市川 越知川 神崎 兵庫県神崎郡神河町東柏尾 

水位 市川 市川 魚ヶ滝 兵庫県朝来市生野町上生野 

水位 大津茂川 大津茂川 勝原 兵庫県姫路市勝原区下太田 

水位 天川 天川 天川 兵庫県姫路市御国野町御着 

水位 天川 天川 牛谷 兵庫県高砂市春日野町 

水位 夢前川 夢前川 古知之庄 兵庫県姫路市夢前町古知之庄 

水位 夢前川 夢前川 書写 兵庫県姫路市書写 

水位 夢前川 夢前川 下手野 兵庫県姫路市東夢前台 3-128-1 

水位 夢前川 菅生川 護持 兵庫県姫路市夢前町護持 

水位 夢前川 菅生川 実法寺 兵庫県姫路市実法寺町松久保 

水位 夢前川 菅生川 山中 兵庫県姫路市夢前町莇野 
出典：国土交通省HP 川の防災情報(URL:http://www.river.go.jp/nrpc0302gDisp.do?areaCode=86) 
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NHK のデータ放送 

ひめじ防災 Web のホームページ（トップページ）の「雨

量情報」（左図の①）をクリックすると［雨量情報一

覧］が表示。流域内の雨量が見られます。 

河川氾濫の危険度を色別で表示 

NHK のデータ放送内（テレビのリモ

コンボタンの d ボタンを押す）で

も住んでいる地域ごとに河川の水

位と危険度を見ることができま

す。

左図の①には、 

水位の上昇にしたがって、河川の

氾濫の危険度を示しています。 

①

ひめじ防災 Webのホームページ（トップページ） 中播磨 

NHK データ放送の画面 

姫路市 ひめじ防災 Web 内による流域の河川の状況（雨量）の発信 

出典：姫路市ホームページ内 姫路防災Web(URL：http://www.city.himeji.lg.jp/bousai/) 

①

放映中の TV 画像 
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神河町 「神河町防災気象情報サイト」による雨量・水位観測情報の発信 

出典：神河町ホームページ内 神河町防災気象情報サイト(URL：

http://dim2web09.wni.co.jp/kamikawatown/pinpoint/index.html) 

神河町のホームページ（トップページ）の「自

然災害・地震情報 気象・防災情報」をクリ

ックすると左図が表示されます。

左図①をクリックすると

【雨量観測情報、水位観測情報】が表示。

神河町内各地の雨量・水位が見られます。

①

雨量観測情報画面（全体）

水位観測情報画面（全体）

雨量観測情報画面（詳細） 

神河町防災気象情報サイト（トップページ） 

水位観測情報画面（詳細） 
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② 河川監視画像（インターネット・ケーブルテレビ） 

洪水により甚大な被害が予想される箇所など水防上重要な箇所、本川・主な支

川の上流部等に河川監視カメラを設置しその画像を県民や市町へ配信しリアル

タイムに河川情報を提供することにより早期警戒避難を支援する。 

兵庫県ホームページによる河川監視画像の発信 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 

①

兵庫県のホームページ（トップページ）の「防

災情報内の CG ハザードマップ」をクリック

すると左図が表示されます。 

下図①をクリックすると 

【ライブカメラの情報】が表示 

 監視カメラの画像が見れます。 

情報を知りたい地域を選び 

マップ上の ボタンもしくは ボタ

ンを押すと該当する地点の画像が現れ

ます。 

兵庫県 HP 内の CG ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ 河川監視システム 

河川監視システム 地点別画面 
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計画地域内の河川監視画像 

水系名 河川名 局名 所在地 備考 
位置 

番号 

市川 市川 口銀谷 朝来市生野町口銀谷付近 １ 

市川 市川 寺野 神崎郡神河町寺野付近 ２ 

市川 市川 西川辺 神崎郡市川町西川辺付近 ３ 

市川 市川 砥堀 姫路市豊富町御陰付近 ４ 

市川 越知川 越知 神崎郡神河町越知付近 ５ 

市川 猪篠川 杉 神崎郡神河町杉付近 ６ 

市川 岡部川 下牛尾 神崎郡市川町下牛尾付近 ７ 

船場川 船場川 伊伝居 姫路市伊伝居付近 ８ 

大津茂川 大津茂川 新太田橋 揖保郡太子町太田付近 ９ 

天川 天川 御着 姫路市御国野町御着付近 １０ 

夢前川 夢前川 前之庄 姫路市夢前町前之庄付近 １１ 

夢前川 夢前川 下手野 姫路市東夢前台付近 １２ 

夢前川 菅生川 菅生潤 姫路市夢前町菅生潤付近 １３ 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 
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計画地域内の河川監視画像カメラ位置図 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 

市川（口銀谷） 1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

10 

11 

12 

13 

大津茂川（新太田橋） 9 
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③ 洪水予報 

県は、市川水系（河口～砥堀）について平成 22 年 9 月「洪水予報河川」に指

定し、県と気象台が共同して「洪水予報」を発表している。洪水予報には、はん

濫注意情報、はん濫警戒情報、はん濫危険情報、はん濫発生情報の４つがあり、

これらの情報を市町へ伝達し水防活動等に利用するほか、市町や報道機関を通じ

て地域住民の方々へ伝達している。 

洪水予報を実施する河川・区間 

河川名 区域 基準地点 発表者 

市川 

左岸 兵庫県姫路市砥堀字林ノ谷 

   1400 番の 22地先から 海まで 

右岸 兵庫県姫路市砥堀字荒砂 

   839 番地先から 海まで 

※1） 

砥堀観測所 

※2） 

兵庫県 

中播磨県民局 

神戸地方気象台 

※1）具体的には、姫路市を流れる市川の生野橋から河口までの区間になります。 

※2）砥堀観測所の水位予測を基にして、洪水予報を発表します。 

市川洪水予報の予報区間・基準点  

基準点 

（生野橋 

砥堀観測所） 
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④ 氾濫予測システム 

県は、市町が県民に対して実施する避難勧告等を的確に判断するために必要な

情報提供の一環として、河川水位の予測、氾濫予測を実施し、その結果を「フェ

ニックス防災システム 8）」を通じて市町等の防災関係機関に提供している。 

｢氾濫予測｣は、気象庁の降雨予測データをもとに洪水の危険度を判定するもの

である。具体には、気象庁から提供される 1kmメッシュでの実況降雨及び予測降

雨データ(3 時間先までの予測降雨)をもとに、河川の各区間の代表断面の 1,2,3

時間後水位が氾濫危険水位相当に達すると予測されると赤く表示する。これによ

り、避難勧告等を発令する範囲をある程度特定することが可能になる等、市町の

避難判断を支援する。 

今後は、データを蓄積するとともに予測精度の向上に努める。 

8) フェニックス防災システム：阪神･淡路大震災の教訓を踏まえて整備されたもので、地震災害だけでなく、あらゆる災害に迅速に対応できる総合的な防災

情報システムで災害情報や気象・水象観測情報の収集・提供、洪水等の予測情報を防災関係機関に提供し、迅速で的確な初動対応を支援するものである。県の関係機関

をはじめ、市町、消防機関、警察、自衛隊、ライフライン事業者等に防災端末を設置して、関係機関との連携を強化するとともに、情報の共有化を図っている。 

・詳細図面を表示 

10 分雨量 

氾濫のおそれを判定する水位 

予想水位 

現在の時間 
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⑤ 道路アンダーパス部の浸水情報 

道路アンダーパス部は、地形的に雨水が集中しやすい構造となっていることか

ら、通常の場合にはポンプ設備等により集まった雨水を外部に排出している。し

かし、近年多発する異常豪雨など想定を超える大雨に際しては、ポンプ等では排

水しきれずに道路アンダーパス部が冠水し、車両が水没する事故が相次いでいる。

このような事故を防止するため、道路アンダーパス部に冠水情報板等の設置を推

進する。 

県では、冠水事故防止対策として、下記の取り組みを行っている。 

冠水情報板の設置 

冠水対策用表示板（注意喚起看板・水深表示板・地名表示板）の設置 

道路冠水情報システムの構築 9）

冠水情報板の高輝度 LED 式化 

9） 道路冠水情報システムポンプ排水等の強制排水が必要な箇所において、冠水情報板の情報を

緊急対応業者、地元警察、消防署へ自動電話音声により伝達するシステム。 

字幕式 
冠水情報板 

高輝度 LED 式 
冠水情報板 

冠水情報板の設置 

冠水対策用表示板の設置 
（水深表示板・地名表示板） 

冠水情報板の高輝度 LED 式化 

地名表示板

水深表示板

通行止め基準
水深表示板
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アンダーパス(国道・県道・市道・町道)設置個所一覧 

路線名 
上部交差 
物件名 

住所 道路管理者 
警報・ 
情報板 

国道 312 号 JR 山陽本線 姫路市御国野町御着 187 地先 
姫路土木事務所 
(道路第２課) 

設置 

県道 417 号 
(一)広畑青山線 

JR 山陽本線 姫路市広畑区北河原町 81 地先 
姫路土木事務所 
(道路第２課) 

設置 

県道 516 号 
(一)姫路環状線 

JR 山陽本線 姫路市飾磨区山崎台 80 地先 
姫路土木事務所 
(道路第２課) 

設置 

県道 39 号 
(主)一宮生野線 

JR 播但線 神河町栗 120-2 
姫路土木事務所 
(福崎事業所) 

設置 

市道幹第 68 号線 JR 山陽本線 姫路市別所町 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道別所 24 号線 JR 山陽本線 姫路市別所町 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道別所 86 号線 JR 山陽本線 姫路市別所町 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道幹第 46 号線 
JR 山陽本線・ 
山陽新幹線 

姫路市阿保～東郷町 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道幹第 22 号線 山陽電鉄 姫路市延末 1～東延末 2 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道幹第 52 号線 姫路市霊苑 姫路市岩端町～龍野町 6 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道白鳥 130 号線 JR 姫新線 姫路市西夢前台 2 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道白鳥 135 号線 国道 2号 姫路市西夢前台 3 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道高岡 102 号線 JR 姫新線 姫路市東夢前台 3 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道高岡 104 号線 国道 2号 姫路市東夢前台 3 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道幹線第 3号線 山陽電鉄 姫路市久保町 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

町道 大貫山田線 中国自動車道 福崎町大貫 2081-6 
福崎町 

（まちづくり課） － 

町道 振古川線 JR 播但線 市川町小谷 8-19 市川町 － 

市道 穴原線 JR 播但線 朝来市生野町真弓 572-6 朝来市 － 

出典：近畿道路冠水危険個所マップ（国土交通省 近畿地方整備局 道路部 道路管理課）、市町提供資料 
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⑥ 「ひょうご防災ネット 10)」よる情報発信 

県及び市町は、携帯電話等のメール機能を利用した「ひょうご防災ネット」に

より、気象情報等の緊急情報や避難情報等を登録している県民に直接配信する。

今後、登録者数のさらなる増加を目指して県民や自主防災組織等に登録を働きか

けていく。 

ひょうご防災ネットのイメージ 

市町毎にも避難情報等のメールを配信するシステムが構築されており、空メー

ルを送信し、返信されるメールに記載された URL にアクセスすると登録が完了と

なる。 

各市町版防災ネット 

市町名 名称 登録方法 備考 

朝来市 
あさご安心 
安全ネット 

asago@bosai.net  へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

市川町 
いちかわ安心
ネット 

ichikawa@bosai.net へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

神河町 
防災ネット 
かみかわ 

kamikawa@bosai.net へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

福崎町 

お知らせ 
システム 
ふくさき防災
ネット 

http://www.town.fukusaki.hyogo.jp/ 
bousai/mobile で登録 
fukusaki@bosai.net へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

平成 26 年度にひょうご
防災ネットに参加予定 

姫路市 
ひめじ防災 
ネット 

himeji@bosai.net  へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

高砂市 
防災ネット 
たかさご 

takasago@bosai.net へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

太子町 
たいし安全 
安心ネット 

taishi@bosai.net  へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス

10） ひょうご防災ネット：ラジオ関西が構築した携帯ホームページネットワークで、携帯電

話のメール機能を利用して、気象警報や河川情報、避難情報、災害情報等の緊急情報を登録

者に直接配信するシステム。（PC版 URL：http://bosai.net/regist/） 
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6-4．浸水による被害の軽減に関する学習 

県民は、災害時に的確な避難ができるよう、防災リーダーの育成や防災マップ

の作成等により、浸水被害対策の重要性を認識し、自主防災組織 11)等の活性化を

図るなど、「自助」「共助」の取り組みを進めるとともに、県及び市町はこれを支

援する。 

（1）自主防災組織の結成推進や活性化 

計画地域の自主防災組織の結成推進や活性化に取り組む。 

県及び市町は、自然災害が発生した場合、地域の自主防災組織の一員として、

防災活動に積極的に取り組む地域防災の担い手を育成するため、防災研修を実施

する（ひょうご防災リーダー講座、防災に関する出前講座等）。 

県は、地域防災力向上のため、自主防災組織等が主体となり実施する事業や、

地域と学校が連携して実施する防災訓練等の取り組みを支援する（ひょうご安全

の日推進事業助成制度、ひょうご防災特別推進員）。 

11）自主防災組織：災害対策基本法第 5条 2において規定されている、地域住民による任意の防

災組織である。自分、家族、隣人、自分たちの町を自らが守るという住民の隣保協同の精神

に基づく自発的な防災組織である。  

平成 25 年度中播磨地域

防災リーダー講座 

ひょうご安全の日 

推進事業助成制度 

ひょうご防災 

特別推進員 
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■計画地域での特徴的な取り組み 

県は現在、「ひょうご防災リーダー講座」等を開催しており、今後も防災研修

を実施する。 

姫路市では、現在、自主防災会の活動の啓発や自主防災組織の災害対応の手引

書の作成、自主防災組織リーダー研修を実施している。 

高砂市では各自主防災組織の代表に「ひょうご防災リーダー講座」の受講を促

進しており、市川町や福崎町でも、「ひょうご防災リーダー講座」の受講促進を

図る。 

防災リーダーの育成に関する取り組み一覧 

実施主体 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画
地域 
全体 

県 

・平成 16 年度から地域防災力の向上をねら

いとして「ひょうご防災リーダー講座」

を開催し、人材の育成に努めている。 

・平成 25 年度に「中播磨地域ひょうご防災

リーダー講座」を実施 

・「ひょうご安全の日推進事業助成制度」

により、自主防災組織等を支援している。 

・平成 28 年度に「中播磨地域ひょうご

防災リーダー講座」を実施。 

朝来市 ・自主防災会の活動の啓発 ・左記を継続的に実施 

神河町 ― 

・自主防災組織に対し、ひょうご防災

リーダー講座への積極的な参加を呼

びかける。 

市川町 ― 
・ひょうご防災リーダー講座受講に係

る案内を配布する 

福崎町 ― 

・自主防災組織に対し、ひょうご防災

リーダー講座への積極的な参加を呼

びかける。 

姫路市 
・自主防災組織の災害対応の手引書を作成 

・自主防災組織リーダー研修の実施 

・左記を継続的に実施 

高砂市 

・各自主防災組織の代表には、ひょうご防

災リーダー講座の受講を促している。 

・市防災訓練参加や出前講座実施 

・左記を継続的に実施 

太子町 
・防災リーダーが町防災訓練で自主防災組

織へ指導や町主催の防災講演会等に参加 

・左記を継続的に実施 
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（1）防災マップの活用 

市町は、地区毎の防災マップを作成の上、地域住民が安全に避難できるよう作

成した防災マップの普及・活用に努める。 

県民は、過去の災害情報、避難経路、避難経路上の危険箇所、必要な防災対応

などを地域住民自らの手で地図に記載する「手づくりハザードマップ」を作成し、

水害リスクの認識の向上に努めるとともに、自主防災組織等の活性化を図る。ま

た、手づくりハザードマップの作成に際しては、防災リーダーが中心的な役割を

担い、必要に応じて防災に経験豊富な NPO 法人等の支援を得る。 

県及び市町は、住民の防災意識の向上や避難路の周知徹底など大きな役割を担

う手作りハザードマップづくりが各地区で広がるよう、研修会の開催等により支

援していく。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

市町は現在、防災マップの作成・配布を行っており、今後も継続的に実施して

いくとともに訓練等での活用方策についても検討する。 

防災マップ作成地区数 

市町名 防災マップ作成地区数 手作りハザードマップへの取り組み状況 

朝来市 全 7 地区中 7 地区で作成 未作成 

神河町 全 39地区中 39地区で作成 未作成 

市川町 全 26地区中 0 地区で作成(今後、作成を検討) 未作成 

福崎町 全 33地区中 11地区で作成 未作成 

姫路市 

全 72地区中 61地区で作成 

平成24年度から5年を目途に全72地区で

作成予定。H24年度に 10地区、H25年度に

19地区、H26 年度に 18地区、H27 年度に

14地区作成。 

高砂市 全 8 地区中 8 地区で作成(連合自治会) 自主防災会 3地区で作成 

太子町 全 67地区中 67地区で作成 未作成 

防災マップの作成・支援に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

朝来市 
・平成 19 年 5 月に地域別防災マップを作成

し全戸配布済み。 

・今後、市の作成した防災マップを基に地区独自
の手作りハザードマップの作成を自主防災会
に推進する。 

神河町 

・平成 24 年度で、全 39 集落の防災点検を実
施し、詳細に重要水防区域や危険指定を把
握した。これを生かしたマップ作成、全戸
配布を行う。 

・全戸配布したマップの有効利用のため、区長会
等でマップの活用方法を継続して説明する。 

市川町 
平成 16 年度に市川町防災マップを作成し全

戸配布済み。 
・今後、町の作成した町全体の防災マップを基に

各地区独自の防災マップの作成を検討する。 

福崎町 
・平成 19 年度に町で地域別防災マップを作

成し全戸配布済み。
・今後、自主防災組織による各地区独自の防災マ

ップの作成を促進する。 

姫路市 

・地域防災マップづくり事業を実施している
（地区連合自主防災会が主体となって行
い、市は作成にあたり、ワークショップの
開催やまち歩きの実施等について支援 

・平成 24 年度から市内全地区において 5 カ年計
画で実施している。 

高砂市 ・出前講座での地域防災マップ作成推進 ・左記を継続的に実施 
太子町 ・各自治会ごとに防災マップを作成し配布 ・今後、訓練等での活用方策について検討する。 
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姫路市：防災マップ(英賀保地区) 

太子町：防災マップ（町与自治会） 

高砂市：防災マップの作成支援 

に対する取り組み 
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6-5．浸水による被害の軽減のための体制の整備 

浸水による被害を軽減するためには、水防団等による水防活動の充実や住民の

円滑な避難行動が重要であることから、市町は、これらの体制の整備として、「水

防活動への支援」及び、わかりやすい避難所の表示や避難時に地区内で住民同士

が助け合う「円滑な避難体制の整備」も行う。さらに、各市町だけでの復旧が困

難な大規模水害に備えた幅広い連携体制として、救援活動等に対する国、県、他

市町、民間事業者との「協定締結に関する取り組み」に努める。 

県は、迅速な水防活動や避難勧告等の発令を支援するため、河川水位の予測等

の情報を「フェニックス防災システム」により市町や消防機関等に提供する。 

（1）水防活動等への支援 

市町は、洪水時には各市町が定める水防計画に基づき、水防活動を行うことと

なるが、少子高齢化や過疎化により水防体制の弱体化が懸念されることから、災

害モニター制度の活用等により情報収集に努めるとともに、河川やため池等の巡

視、点検等が、迅速に行えるような体制づくりに努める必要がある。このため、

水防活動や自主防災組織等への支援に関する取り組みを推進する。 

計画地域の消防団数及び団体人数 

市町名 団体数 団体人数 

朝来市 5 分団 140 人 

神河町 32 分団 708 人 

市川町 26 分団 600 人 

福崎町 1団 32 分団 600 人 

姫路市 8団 72 分団 3125 人 

高砂市 7 分団 674 人 

太子町 51 分団 422 人 

■計画地域での特徴的な取り組み 

市町は現在、自主防災組織への資器材の提供や助言、防災訓練等の自主的な取

り組みに対する支援等を実施している。 

姫路市では、「姫路市浸水危険箇所連絡会議」を設置し、各部局で把握してい

る浸水危険箇所の情報を共有している。 

高砂市では、土のうの分散備蓄を推進しており、今後も継続的に実施する。 
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水防活動等への支援に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

朝来市 ― 
・自主防災組織等で行われる防災訓練等の

自主的な活動を積極的に支援 

神河町 

・既に結成されている自主防組織に対

し、防災講演の受講や支部ごとの防

災訓練実施をサポートする。 

・現在の取り組みを継続しつつ、新たに有

効な訓練等を模索・実践する。 

市川町 ― 

・校区毎に地域防災訓練を実施し、自助・

共助による活動に対し積極的に支援す

る。 

・河川やため池等の巡視、点検等が、迅速

に行えるような体制づくり 

福崎町 ― 

・地域防災訓練時に消費期限前の防災備蓄

物資の提供を行う等、積極的に支援を実

施 

姫路市 

・自主防災会の行う防災活動を支援す

るため 30 種のメニューから、申請に

より、資機材を交付する。 

・「姫路市浸水危険箇所連絡会議」を

設置している。【再掲】 

・現在の取り組みを継続実施していく 

・左記を継続して実施 

高砂市 

・地元に対し、水防訓練等により防災

指導を実施 

・土のうの分散備蓄を推進している。 

・自主防災組織等で行われる防災訓練等の

自主的な活動を積極的に支援 

太子町 

・地域の防災訓練時に町職員や消防職

員による活動面での指導を実施して

いる。 

・現在の取り組みを継続実施していく。 
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（2）円滑な避難体制の整備 

市町は、計画地域が超高齢社会 12)であることや豪雨時や夜間といった状況下で

の避難も考慮し、避難所への避難経路の設定に際しては、危険箇所を避けて設定

し、災害時にも避難経路がわかりやすい案内板等の設置に努める。さらに、一律

に指定避難所へ避難するのではなく、想定される浸水深や避難時の状況等に応じ

て、垂直方向の避難（建物の上層階への避難等）の避難方法についても検討する。 

また、市町は、災害時要援護者台帳の整備等により、要援護者の把握に努め、

水害発生時に災害時要援護者が円滑に避難できるよう、地区内で住民同士が助け

合う取り組みの推進に努める。 

計画地域の関係市町における 65 歳以上の割合 

市町名 65歳以上の割合（％） 

（2010 年度） 

朝来市 30.3 

神河町 30.6 

市川町 28.0 

福崎町 23.8 

姫路市 21.7 

高砂市 21.4 

太子町 19.6 

（平成 22年国勢調査より） 

■計画地域での特徴的な取り組み 

神河町では現在、広域避難所看板の設置、要援護者管理システムの整備及び避

難路等の防災点検を実施しており、今後、これらシステムや情報等を円滑に活用

する。また、防災点検時に行政と町民による避難所へのルート確認や文書「災害

に対する心得」の配布により円滑な避難の意識醸成を図っている。 

姫路市では、地域の要援護者をまとめて「災害時要援護者台帳」の整備を行い、

今後も更新予定である。また、垂直避難と水平避難の運用について自治会単位で

検討し、今度、適切な避難方法の周知に努めていく。 

高砂市では、円滑な避難のため、電柱の巻付広告へ海抜や避難所誘導等の防災

表示設置取り組むほか、浸水による車両被害を軽減させるため、車両一時避難場

所を設けている。 

太子町では、要援護者システムを活用し、水害時等、迅速に避難出来るよう各

自治会に情報提供している。 

12）超高齢社会：高齢化率（65 歳以上の人口が総人口に占める割合）が 21%を超える社会をいう。 
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円滑な避難体制の整備に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

朝来市 

・水害発生時に災害時要援護者が円滑に避難できるよう、地

区内で住民同士が助け合う取り組みの推進に努めている。 

・1 地域自治協議会で協議会地区内の避難施設表示板を設置

済。Ｈ25 年度に避難所表示板を 230 ヶ所の設置予定 

・左記を継続的に実施 

・左記の円滑活用 

神河町 

・集落単位の、防災講演受講や防災訓練の手助けを実施して

いる。 

・文書「災害に対する心得」を配布している。 

・集落防災点検時に、重要水防区域と避難所へのルートを相

互確認している。 

・30 箇所に量水標を設置している。【再掲】 

・11 箇所に広域避難所看板を設置している。 

・39 集落ごとに、行政と地区役員で避難経路の危険箇所等の

防災点検を実施している。（ハザードマップの見直しに反

映予定） 

・要援護者管理システムを整備している。 

・左記を継続的に実施 

・左欄の円滑活用 

市川町 
・水害発生時に災害時要援護者が円滑に避難できるよう、地

区内で住民同士が助け合う取り組みの推進に努めている。 

・左記を継続的に実施 

福崎町 

・水害等に備え、要援護者の避難支援を迅速かつ的確に行う

ため、平常時から要援護者に関する情報の把握、防災情報

の伝達手段・体制の整備及び避難誘導等の支援体制の確立

を目的として、H21 年度に「災害時要援護者避難プラン」を

作成し、H23 年度までに要援護者名簿及び要援護者ごとの個

別支援計画の作成を完了した。 

・全ての避難所に、案内板を設置済み。 

・名簿等の更新を継続的に実

施 

姫路市 

・ハザードマップに基づき、浸水被害のおそれが有る場合、

垂直避難と水平避難のどちらが適切か自治会単位で検討 

・市内の各地区で、自主防災会や民生委員・児童委員、消防

団、社協支部等による「災害時要援護者地域支援協議会」

を組織し、地域の要援護者の情報をまとめた「災害時要援

護者台帳」の整備を行った。 

・住民同士が互いに災害情報を共有できる仕組みである「ひ

めじ減災プロジェクト」を導入。 

・市民に避難方法を周知 

・「災害時要援護者地域支援

協議会」に対して「災害時

要援護者台帳」の更新作業

の委託を行う。 

高砂市 

・水害発生時に災害時要援護者が円滑に避難できるよう、地

区内で住民同士が助け合う取り組みの推進に努めている。 

・市内の避難所については、看板設置済。平成 25 年度で海抜

表示板を公共施設・電柱に（100 箇所）設置済 

・関電柱管理会社と電柱巻付広告看板の新規及び取替え時に、

電柱の巻付広告を利用した「公共電柱広告」として、防災

表示（津波に関する海抜表示スペース・避難所誘導等）を

設ける旨の覚書締結済 

・車両被害を軽減させるため、車両一時避難場所を設けてい

る。 

・左記を継続的に実施 

・今後も更なる場所指定を行

っていく。 

太子町 

・要援護者システムを活用し水害時等、迅速に避難出来るよ

う各自治会に情報提供している。 

・全指定避難場所標識 22 箇所設置済み。 

・左記を継続して実施（変更

箇所の情報提供等） 
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（3）協定締結に関する取り組み 

大規模水害時には、各市町だけでの発災直後の対応・復旧は困難であり、国、

県、他市町ほか、民間事業者等にも応援要請を行うことが必要となる。このため、

市町は災害時の応援要請が迅速かつ円滑に行えるよう、平時から応援協定の締結

や民間事業者等との幅広い連携体制のさらなる構築に努める。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

朝来市、神河町、市川町、福崎町、高砂市、太子町では、すでに民間事業者等

との協定を締結している。 

姫路市では、地域防災の貢献に意欲のある事業所を『姫路市地域防災貢献事業

所』として登録・公表している。 

民間事業者との協定締結に関する取り組み一覧 

実施主体 現在の取り組み 

朝来市 

・市内民間事業者等（災害時応援協定や水道災害相互応援協定など各種応援協定に参

加している、県、市町、協会、組合）と協定を締結し、発災時の円滑な避難・救援・

啓開活動に備えている。 

神河町 

・町内郵便局との災害時相互協力協定 (H18.4.1） 

・町内建設業協会との応急対策業務協定 (H22.7.15)  

・キンキサイン㈱との飲料用水の提供に関する協定 (H24.5.25) 

市川町 

・町内建設業協会との応急対策業務協定（H24.4.1） 

・町内スーパーマーケットとの災害時における食糧、生活必需品の確保に関する協定

（H21.11.1) 

福崎町 
・『災害時における食糧、物資の供給に関する協定』を民間業者と締結しており、災

害時により速やかにより円滑に物資を供給できるようにしている。 

姫路市 

・地域防災の貢献に意欲のある事業所を、『姫路市地域防災貢献事業所』として登録・

公表し、平常時から従業員や地域住民の防災意識の啓発を図るとともに、災害が発

生した時には事業所の持つ能力を重要な防災力として活用することにより、地域防

災力の向上を図っている。 

高砂市 
・民間事業者等（高砂市社会福祉協議会、一部の自治会の個別企業ではなく団体）と

協定を締結し、発災時の円滑な避難・救援・啓開活動に備えている。

太子町 
・避難所の提供及び情報掲載、物資の供給等の協定を締結し、円滑な避難、救援、啓

開活動に備えている。 
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6-6．訓練の実施 

県及び市町や防災関係機関、ライフライン関係機関で構成する「水防連絡会」

を毎年、増水期前に開催し、重要水防箇所の見直し等に関する情報の共有を図る。 

県及び市町は、大規模洪水時（堤防破堤やゲリラ豪雨による内水浸水等）を想

定した実践的な演習を行うとともに、県民や防災関係機関と連携して水防訓練を

実施する。 

県民は、水防訓練等に積極的に参加する。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

姫路市における水防上危険が予想される箇所における合同現地踏査等、各市町

は現在、水防訓練や防災訓練を実施しており、今後も継続的に取り組む。 

訓練の実施に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計
画
地
域 
全
体 

県 

・毎年増水期前に県・市町や防災関係機関

で構成する「水防連絡会」を実施し、水

防に関する相互の情報共有や連携強化

に努めている。 

・平成 25 年度兵庫県・播磨広域・姫路市

合同防災訓練を実施する。 

・今後も継続して実施し連携強化に努め

る。 

・平成 28 年度南海トラフ地震住民一斉避

難訓練・合同防災訓練を実施する。 

・大規模災害を想定した演習を地域住民

とともに開催し、発災時の円滑な避

難・救援・警戒活動に備える。 

朝来市 
・各地域で地域防災訓練が実施されてい

る。 

・地域主催の地域防災訓練の実施を促進

する。 

神河町 
・自主防が実施する総合防災訓練への参加 

・県や近隣地域の訓練・講演への参加 

・左記を継続的に実施 

市川町 ・校区毎に地域防災訓練を実施している。 ・左記を継続的に実施 

福崎町 

・町の地域づくり事業を活用した防災訓練

の実施 

・2年に 1度、水防訓練を実施している。 

・左記を継続的に実施 

姫路市 

・各消防署単位で、各地区水防訓練の実施 

・水防上危険が予想される箇所における合

同現地踏査の実施 

・左記を継続的に実施 

高砂市 
・5月に水防訓練を実施した。また、10 月

に総合防災訓練を実施した。 

・訓練への多くの住民参加と、地域主催

の地域防災訓練の実施を促進する。 

太子町 

・毎年 10 月に防災訓練（発災対応型）を

実施している。 

・今後も継続して実施し、危機管理意識

の向上と地域主催の地域防災訓練の実

施を促進する。 

H22 太子町 防災訓練   H22 高砂市 総合防災訓練  H24 姫路市防災訓練 

ゲリラ豪雨体験 
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6-7．建物等の耐水機能 

県民は、敷地の地形の状況や市町が配布するハザードマップ等を確認し、自ら

が所有する建物等に浸水が見込まれる場合は、「建物等の耐水機能に係る指針」

（平成 24 年 5 月,兵庫県）に基づき、敷地の嵩上げや遮水壁の設置、電気設備

の高所配置等、耐水機能を備えることに努める。 

県及び市町は、地域防災計画に定める防災拠点施設や避難所に浸水が見込まれ

る場合は、耐水対策の必要性を検討し、実施する。また、県は、浸水機能を備え

ることが計画地域における減災対策に特に必要と認め、所有者等の同意を得られ

た建物等を指定耐水施設に指定（条例第 45 条）し、建物所有者は耐水機能を備

え、維持するよう努める。 

耐水機能の主な例 

■計画地域での特徴的な取り組み 

福崎町では現在、防災拠点となる公共施設において、電気設備を高所に設置し

ており、朝来市、高砂市、太子町でも今後実施する。 

高砂市では、出前講座、広報誌等において、家屋の通気口に発泡スチロールを

用いて浸水を軽減する方法等を紹介している。 

建物等の耐水機能を備えるための取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画
地域 
全体 

県 ― 

・減災対策に特に必要と認める建物等を所

有者等の同意を得た上で、指定耐水施設

として指定する。 

朝来市 ― 
・防災拠点となる公共施設では、電気設備

を高所に設置する。 
神河町 ― ― 
市川町 ― ― 

福崎町 
・防災拠点となる公共施設では、電気設

備を高所に設置している。 

・左記を継続的に実施 

姫路市 ― ― 

高砂市 

・出前講座、広報誌等において、家屋の

通気口に発泡スチロールを用いて浸

水を軽減する方法等を紹介している。 

・防災拠点となる公共施設では、電気設備

を高所に設置する。 

太子町 ― ― 
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6-8．浸水による被害からの早期の生活の再建 

阪神・淡路大震災の経験と教訓から創設された共済制度である「フェニックス

共済」は、被災後の住宅及び家財の再建を支援する仕組みであり、特に住宅再建

共済は県全体の加入率が 9.0％（平成 25年 12 月 31 日現在）に対し、計画地域の

市町の加入率は近年、平成 16 年、平成 21 年と災害が重なり、地域住民の災害に

対する意識が高いこともあり、10.2％と県全体より高い。 

今後も、県民は、水害からの早期復旧を図るため「フェニックス共済」等の加

入に努め、県及び市町は加入促進に努める。 

※計画対象流域外の加入者も含んだ戸数 

区分 

住宅再建共済制度 家財再建共済制度 

加入 

戸数 

加入率

（％） 

加入 

戸数 

加入率

（％） 

朝来市※   1,390 13.4 %    419 3.8 % 

神河町※     984 26.8 %    345 9.4 % 

市川町※     864 21.3 %    231 5.6 % 

福崎町※     884 14.7 %    321 5.0 % 

姫路市※ 15,784  9.1 %  5,254 2.8 % 

高砂市※   4,017 14.1 %  1,480 4.6 % 

太子町※   1,397 14.9 %    398 3.9 % 

合計 

（3市 4町）
 25,320 13.3 %  8,448 3.2 % 

全 県 166,509  9.4 % 49,838 2.5 % 

フェニックス共済パンフレット 

フェニックス共済加入状況（H28.8.31 現在） 
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7．環境の保全と創造への配慮 

河川対策を実施する際には、「ひょうご・人と自然の川づくり」の基本理念や

基本方針に基づき、「ひょうごの川・自然環境調査 13）」の結果を踏まえて河川整

備を行うものとする。すなわち、“安全ですこやかな川づくり”、“流域の個性や

水文化と一体となった川づくり”、“水辺の魅力と快適さを生かした川づくり”と

いう基本理念のもと、生態系、水文化・景観、親水にも配慮した河川整備を実施

する。 

加えて、県が「生物多様性基本法」に基づき、平成 21 年 3 月に策定した「生

物多様性ひょうご戦略」を踏まえて、河川整備に際しては多様な生物の生活環境

等に与える影響を可能な限り回避･低減または代替できる環境保全措置を講じ、

生物多様性の保全に配慮した川づくりに取り組む。 

また、森林や水田・ため池等を対象とした流域対策を実施する際にも、これら

の自然環境、生物環境、景観等に配慮した事業を行う。 

7-1．河川環境に配慮した河道改修や連続性の確保 

中播磨流域の河川においては、豊かな河畔林や河川特有の植生が多く生育して

おり、小動物や鳥類、魚類等の多様な生物の生息・生育・繁殖の場となっている。

そのため、河川整備における河床掘削や河道拡幅においては、生態系にとって重

要な河畔林や河川植生を保全するように努めるとともに、河道を改変する場合に

は、在来植生が生育していた表土の再利用や段階的な施工を行う等、河川、植生

が早期に回復するようにする。 

また、河川改修にあたっては、瀬や淵の保全再生を図るとともに、河川内の巨

石を可能な限り残す等、魚類等の生息に配慮する。さらに、魚類等の生息分布域

の拡大と河川の連続性を回復するために、関係機関と連携し、改善効果の高い横

断工作物から状況に応じて魚道の整備や構造物の改築等を順次行うとともに本

川とワンド・たまりの連続性に配慮した河川整備を行う。 

13）ひょうごの川・自然環境調査：生物にとって重要な環境要因と生物との対応関係を明らかに

し、人と自然が共生する川づくりを効果的に推進するための基礎情報として活用していくこ

とを目的として、兵庫県が県下 14 水系を対象に、平成 14年度から進めている調査。 
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7-2．参画と協働による川づくり 

県民の参画と協働による河川の維持や整備として川づくりを実践するため、観

察会等、河川愛護活動団体とのネットワークの強化を図ることで、河川愛護に向

けた県民意識の向上と河川環境の保全に取り組む。 

7-3．森林環境の保全 

森林は流出抑制機能や保水機能を有するだけでなく、生物多様性保全機能、地

球環境保全機能、物質生産機能、快適環境形成機能、保健・レクリエーション機

能、文化機能等の多面的機能を有する。流域対策としての森林の整備や保全を推

進することにより、これらの多面的機能を有する森林環境を保全する。 

7-4．水田・ため池環境の保全 

計画地域の水田やため池については、化学肥料や農薬の使用を制限した環境創

造型農業の普及が進められているほか、ほ場整備やため池改修にあたっては、生

態系や景観等、環境との調和への配慮が義務づけられている。また、ため池につ

いては、クリーンキャンペーン等を通じて管理者や地域住民による環境保全活動

が行われている。 

流域対策を実施する際にはこれらの取り組みも踏まえ、水田・ため池の自然環

境や景観保全に配慮する。 
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8．総合治水を推進するにあたって必要な事項 

8-1．県民相互の連携 

県民は、地域やグループでの勉強会の開催、各戸貯留への取り組み等、総合治

水や環境保全等に関わる自主的な活動を推進するよう努める。県は、総合治水等

に関する取り組みが推進されるよう、各団体や市町と連携し、活動の援助に努め

る。 

8-2．関係者相互の連携 

土地の利用に関する計画、河川等の整備、公共下水道の整備等については、中

播磨(市川流域圏)地域総合治水推進協議会の場等を活用して連携を図る。 

土地の利用に関する計画に当たっては、当該土地の河川の整備状況、災害発生

のおそれの有無、水源の涵養の必要性等を踏まえて策定するものとする。 

8-3．財源の確保 

総合治水は県・市町・県民が協働して推進するものであり、雨水貯留浸透等の

取り組みは、施設管理者が自らの負担で実施、維持管理することを基本としてい

る。 

県及び市町は、自らが所有する施設について、率先して雨水貯留施設等の整備

に取り組むとともに、補助金等、有利な財源の確保に努める。 

また、県及び市町は、市町や県民の取り組みを促進するための財政的支援等に

ついて、ニーズや整備効果を踏まえ、検討を進める。 

8-4．計画の見直し 

中播磨（市川流域圏）地域総合治水推進協議会は、本計画策定後も存続し、県、

市町及び県民は、推進協議会において、計画の進捗状況を把握の上協議し、県は

推進協議会での協議を踏まえて推進計画を適宜見直す。 
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8-5．モデル地区 

計画地域において総合治水を推進していくためには、各主体が総合治水にかか

る取り組みについて十分に理解するとともに、県民・関係者相互の連携が重要で

ある。 

このため、計画地域内にモデル地区を設け先導的な取り組み事例や効果等の情

報発信を行い、推進協議会等を通じてその共有を図る等、計画地域全体に総合治

水にかかる取り組みへの理解を深めていくこととする。 

モデル地区は、これまでの浸水被害の状況や地区での取り組み状況等を踏まえ、

計画地域南部のモデル地区として、船場川上流地区（姫路市）、計画地域中北部

のモデル地区として、七種川地区（福崎町）を選定する。 

また、平成 29 年３月 22 日、国土交通省は、姫路市が申請した「八家川流域浸

水対策プラン」を「100mm/h 安心プラン」に登録した。今後はプランの実施に向

け、集中的な整備に取り組む予定となっているため、計画地域南部のモデル地区

として、八家川地区（姫路市）を選定する。 

モデル地区位置図 

八家川地区 

（姫路市）

船場川上流地区 

（姫路市）

七種川地区 

（福崎町）
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9．モデル地区での取り組み 

9-1．船場川上流地区（姫路市） 

（1）モデル地区の概要 

流域の大半が市街地である船場川周辺では、下流部より河川改修事業を進めて

いるが、上流地区において、平成 16 年 10 月の台風 23 号をはじめ、浸水被害は

決して少なくはない。 

このため、船場川上流地区では、河川下水道対策として、県が姫路競馬場で調

節池の整備を行い、下流域の洪水時流量の軽減を図るとともに、市の雨水排水計

画についても最近の局地的なゲリラ豪雨の増加傾向を考慮し、下水道の計画規模

を 49.5mm/hr（年超過確率 1/10）に引き上げる見直しを行った。 

また、流域対策においては、校庭貯留をはじめ、雨水貯留タンクの設置や雨水

浸透桝の試験施工等にも取り組んでいる。 

さらに、減災対策においても、地域が主体となって「地域の防災マップづくり」

が進められている等、地域の防災・減災対策にかかる取り組み意識は高い。 

このように、各対策において先導的な取り組みが行われていることから、これ

ら総合治水の取り組みをさらに推進し、また、計画地域全体へこれらの取り組み

が広がっていくよう、積極的な情報発信を行うモデル地区として選定する。 

船場川（姫路市） 
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船場川上流地区（姫路市） 

S=1:40,000 

洪水 
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（2）主な取組内容 

① 河川下水道対策 

県は、河川対策として、船場川において姫路競馬場における調節施設や護岸（パ

ラペット）の整備を進める。 

姫路市においても、雨水排水計画に基づき、雨水排水施設整備を進める。 

河川下水道対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

河川対策 船場川 

調節施設 

姫路競馬場において洪水調

節施設の整備を行う。 

県 ・調節池容量約 120千 m3

・水深約 7m 

・調節池の面積約 2.5ha 

船場川 

護岸（パラペ

ット）整備 

姫路城及び周辺地区の歴史

的な街並みと一体となる治

水対策（水防壁）の構築。 

県  

下水道(雨水) 

対策 

雨水排水 

施設整備 

雨水排水計画に基づき、雨

水排水施設整備を行う。 

姫路市  

② 流域対策 

モデル地区内には、下表に示す通り、既に校庭貯留や各戸貯留等の取り組みを

進めている。 

県及び市は、これらの取り組みをモデル地区内においてさらに推進するよう、

関係機関等と調整を進める。 

また、県及び市は、学校関係者、地域住民等とも連携して、完成施設の効果把

握に努め、計画地域全体で流域対策が取り組みやすくなるよう、推進協議会の場

等を活用した情報発信に取り組む。 

流域対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

雨水貯留 
施設(学校) 

姫路市立 
広嶺中学校 

校庭に小堤を設け、約 790m3の一時貯留を行
う。 

姫路市 平成 24年度完成 

姫路市立 
増位小学校 

校庭に小堤を設け、約 730m3の一時貯留を行
う。 

姫路市 平成 25年度完成 

県立大学姫路
新在家キャン
パス 

校庭に小堤を設け、約 1,200m3の一時貯留を
行う。 

県 平成 25年度完成 

指定への調整 指定雨水貯留浸透施設への指定に向けて、
調整を図る 

県 
姫路市 

雨水貯留 
施設 
(各戸貯留) 

雨水貯留タン
クの設置 

雨水貯留タンクを市内の小学校及び公民館
に設置し、総合治水をＰＲ(モデル地区内 15
箇所) 

姫路市 平成 25～26年度 
継続 

助成制度 各戸貯留整備時の助成制度を創設する。 姫路市 平成27年度予定 
雨水浸透 
施設 
(浸透桝等) 

吉田町 
雨水浸透桝 

吉田町の雨水集水桝で浸透化工法を用い、
地下にも浸透させる取り組みを実施 

姫路市 平成 25年度完成 

幸町 
雨水浸透桝 

幸町の雨水集水桝で浸透化工法を用い、地
下にも浸透させる取り組みを実施 

姫路市 平成 25年度完成
※ 

姫路停車場線 
浸透側溝 

姫路停車場線において、浸透側溝を設置す
る。 

県 平成 28年度完成
予定※ 

県総合庁舎 
雨水浸透対策 
実証実験 

県の総合庁舎において、雨水浸透対策の実
証実験を実施する。 

県 平成 27年度実証
実験※ 

※モデル地区周辺での取り組み 
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③ 減災対策 

減災対策は、浸水被害が発生しても人命を守ることを第一に考え、下表に示す

対策について重点的に取り組む。 

また、減災対策の重要性を県民が認識し、災害時に的確な避難が行えるよう、

県民は日頃より防災学習に取り組み、県と市は協力して防災学習の支援に取り組

む。 

減災対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

浸水による
被害軽減に
関する学習 

地域防災マ
ップづくり
の実施 

地区連合自主防災会が主体となり、まち歩きの実
施や住民同士の情報共有により、地域防災マップ
づくりを行う。 

姫路市 
県民 

浸水による
被害の軽減
のための体
制の整備 

避難方法の
検討 

洪水ハザードマップで河川近傍の浸水深１ｍ以上
の地域を「水平避難」すべき地域と位置づけ、そ
れ以外の地域は、自宅 2階以上への「垂直避難」
を避難方法とする基本方針を決定した。 
今後、地域の実情にあわせた避難計画の検討を促
す。 

姫路市 
県民 

 災害時要援
護者台帳 

「災害時要援護者台帳」を作成し、毎年更新する。 姫路市  
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9-2．七種川地区（福崎町） 

（1）モデル地区の概要 

計画地域中部に位置している七種川地区では、福崎駅西側の福田地域をはじめ、

内水による浸水被害が毎年のように発生している。 

このような中、河川対策については、現河川整備計画に七種川の河川改修の位

置づけはないが、県では流下能力の確保を目的に堆積土砂の除去、河川施設の老

朽化対策等を行っている。 

また、町においても、下水道対策において、福田川や直谷川の負担軽減を目的

に川端雨水幹線の整備等を行っている。 

しかし、河川下水道対策だけでは浸水被害の解消は困難であるため、流域対策

等により浸水被害の軽減を図っていく必要がある。 

当地区では、ため池や水田、学校の校庭等が多く存在することから、これらの

施設を活用し、積極的に雨水貯留機能の向上を行うモデル地区として選定する。 

七種川（福崎町） 

川端雨水幹線 

市川
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七種川地区（福崎町） 

S=1:50,000 

神
戸
医
療
福
祉
大
学
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（2）主な取組内容 

① 河川下水道対策 

下水道対策として川端雨水幹線を整備し、浸水被害が多発している福田川や直

谷川への流入量の一部を市川へ直接放流する。 

河川下水道対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

下水道(雨水)対策 雨水排水施設整備 川端雨水幹線の整備 福崎町 平成2926年度完成予定 

② 流域対策 

当地区内では、ため池や水田が多数存在することから、その機能維持に努める。

あわせて、営農に支障のない範囲で、ため池の事前水位下げについて文書による

働きかけを行うとともに、水田での貯留についても他の計画地域での実施事例等

を踏まえ検討を進める。 

また、局所的な浸水被害への対策として、スポーツ公園内のゲートボール場を

活用した雨水貯留機能の維持に努めるとともに、農業利用がされなくなったため

池であるイマ谷池を活用した雨水貯留機能の確保に取り組むほか、福崎高校の校

庭貯留など学校や公園等を活用した雨水貯留対策について検討を進める。 

流域対策 
区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

雨水貯留施設 
(ため池・水田) 

ため池の事前
水位下げ 

台風等大雨が予想される場合の事前水位
下げについて文書等による普及啓発を行
う。 

福崎町 平成 25 年度
から継続実施 

イマ谷池での
雨水貯留機能
確保 

農業利用がされなくなったため池である
イマ谷池での雨水貯留に取り組む。 

県 
福崎町 

平成 26～
2927 年度予
定 

水田 稲作など耕作に影響がない範囲で、雨水
貯留用せき板による水田貯留に取り組む
よう普及啓発を行う。 

県 
福崎町 

平成 26 年度
から継続実施
予定 

雨水貯留 
施設 
(学校・公園) 

スポーツ公園
での雨水貯留
機能確保・維持 

ゲートボール場の雨水貯留機能を維持す
るために、出水後に土砂と雨水を分離す
る構造になるよう、改修を検討する。 

福崎町 

校庭貯留 福崎高校等において、校庭貯留の実施を
検討する。 

県 
福崎町 

雨水貯留施設
（住宅・店舗等） 

助成制度 各戸貯留の普及啓発を行うとともに、補
助制度の創設について検討する。 

福崎町  

森林整備・保全 森林整備 緊急防災林整備、里山防災林整備等によ
り森林の保水力維持に取り組む。 

県 
福崎町 

なお、福崎町内ではモデル地区以外でも局所的な浸水被害が度々発生しており、

「七種川地区」での取り組みを先導事例として、福崎南ランプ周辺や高橋ハス池

及び大谷池の下流域における浸水被害の軽減に向けた取り組みを検討していく。 
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③ 減災対策 

減災対策は、浸水被害が発生しても人命を守ることを第一に考え、下表に示す

対策について重点的に取り組む。 

また、減災対策の重要性を県民が認識し、災害時に的確な避難が行えるよう、

県民は日頃より防災学習に取り組み、県と町は協力して防災学習の支援に取り組

む。 

減災対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 
浸水による被害
軽減に関する学
習 

地域防災マ
ップづくり
の実施 

ハザードマップの見方や水位情報の見方等、情報
の活用方法について、学習するとともに、各地区
独自の防災マップづくりを行う。 
地域が主体となり、まち歩きの実施や住民同士の
情報共有により、地域防災マップづくりを行う。 

福崎町 
県民 

浸水による被害
の軽減のための
体制の整備 

災害時要援
護者避難支
援プランの
推進 

水害等に備え、要援護者の避難支援を迅速かつ的
確に行うため、平常時から要援護者に関する情報
の把握、防災情報の伝達手段・体制の整備及び避
難誘導等の支援体制の確立を目的として、「災害時
要援護者避難プラン」を作成し、要援護者名簿及
び要援護者ごとの個別支援計画を作成しており、
毎年更新を行う。 

福崎町 
県民 

実施中 
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9-3.八家川地区（姫路市） 

（1）モデル地区の概要 

市街化が進展する八家川流域では、河口付近から 910m の区間で高潮対策を進

めているが、山陽電鉄から姫路バイパスの間（中流地区）において、平成 23 年

９月の台風第 12 号をはじめ、浸水被害が毎年のように発生している。 

このため、八家川地区では、河川下水道対策として、県が洪水調節施設の整備

を行い、下流域の洪水時流量の低減を図るとともに、市の雨水排水計画において

も下水道の計画規模を49.5mm/hr（年超過確率1/10）に引き上げる見直しを行い、

八家川第５、第６雨水ポンプ場および糸引公園における地下貯留施設を新設する。 

また、流域対策として、ため池・水田貯留や雨水浸透ます設置（道路側溝）に

取り組む。 

さらに、減災対策においても、ハザードマップの作成・配布やため池パトロー

ルを実施する等、地域の防災・減災対策を高める取り組みを進めていく。 

このように、各対策において先導的な取り組みが集中的に実施されることから、

これら総合治水の取り組みをさらに推進し、また、計画地域全体へこれらの取り

組みが広がっていくよう、積極的な情報発信を行うモデル地区として選定する。 

八家川（姫路市） 
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八家川地区（姫路市） 
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（2）主な取組内容 

① 河川下水道対策 

県は、河川対策として、姫路バイパス南側に洪水調節施設の整備を進める。 

姫路市は、下水道対策として、公園整備に合わせ雨水貯留施設の整備や八家川

右岸において雨水ポンプ場の整備を進める。 

河川下水道対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

河川対策 八家川 

調節施設 

姫路バイパス南側において

洪水調節施設の整備を行

う。 

県 ・調節池容量約 85.5 千

m3

・水深 3.2m 

・調節池の面積約 3.4ha 

下水道(雨水) 

対策 

糸引公園雨

水貯留施設 

公園整備に合わせ、雨水貯

留施設の整備を行う。 

姫路市 ・貯留施設容量 10千 

八家川第５

ポンプ場 

八家川右岸において雨水ポ

ンプ場の整備を行う。 

姫路市 ・揚水量 630  /min 

八家川第６

ポンプ場 

八家川右岸において雨水ポ

ンプ場の整備を行う。 

姫路市 ・揚水量 680  /min 

② 流域対策 

モデル地区内にある既存のため池や水田を活用した雨水貯留に取り組む。ため

池管理者と調整し、営農に支障のない範囲でため池の水位を事前に下げてもらう

よう働きかけを行うとともに、水田についても所有者の理解を得て、堰板を用い

て排水時間を調整することにより、雨水流出の抑制を行う。 

さらに、四郷町や東山地区において、雨水流出の抑制を図るため、道路側溝へ

の雨水浸透ますの設置を進めていく。 

また、県及び市は、地域住民と連携して対策を進めていくため、対策推進協議

会を開催し、進捗状況の確認や情報発信等に取り組む。 

流域対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

雨水貯留 
施設(ため
池・水田) 

ため池の事前
水位下げ 

台風等大雨が予想される場合の事前水位下
げなど、貯留に備えた水位管理を行う。 

姫路市 平成 29年度から
実施予定 

水田 稲作など耕作に影響がない範囲で、雨水貯
留用せき板による水田貯留に取り組むよう
普及啓発を行う。 

姫路市 平成 29年度から
実施予定 

雨水浸透 
施設 
(浸透ます
等) 

四郷町雨水浸
透ます 

四郷町の雨水集水ますで浸透化工法を用
い、地下にも浸透させる取り組みを実施 

姫路市 平成 29～38年度 

東山地区 
雨水浸透ます 

東山地区の雨水集水ますで浸透化工法を用
い、地下にも浸透させる取り組みを実施 

姫路市 平成 29～38年度 

141 

① 減災対策 

減災対策は、浸水被害が発生しても人命を守ることを第一に考え、下表に示す

対策について重点的に取り組む。 

また、減災対策の重要性を県民が認識し、災害時に的確な避難が行えるよう、

県民は日頃より防災学習に取り組み、県と市は協力して防災学習の支援に取り組

む。 

減災対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

浸水による
被害軽減に
関する学習 

ハザードマ
ップの作
成・配布 

内水ハザードマップを作成し、地域住民に配布す
る。ハザードマップを活用した防災訓練を実施す
る。 

姫路市 
県民 

浸水による
被害の軽減
のための体
制の整備 

ため池パト
ロールの実
施 

地元農区と連携し、ため池堤防の状況を把握する
ため、定期的にため池パトロールを実施する。 

姫路市 
県民 

危険情報周
知の対策 

緊急放送等
の情報発信 

ケーブルテレビやコミュニティＦＭ等の民間企業
と連携し、避難勧告や避難所の情報、被害状況等
を緊急情報として発信する。 

姫路市 
民間企

業 



1
4
2
 

参
 考

 
資

 
料
 

参
－

1 

中播磨地域総合治水推進計画　施策一覧
　　　　　　　　※ 期間等については、現時点における見込みであって、今後、変更が生じることがあります。 

～H25 H26～H30 H31～H35 H36～

１．河川下水道対策
（１）河川対策～各河川の河川整備計画に基づき着実に整備～

八家川
河口～防潮水門L=400m
高潮堤嵩上げ

県 1

高水敷下流端
防潮水門、ポンプ場整備

県 2

防潮水門～三ツ橋
河床掘削

県 3

三ツ橋～姫路バイパスL=2,500m
築堤、河床掘削、護岸整備 等

県 4

明田川合流点～姫路バイパス
洪水調整施設整備

県 5

市川
阿成地区　L=600m
築堤、護岸、河床掘削

県 6

JR橋梁上下区間
　河床掘削等

県 7

高木橋付近～生野橋付近区間　L=3000m
　築堤、河床掘削、堰改築

県 8

江鮒井堰上流　L=900m
築堤

県 9

振古川
市川合流点～JR播但線L=900m
河床掘削、河道拡幅、築堤

県 10

谷地区L=1,100m
河床掘削、河道拡幅、築堤

県 11

野田川
野田川排水機場
ポンプ増設（1台：12.33 /s）

県   12

船場川
飯田橋～生矢橋L=800m
築堤、護岸、河床掘削、橋梁架替等

県 13

生矢橋～JR山陽本線L=1,280m
築堤、護岸、河床掘削、井堰改築 等

県 14

姫路競馬場
洪水調節施設整備

県 15

大項目 小項目 名称 概要
位置
番号

実施主体
期間

備考

参考資料
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中播磨地域総合治水推進計画　施策一覧
　　　　　　　　※ 期間等については、現時点における見込みであって、今後、変更が生じることがあります。 

～H25 H26～H30 H31～H35 H36～

夢前川
京見橋上流～山陽本線上流 L=300m
河床掘削 等

県 16

夢前大橋上流～山陽新幹線 L=800m
河床掘削 等

県 17

郷内井堰～山富橋 L=1100m
河床掘削、護岸、橋梁架け替え

県 18

山富井堰付近～宮置橋上流付近
L=2500m　堰改築 等

県 19

糸田橋下流 L=600m
河床掘削、護岸、堰改築 等

県 20

菅生川
新在家橋～護塚橋 L=4300m
河床掘削、河道拡幅、護岸、堰改築 等

県 21

水尾川
夢前川合流点～今在家東大橋 L=2200m
河床掘削、護岸 等

県 22

辻井川合流点～法河川上流端 L=1300m
捷水路 等

県 23

大井川
山陽新幹線～国道２号 L=1200m
河床掘削、河道拡幅、護岸 等

県 24

（２）下水道対策　～各市町の下水道計画に基づき整備・維持を推進～

福崎町
46mm/hr対応整備
川端雨水幹線L=770m 等

福崎町
H25～26川端雨水幹線
H25～35川すそ雨水幹線

橙

姫路市 49.5mm/hr対応整備 姫路市 黄

高砂市
42.6mm/hr対応整備
天川ポンプ場増設 等

高砂市 紫

太子町 43mm/hr対応整備 太子町 朱

実施主体
期間

備考大項目 小項目 名称 概要
位置

番号
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中播磨地域総合治水推進計画　施策一覧
　　　　　　　　※ 期間等については、現時点における見込みであって、今後、変更が生じることがあります。 

～H25 H26～H30 H31～H35 H36～

２．流域対策　～各地区の特性に応じた対策を推進～
（１）調整池

重要調整池の設置 1ha以上の開発に対し重要調整池を設置
開発者
（県指導）

-

既存調整池の指定
特に必要と認める調整池を所有者の同意
を得て指定

県、
所有者等

-

調整池の維持管理
雨水流出抑制機能を維持するための適正
な管理

所有者等 -

（２）土地等の雨水貯留浸透機能の確保、貯水施設の雨水貯留容量の確保
指定雨水貯留浸透
施設の指定

雨水貯留浸透機能が特に必要と認める土地、建

物等を所有者の同意を得て設置

県、市町、
所有者等

-

校庭、公園　等
雨水を貯留する壁の設置
雨水を浸透させる舗装の施工 等

所有者等 -

大規模建物
（庁舎・病院等）

敷地又は地下に雨水を貯留する設備の設
置 等

所有者等 -

ため池
洪水調節機能のある洪水吐
事前放流施設の整備 等

所有者等 -

水田 堰板の設置　等 所有者等 -

　　　［小規模建物］
（住宅・店舗等）

雨水貯留タンクの設置　等 所有者等 -

　　　［道路］ 透水性舗装、浸透側溝等の整備 県、市町 -

（３）ポンプ施設との調整
指定ポンプ施設への
指定

適正な操作が必要と認めるポンプ施設を所有者等の

同意を得て、所在市町長の意見を聴き指定

県、市、
管理者

指定ポンプ施設の管理者は「排

水計画」を策定する。
-

（４）森林の整備及び保全
新ひょうごの森づくり
第２期対策の推進

1、公的関与による森林管理の徹底

 (1)森林管理100％作戦、 (2)里山林の再生

2、多様な担い手による森づくり活動の推進
県 H24～33 -

災害に強い森づくり
第２期対策の推進

①緊急防災林整備、②里山防災林整備
③針葉樹林と広葉樹林の混合林整備

県 H23～29 -

実施主体
期間

備考大項目 小項目 名称 概要
位置
番号
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中播磨地域総合治水推進計画　施策一覧
　　　　　　　　※ 期間等については、現時点における見込みであって、今後、変更が生じることがあります。 

～H25 H26～H30 H31～H35 H36～

３．減災対策　～人的被害の回避・軽減及び県民生活や社会経済活動への深刻なダメージを回避
（１）浸水が想定される区域の指定・県民の情報の把握

浸水情報等の周知 CGハザードマップ、出前講座　等
県、市町、
県民

-

まるごと・まちごとハザード
マップ

実績浸水深等の明示
表示方法の検討　等

県、市町、
県民

-

（２）浸水による被害の発生に係る情報の伝達

警戒避難に役立つ情報の
迅速確実な提供

情報の精度向上、
効果的な情報の伝達　等

県、市町、
県民

-

（３）浸水により被害の軽減に関する学習

自主防災組織の結成推
進・活性化

自主防災組織の結成推進、
防災リーダー等の育成、出前講座　等

県、市町、
県民

-

防災マップ 作成・支援、活用
県、市町、
県民

全市町で計画期間内の完
成を目指す

-

（４）浸水による被害軽減のための体制整備・訓練の実施

水防活動支援 訓練の実施、資材の備蓄・提供　等
県、市町、
県民

-

共助の取組の推進
避難経路案内板の設置
要援護者避難対策の推進 等

県、市町、
県民

-

災害時応援協定等の推進 民間事業者との協定　等
県、市町、
県民

-

（５）建物等の耐水機能整備

建物等の耐水化
高床化、電気設備等の高所設置、
遮水壁の設置　等
耐水化施設の指定

所有者

県
-

（６）浸水による被害からの早期の生活の再建
フェニックス共済への加入
促進

加入促進
加入

県、市町
県民

-

実施主体
期間

備考大項目 小項目 名称 概要
位置
番号
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【参考資料】流域対策に活用できる地域資源のポテンシャルの試算 

（3）船場川上流地区（姫路市） 

① 貯留可能容量の推定 

流域内にある施設を対象として、流域対策を実施した際の効果として、施設の

貯留可能容量について、概算する。 

流域内貯留可能容量 

施設種類 
施設数 

（施設）

面積 

（ha） 

貯留可能容量 

（千 m3） 
貯留可能容量の考え方 

学校 

小学校 
中学校 

14 14.7  44.0 
校庭面積×水深 0.3m(身長考慮) 

（中高一体校は中学校で面積計測） 

高校 
大学等 

11  9.7  29.0 校庭面積×水深 0.5m(身長考慮) 

公園 
街区公園 24  4.0   8.0 

敷地面積 0.1ha 以上を対象として 

敷地面積×水深 0.2m（幼児考慮） 

大規模 
公園 

 8 77.8  15.6 
総合公園や都市緑地等の大規模公園は、 
敷地面積×貯留面積補正率0.1×水深 0.2m 

大規模
施設 

官公庁  2  0.7   7.0 
敷地面積×駐車場面積補正率 0.3×水深 0.1m 

（車のマフラー高考慮） 

大規模 
公共施設 

21 11.4  11.4 
敷地面積×駐車場面積補正率 0.3×水深 0.1m 
（車のマフラー高考慮） 

各戸貯留 13,448 －   2.7 
雨水貯留ﾀﾝｸ容量 200 ﾘｯﾄﾙ(=0.2m3)×施設数※ 

※施設数は、姫路市の 0.0019(戸/m2)×建物用地面積

農林 
施設 

ため池  6  6.3  31.5 
満水時面積 0.5ha 以上を対象として 
満水時面積×事前放流 0.5m 

水田 － 14.1  14.1 水田面積×農振内水田比（姫路市0.77)×水深 0.1m 

合計 － － 163.3 

※本検討はあくまで想定の貯留量であり、整備メニューを限定するものではない。この他にも

透水性舗装や浸透桝等の浸透施設等の取り組みによる効果も考えられる。また、実施にあた

っては、校庭貯留やため池の治水利用等、所有者の同意の下、施設に適した対策を推進して

いく必要がある。 

② 流域対策整備効果の試算 

モデル地区流域内の平成23年台風12号における浸水

実績範囲は 21 万 m2であり、流域内の貯留可能容量 16

万 m3 の内、50%の容量を活用すると浸水実績範囲で約

40cm、20%の容量を活用すると浸水実績範囲で約 15cm

の浸水が軽減することとなる。実際には施設の直下流で

の効果が大きく、浸水範囲内で一律の効果とはならない

が、多くの協力により、浸水が軽減することが見込める。 

実績浸水範囲における浸水軽減効果 

貯留活用 貯留可能容量 
（千 m3） 

実績浸水面積 
（千 m2） 

浸水深軽減効果 
（m） 

50% 81.7 
214.0 

0.38 
20% 32.7 0.15 

※本検討は、あくまで想定の貯留容量に貯留した場合の効果であり、実際には、貯留しながら、

放流する等、現実の貯留効果とは異なる。  

流域対策実施前の被害が床上浸水
(浸水深約60cm)と想定した場合、流域
対策実施を実施すると、床下浸水にな
り、大切な家財道具等が守られます。

参－7 

地域資源位置図 

S=1:40,000
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（4）七種川地区（福崎町） 

① 貯留可能容量の推定 

流域内にある施設を対象として、流域対策を実施した際の効果として、施設の

貯留可能容量について、概算する。 

流域内貯留可能容量 

施設種類 
施設数 
（施設）

面積 
（ha） 

貯留可能容量 
（千 m3） 

貯留可能容量の考え方 

学校 

小学校 
中学校 

  1  0.7   2.0 校庭面積×水深0.3m(身長考慮) 

高校 
大学等 

  2  1.2   3.7 校庭面積×水深0.5m(身長考慮) 

大規模
施設 

大規模 
公共施設 

  3  2.4   2.4 
敷地面積×駐車場面積補正率 0.3×水深 0.1m 

（車のマフラー高考慮） 

各戸貯留 882 －   0.2 
雨水貯留ﾀﾝｸ容量 200 ﾘｯﾄﾙ(=0.2m3)×施設数※ 
※施設数は、福崎町の 0.0010(戸/m2)×建物用地面積

農林 
施設 

ため池  10 11.0  55.0 満水時面積×事前放流 0.5m 

水田 － 87.2  87.2 水田面積×農振内水田比（福崎町 0.60)×水深 0.1m 

合計 － － 150.5 

※本検討はあくまで想定の貯留量であり、整備メニューを限定するものではない。この他にも

透水性舗装や浸透桝等の浸透施設等の取り組みによる効果も考えられる。また、実施にあた

っては、校庭貯留やため池の治水利用等、所有者の同意の下、施設に適した対策を推進して

いく必要がある。 

② 流域対策整備効果の試算 

モデル地区流域内の平成23年台風12号におけ

る浸水実績範囲は 14.0 万 m2であり、流域内の貯

留可能容量 15.1 万 m3の内、50%の容量を活用する

と浸水実績範囲で約 50cm、20%の容量を活用する

と浸水実績範囲で約 20cm の浸水が軽減すること

となる。実際には施設の直下流での効果が大きく、

浸水範囲内で一律の効果とはならないが、多くの

協力により、浸水が軽減することが見込める。 

実績浸水範囲における浸水軽減効果 

貯留活用 貯留可能容量 
（千 m3） 

実績浸水面積 
（千 m2） 

浸水深軽減効果 
（m） 

50% 75.3 
139.7 

0.54 
20% 30.1 0.22 

※本検討は、あくまで想定の貯留容量に貯留した場合の効果であり、実際には、貯留しながら、

放流する等、現実の貯留効果とは異なる。  

流域対策実施前が子供の腰までの浸水と
想定した場合、流域対策を実施すると、くる
ぶしまでの浸水になり、子供でも避難しや
すくなります。

※浸水の中を避難することはとても危険です。
 早めに避難することを心がけましょう。 

参－9 

地域資源位置図 
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